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午前 10 時 03 分 開議 

 ● 議案第 25 号 平成 25 年度多賀城市一般会計予算 

○深谷委員長 

皆さん、おはようございます。 

予算特別委員会 2 日目でございます。朝から東日本大震災復興基金交付金ということで、

うれしいニュースが飛び込みながらの予算委員会 2 日目でございますので、慎重なる御審

議を賜りながら審議をよろしくお願いいたします。 

ただいまの出席委員は 18 名であります。定足数に達しておりますので、直ちに本日の委員

会を開きます。 

それでは、議案第 25 号 平成 25 年度多賀城市一般会計予算を議題といたします。 

先日、説明が終わっておりますので、直ちに質疑を行います。 

一般会計歳入歳出予算のうち、初めに予算全般並びに歳入についての一括質疑を行います。

さきの補正予算特別委員会でも確認しているとおり、本委員会は予算審査の場であり、多く

の委員から発言をいただくため、発言は簡単明瞭にしていただくこと、発言の範囲は議題と

なった案件に限られていること、以上の点を再確認しながら、質疑は 1 回 3 件程度とし、

初めに質疑の要旨を述べ、その後に 1 件ずつ質問をしていただくようお願いいたします。 

なお、当局においても、質問事項に対して的確に答弁していただくとともに、答弁の内容に

誤りがあった場合には、原則として本委員会の開会中に訂正していただくようお願いいた

します。 

 ● 歳入質疑 

○深谷委員長 

それでは、予算全般並びに歳入の一括質疑を行います。質疑のある方は挙手をお願いいたし

ます。 

○阿部委員 

資料 5 の 40 ページ、15 款 2 項 3 節の市町村振興補助金でございますが、852 万円、説

明によりますと、15 事業に対しまして市町村振興補助金がこの交付要綱に基づいていただ

けるということですけれども、この市町村補助金の交付要綱のちょっと枠組みについて教

えていただきたいと思います。 

15 事業、全て 100％、県の補助でいただけると思うのですが、その交付要綱の内容につ

きまして、例えばその事業によって上限があるのか、この補助金の要綱。あるいは今回これ

以外でも市町村振興補助金の対象になる事業があったのかどうか。これについてご質問い

たします。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

市町村振興総合補助金ですけれども、実はメニューが 43 メニューほどございまして、事業

によりまして補助率がそれぞれ変わってございます。全額補助というものはほとんどござ

いません。多くて 2 分の 1、4 分の 3 というものも一部ございますけれども、それぞれに



よって単価でありますとか、2 分の 1 かつ定額でありますとか、それぞれございます。本

市の実情に合わせて、その 43 のメニューの中から適切に選択をして申請をしているとこ

ろでございます。 

○阿部委員 

そうしましたら、説明では、歳出の 2 款 1 項の 1 つだけ説明がありましたが、15 事業に

つきましてわかりましたら教えていただきたいと思います。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

15 事業のメニューを全てお話ししたほうがよろしいわけですか。それでは、県のほうのメ

ニューと市の事業名が多少異なりますけれども、まず初めに、市町村交通安全対策推進とい

うことで、交通安全の指導員事業、それから交通安全の対策啓発事業、それから交通安全の

関係の高齢者に関する交通安全の指導などについて充当する予定でございます。 

次に、ごみ減量化再資源化促進事業としまして、分別の促進事業について充当する予定でご

ざいます。 

3 つ目といたしましては、青少年関係ですね。街頭巡回、青少年育成センター育成相談事業

などについての申請をしてございます。 

4 つ目のメニューといたしましては、障害児の保育事業、こちらが私立保育所の障害児の保

育補助事業に充てる予定になっております。 

次に、事業所内、それから低年齢時の保育助成事業というものもございまして、こちらも認

可外保育所の運営補助に充当をする予定となってございます。 

次に、在宅酸素療法者酸素濃縮器利用助成事業、こちらも活用する予定でございます。 

次に、知的障害者グループホーム体験ステイ推進事業、こちらにつきましては体験のステイ

というものの実施をしておりますけれども、これも引き続き活用する予定でございます。 

それから、献血推進協議会への補助、こちらもメニューにございます。 

地場産品の出店、月の市なども補助事業としてメニューにございますので、活用する予定で

ございます。 

それから、松くい虫の防除についてもメニューがございまして、社会福祉課と文化財でそれ

ぞれ予定をしてございます。こちらはまだ申請段階ということで、決定のほうはまだ来てお

りませんけれども、例年同様の事業について活用をさせていただいておりますので、県全体

で上限額がございます。殺到した場合には調整が入る場合もございますけれども、今のとこ

ろの見込みでは、計上した額を見込んでおります。 

○阿部委員 

今 10 項目だったような気がしますけれども、全部、15 お話しされましたでしょうか。

（「資料でもらったらいいんじゃないの」の声あり） 

じゃあ、資料で後でいただきたいと思います。 

○竹谷委員 

5 に入る前に総括的に、当局の見解を賜っておきたいと思います。 



委員長から 3 点ということですので、一応総括的に 3 点に絞り上げて順次質問していきた

いと思います。 

25 年度の予算編成、復興の関係もあり、いろいろ苦慮されたのではないかと思いますけれ

ども、特に通常経費も含めて、そろそろ災害前の状況を加味しながら予算編成していかなけ

ればいけない時期に来ているというぐあいに見ております。そういう意味で、今回の予算編

成に当たって、当然、復興事業は当然のことながら、その他の事業で、通常的な業務の中で

どのようなことを基本において編成をし、そのことによって、財政調整基金の約 14 億

6,300 万円を取り崩したのは、これこれこういう要因での取り消しなんだということを明

確にしておいたほうがよろしいのではないかというふうに思いますので、質問させていた

だきます。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

今、竹谷委員のほうからもございましたように、やはりそろそろ通常事業、通常行っている

事業、こちらのほうにも十分目を向けていく必要があるということでは同じ認識だという

ふうに思っております。 

今回、特に通常事業、通常収支分の事業につきましては、発災後、24 年度予算につきまし

ては、23 年度予算から 10 億円、少し圧縮したような形で編成をしました。それは 1 つに

は、復旧・復興事業に注力をするということ、そちらに金銭だけではなくて、そのほかのあ

らゆる力を注ぐということもあって、その内容が予算に反映された形での編成だったとい

うことがあります。 

それと、今回 10 億円圧縮した分の取り扱いについては、今回 25 年度予算ではある程度、

回復をさせているということが数字上見えるんじゃないかなというふうに思っております。

それは 24 年度に休止していた事業、そういったものを再開するということがまず 1 点ご

ざいます。それと、かねてから予定しておりました事業といたしまして、多賀城駅周辺の整

備、特に連続立体交差、とりあえず高架が上がったということがありますので、その後の整

備というものを大きく進めていく必要がある。そういった部分も今回の予算には大きく反

映させているということでございます。 

さらに、今まで手が回らなかった部分、例えば多賀城小学校のプールの改修であったりとか、

やはり多賀城市で生活をしていく上に当たって、復旧がある程度進んで、これからは再生に

向けての本市の震災復興計画の最盛期に 26 年度から当たるわけですけれども、復旧期の

最終年度ということもありましたので、その次のステップに上がるための年度ということ

で非常に重視した年度でありました。そのことから、25 年度がある程度復旧が達成されて、

その後の多賀城市の復興に対して期待、そして希望が持てるような、そういった内容に今回

編成したと、そういった部分に非常に留意して編成をしてきたということになります。 

○竹谷委員 

基本的に言えば、駅周辺事業をいわば 24 年度ちょっと停止した分を 25 年度で一気に開

通といいますか、高架完成に基づいての面整備をここで一挙にやってしまおうという配慮



もあるという受けとめ方でよろしいんですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

これはかねてから予定していた部分であったんですけれども、やはりその条件が整ってき

ているということもありますので、これは大きく進めるということで、予算のほうは十分と

いいますか、必要な分は計上しているということになります。 

○竹谷委員 

理屈はいいから、そこに重点を置いているよと言えばそれで結構です。そういう認識でよろ

しいのか。 

もう一つ、あなたが言っているのが、24 年度に、25 年度一応復旧的な最後なので、26 年

度に向かっていろいろな課から要求されているものの準備事業として制度設計等の予算を

入れたんじゃないかと私は見ているんですけれども、というふうに見ておいていいのか、そ

こを聞いている。答弁してください。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

そのように受けとめていただいてよろしいかと思います。 

○竹谷委員 

そうしますと、駅周辺の開発というか、事業がある意味では終了期に突入してきていると、

そういう受けとめ方をしてよろしいですか。財政はどう思っているのですか。そういうふう

によこしたのですか、予算組んだのですか。 

原課じゃないんですよ。財政としてはそういうふうに組んだのかと聞いているんですよ。原

課のほうは歳出でやるんですから、予算のほう、編成に当たっての総論ですよ。そういう原

課の話を見ないで、自分らはこういう精神でやったんだときちんとしなさいよ。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

大変失礼いたしました。 

計画に沿って、その計画の中身に沿った形で今回計上しているということになります。 

○竹谷委員 

なぜそれを聞いているかというと、全体をやってから、後で、質問終わった後、中期財政計

画の問題もありますから、ちょっと質問してみます。 

少なくともあそこに公共用地が相当あるはずです。それを販売をして財政に寄与していく

という基本方針ではなかったかと思うんですけれども、今回の予算にはそれは全然見えな

いと私は見ているんです。ですから、聞いているんですよ。そういう認識でいていいのか、

どうなのか。そういう認識であるというのであれば、今度は中期財政計画の中でその問題を

取り上げていきたいというふうに私は思っているから、質問しているのです。いかがですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

確かに公共用地の売払収入などというものは当然見込まれることなんですが、その時期で

あったりとか金額の部分、なかなか把握が困難だということもありましたので、今回の中期

見通しからは、中期見通しのほうにもちょっと記載させていただいたんですが、こちらの分



は今回あえて除外させていただいているということになります。 

○竹谷委員 

いいんですよ。そういうことで、まだ完成途中なので、今回の 25 年度にはそういうものを

見込むことがちょっと危険なので、見込まなかったというのであれば、それは答弁ですよ。

余り余計なこと考えなくてもいいですから、そういう答弁で結構なんです。 

そこで、聞くのは、しからば今後、26、27 年に向けて、そういう公共用地の払い下げによ

る財政収入があるというぐあいに認識しておいてよろしいですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

時期のほう、より具体的に申し上げることはちょっと難しいかと思うんですが、将来的には

それは当然入ってくるということになります。それを見込んでいるということになります。 

○竹谷委員 

じゃあ、そういう認識で、中期財政計画の中でしっかりと議論させていただきます。 

次に、余り大きな要因じゃないんですけれども、財調 14 億 6,300 万円を取り崩したとい

う背景があるものですから、23 年度通常収支規模、皆さん方、資料で出していました。こ

れによりますと、23 年度より 25 年度が通常収支規模が大きくなっているように見ている

んですけれども、そういう見方でよろしいでしょうか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

それでは、恐れ入ります。特別説明資料の 2 ページをごらんいただきたいと思うんですが、

特別説明資料の 2 ページになります。2 ページの一番上の表のほうにまとめて記載させて

いただいております。 

まず、経常収支分の平成 23 年度当初予算規模なんですけれども、表の網かけをしている下

の部分に通常収支部分と、それから復旧・復興分とに区分けしておりますけれども、その上

のほうですね。通常収支分が 199 億 2,000 万円ということで、23 年度の当初予算とい

うことで編成しております。今回、25 年度の当初予算なんですが、総額では 252 億 6,000

万円、そのうちの通常収支分として区分けした部分なんですが、198 億 3,632 万 3,000

円ということになります。こちらの規模なんですが、24 年度、前年度と比べますと 9 億

2,795 万円ふえている格好にはなるんですが、これを 23 年度、震災前に編成した 23 年

度と比較しますと、一番右側の欄のほうに書いてあります。見出しで言いますと、H25-

H23 というところですね。こちらのほうになります。そうしますと、三角形が立っており

ます。8,367 万 7,000 円減ということになります。ですから、24 年度の当初予算から比

べると 9 億 3,000 万円弱ふやしてはいるものの、まだ震災前に編成した 23 年度当初予

算には若干及ばないというような、そういった規模の関係になっているというふうになり

ます。 

○竹谷委員 

23 年度約 8,000 万円が減額になっているよと。この要因は、やっぱり震災による後遺症、

復旧・復興にまだ多賀城は到達していないという分析をされておられるんですか。 



○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

まだ完全に回復していない部分も、分野もあるというふうに考えています。それともう一つ、

例えば普通建設事業などでもやはり年度によって波があるものですから、さらに波なども

ありますので、そういった部分で若干違いが出てきているのかなというふうにはとらえて

おります。 

○竹谷委員 

こういう数字から見て、今後、通常的な、復興は復興で復興交付金で来ますから、それはそ

れの事業として、やはり今後の多賀城の長期的財政、長期的な運営を考えれば、こういうも

のはどういう原因でこうなってきているのか、財政当局は。じゃあ、その原因をどうしたら、

どういうふうにしたら克服していくのかということを予算編成では考えなければいけない

のではないかというふうに私は思うんですけれども、そういう基本的な考え方で編成に当

たっては考えておれられますか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

やはりその編成に当たって最も留意しなければいけない部分なんですけれども、それはど

うしても負担しなければいけない部分、義務的な経費と言われる部分というのは、やはり抑

えつつも、どうしても発生する給付事業であったりとか扶助費の部分、そういった部分とい

うのはやはりカバーしなければならない。これは完全に守らなければいけない部分だとい

うふうに認識しています。そのほかの部分で、独自に事業を行っていく部分、ですから、経

常的にやっている通常の一般施策的な部分、そういった部分でどういった見直しをしてい

くのかということ、そういった部分で多少見直しをかけながら予算規模というものを考え

ていかなければいけないというふうに考えております。 

○竹谷委員 

では、今回、25 年度編成に当たって、そういうものを加味した状況はどういうものが具体

的に明記されているのでしょうか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

ちょっと具体的な話として、ほんの一例になるというふうに思いますけれども、同じく特別

説明資料の 7 ページをちょっとごらんいただきたいと思います。 

こちらのほうで特に民生費の欄に上げておりますけれども、こちらのほうで前年度と比べ

て特に増減の大きかった、動きの大きかった事業について掲げたものなんですけれども、例

えば障害者自立支援給付、こういった部分は非常に伸びが見込まれておりますけれども、こ

の部分については、ちょっと抑制するということ、特に予算上絞りをかけるということもな

かなか困難な事業というふうになります。こういった部分、法定給付されている部分での自

治体負担の分については、やはりこれは確保しなければならないというふうに考えていま

す。そういったものはやはり伸びに合わせて、見込みということになりますが、伸びに合わ

せて必要な予算を計上しなければならない、そういう認識でいます。 

そのほかの部分なんですけれども、特に独自事業で大きく予算をつけた部分としては、地球



環境保全対策事業、これは総務費のほうに入っていますけれども、こちらも非常に大きな額

になっています。ただ、こちらのほうは財源としては、これは県の補助が入っておりますけ

れども、こういった事業につきましては、やはり大きな金額がかかっているものの、やはり

CO2 の排出量の関係であったりとか、あるいはそれによっての環境保全という面もありま

すし、やはりそれにあわせて必要な公共施設の必要な分の修繕なんかもあわせてできると

いう面もありますので、そういった部分を活用しながらやっているということになります。 

さらに、今回特に民生費の中では子ども医療費、この部分では対象年齢の拡大をしたという

ことになります。これは市単独の部分での拡大ということになりますけれども、こういった

部分は、やはり独自にやる部分ではあるんですが、今後の多賀城市のことを考えていくと、

やはり定住促進策の一つであったりとか、やはり多賀城市に住んで住みやすいところにな

るということを狙っての施策になります。こういった部分については、多少の持ち出しとい

いますか、事業規模が大きくなったとしてもやはりやらなければいけない事業だというふ

うにとらえて、そういった部分をいろいろと考慮しながら予算編成をしてきたということ

になります。 

○竹谷委員 

もうちょっと自信を持って言ったらいいんじゃない。これと、これと、これは 25 年度政策

予算としてつくりましたよと。そう、もうちょっと自信を持って言ったらいいじゃないです

か。 

私が見たら、ずっと見て、今回のこの種の問題で特徴的に考えられるのは、先ほどあなたが

言った駅周辺の整備事業に、最終年度だという気持ちを持っていろいろな事業に着手した。

だから、多くの予算をつけた。それから、もう一つは、市長の政策方針で求めた幼児医療の

年齢引き上げによって、その予算を廃止した。それが大きく言えば、多賀城として、県の補

助金ではなく多賀城としての、県の事業もありますけれども、今回の 23 年、24 年度に比

べて大きな事業として特色あるところはここだというふうに私は見ているんですけれども、

そういう認識でよろしいんですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

そのように受けとめていただいて結構だと思います。 

○竹谷委員 

もうちょっと自信を持って、予算編成した事務方だもの、もうちょっと……。それでいろい

ろな意見があってもいいんじゃないですか。その意見の積み上げが 25 年、26 年、27 年

とつながっていくんじゃないかと思う。25 年度は 25 年度の予算じゃない。これをベース

にして、復興に向けて頑張っている多賀城が通常でも頑張っていくんだよという姿勢をき

ちっと明らかにしたほうがよろしいんじゃないですか。そうしないと、どこに基準を置いて

予算編成をしているのかということが私は目に見えない。もっと自信を持って、私はお話し

してよろしいんではないのかと、それに対する質疑はどんどんやったらいいんじゃないか

と思うんですけれども。私はそういうふうに見ているんですけれども、市長、そういうよう



なとらえでよろしいんですか。 

○菊地市長 

ほとんどは竹谷委員おっしゃったとおりだというふうに思っております。7 ページに書い

てあるような主な増の要因ということで書いてあるわけでございますけれども、駅前周辺

の最終的な一番山場というかに差しかかったかなというふうな予算編成。それから、子供の

医療費の増というふうなこと、それから地球環境に優しい事業ということで、その辺が今回

の 25 年度予算の体制ではないかなというふうに思っております。 

○竹谷委員 

わかりました。ひとつ自信を持って、編成した事務方、自信を持ってやらないといけないん

じゃないかと思います。間違ったら間違ったと指摘されますから、そう心配しなくてもいい

と思うんですよ。こうやって自信でこういうぐあいにやったんだよとやって、そして議員か

らばんばん質疑あったら、訂正するところは訂正すればいいんですから。それがあなた、予

算委員会だと私は思っていますから、もうちょっと自信を持ってやりましょうよ。 

これはちょっと余り、去年の質疑の中で、私は歳出予算編成に当たってこういうところを気

をつけるべきじゃないのかという提言をしておきましたが、頭の中に入っていますか。入っ

ていなかったら、入っていなくていいよ。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

申しわけありません。ちょっと失念しておりました。 

○竹谷委員 

済みません。大分皆さん方、予算委員会になると去年の予算委員会の議事録を隅から隅まで

読んで理解しているように聞いていたんですけれども。私はこういうことを申し上げてお

りました。歳出予算編成に当たっては、特に見積もりに対しても精査をして、実質実のある

予算を計上すべきじゃないのか。極端に言うと、水膨れ予算編成でなく、現実的な着実な予

算編成をすべきじゃないのか。そうしなければ多賀城の財政の状況というのは見えてこな

いんじゃないのかというお話をしたように私は記憶しております。そういう記憶ないです

か。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

恐らくされたというふうに思います。 

○竹谷委員 

今年度、そういう着目で歳出についての予算編成に当たっては、相当吟味されたというふう

に自負されておりますか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

確かに見積もりの甘さがあるという部分についてはかねてから認識はしているところでは

ございました。今回の予算の編成に当たりましても、やはり当初から財源不足というものが

非常に発生するということが見込まれておりましたので、やはり絞りをかけなければいけ

ないということは十分留意したところではございました。ですから、通常、25 年度予算に



つきましてもある程度枠配分で行った部分はあったんですが、その枠配分をした中でも、さ

らに細かい事業ごとに 1 件 1 件その内容も精査させていただいたというふうに自負してお

ります。実際、そのことによってどれだけの効果があったのかということは、今ちょっとお

示しすることはできないんですけれども、ただ、かなり細かい部分に至るまで金額の精査を

させていただいた。あるいは精査といっても努力目標値をある程度設けさせていただいて、

それに合わせていただいたという部分がかなりあったというふうに思います。 

ただ、やはり絞るところは絞る必要はあるんですが、どうしても、先ほど申し上げましたよ

うに、やはり今後の多賀城市の復興期、最盛期に向けての、やはり希望を抱けるような年度

にするための予算だというのが今回の基本的な予算編成の方針であったということもあり

ますので、やはりその内容についても若干プラスにした事業というものも結構あったとい

うふうに認識はしております。特にふえた事業としても、それは無駄なものはないというふ

うに認識しておりますけれども、経費については十分例年よりは厳しく見たというふうな

自負は持っております。 

○竹谷委員 

私はこういう厳しい財政下の中で、多分そういう財政の状況に到来してくるだろうと。その

中で、いかに市民のニーズに応えながらもうまく運用していくかということは、枠配分に余

りこだわることがどうなのか。先ほどから申し上げましたように、今年度のことを考えるな

らば、25 年度はこういう政策をやることによって、26 年度にはこういうことの効果が生

まれる。政策的な事業、予算というものを組み入れながら、そのことによって 26 年度にど

ういうような、極端に言うなら、自主財源に反映していくのだろうか、28 年度に、27 年

度に反映してくるだろうかというものも見通しをしながら、なぜならば、民生を充実させる

ということは、極端に言えば、これもあるんですよ。なぜかというと、住民がそこに定着す

れば、市税が自然と入ってくるんです。人口減少になれば市税が入ってこない。そこの事業

が何ぼ生まれたかじゃないですよ。そういう人口定着事業というものも、私は自主財源確立

のため大事な事業だと思う。そういうものの視点も私は必要じゃないのかと思う。だから、

25 年度で言えば、先ほど市長もおっしゃったように、乳幼児の医療費の年齢の拡大はその

1 つに寄与されるはずなんですよ。私はそう思っているんですけれども。そういうぐあいに

置きかえて説明をしていくことが私は大事じゃないかと思うんですけれども、いかがです

か。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

確かに将来を見据えた施策を重視した予算の編成ということはそのとおりだと思っており

ます。今回、通常収支分のほうには区分されていないものではありますが、復旧・復興分の

ほうに属する事業になりますけれども、やはり被災者の方に対しての住宅再建の支援であ

ったりとか、これは市内の方だけが残るということだけではなくて、市外の方も、市外から

入ってきた方に対してのインセンティブになるような、そういった制度も構築しているわ

けであります。 



そういったこともありますので、まず今は住民を戻す、定着させるということ。さらに、今

後はさまざまな震災復興の事業を活用しながら、いろいろな企業の誘致であったりとか、さ

らなる定住の促進というものを図っていく。そういったことを市の予算全体としてそのよ

うな組み方をしているということになります。 

将来を見据えての政策的な予算編成の仕方ということは、確かに委員のおっしゃるとおり

だと思いますので、今後もそういった観点を持ちながら予算編成に当たっていきたいと思

います。 

○竹谷委員 

ひとつ歳出の問題については後で細かくお聞きしたいものもありますので、それは後にし

ますが、私は予算編成の骨格に当たっては、そういう大局的な目で予算を編成していくこと

が今は大事ではないか。ばらまきじゃなく、実質的にそういうものにつながっていくんだと

いう、やはり基本姿勢と自信を持って編成したという意気込みが市民に伝わるようにして

いくことが大事ではないかと私は思っております。 

これと関連する、先ほど前段で公室長が説明した県の交付金の問題について、本来であれば

触れたいのですけれども、ここは予算委員会の場でそこに触れる場でないので、後の会議に

したいと思いますが。あの……、触れていいんですか。（「15 カ月予算」の声あり）あっち

で触れていいよという話もありましたけれども、委員長、それはだめですよね。 

○深谷委員長 

また補正の場でやりますので、そのときによろしくお願いします。 

○竹谷委員 

そこは、ただ私、今言った精神の中で一言だけ申し上げておきたいのが、これからのいろい

ろの県との折衝の中で、今報告だけ受けましたけれども、多賀城の被害はどちらかというと

大規模半壊の改修率の多い住民が多いということを念頭に置きながら、その活用はできな

いのかというものも、私は政策の中で進めていくことが寛容ではないかと。もう一つは、大

変、さっき言ったものと矛盾するわけでございますけれども、他の市町村で被害を受けて多

賀城に求めてきた方々には補助金が、そういう手厚いものは行かない。これも矛盾するので

はないか。これも県の政策ですから、これは県とのいろいろな折衝の中で、これらに拡大で

きるような私は話し合いをしていくことが多賀城市のこれからの財政経営も多賀城市の政

策を求めていく上においても大変重要なものではないかというふうに見たものですから、

私の意見として一言申し添えておきたいと思いますので、ぜひとも県との交渉の中にそう

いうことを念頭に入れてお話ししていただきたいという思いがあるんですけれども、ひと

つ副市長よろしくお願いしたいのですが、その決意のほどはいかがでしょうか。 

○鈴木副市長 

震災基金交付金については、内容はこれから県のほうから具体的に示されてくると思いま

すけれども、竹谷委員おっしゃられたように、いわゆるかゆいところに届くような使い勝手

のいい方法が見出せないものか、それは県との協議の中で十分進めていきたいと思ってお



りますけれども、これは多賀城だけじゃなくて、被災した市町村全部、県全体としてどうす

るかという最大公約数的な結論になりますので、訴えてはいきますけれども、そのことがど

れだけ受け入れられるか、ちょっといささか不安なところもありますけれども、機会をとら

えていろいろ状況を説明してまいりたいというふうに思っております。 

○竹谷委員 

多賀城の被害の状況、現状をよく分析されて、その方々に救済の手が届くような、そしてせ

っかくの 30 億の資金をうまく活用できるような方策をひとつお願いしておきたいと思い

ます。財政問題全般にわたっての質疑についてはこれで終了したいと思います。ありがとう

ございました。 

○江口委員 

中期財政見通しについて、関連して 1 点質問させていただきたいと思います。 

資料の 5 ページですが、具体的な数字が出ておりまして、平成 28 年度以降は最終財源不

足はこうだということで、改めて厳しい状況の見通しが述べられております。もちろん、前

提要件幾つかありますので、それはさておき、財政の健全化というものがやっぱり最大目標

になってくるのかなと、対策としては。その中で、五次総の推進あるいは行革の推進という

ことも大きな柱になってくるというふうに私は考えるんですが、行財政改革アクションプ

ランが平成 18 年 3 月に策定をされて、22 年度までということで、昨年もちょっと質問さ

せていただいたんですが、今、行政改革推進プランということで、改定のプランに進められ

ておるのか、ちょっとそこら辺の現状を確認したいと思います。まず 1 点。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

9 月議会の際にも同様の御質問をいただきまして、今後検討していくという旨、回答させて

いただいたところでございます。検討を進めてまいりましたけれども、実は政権交代の影響

など非常に大きな環境の変化がございました。そうしますと、大体新しい指針が示されると

いうのがこれまでの通例でございますので、その動向を注視しながら検討してまいりたい

と考えてございます。 

○江口委員 

ここにホームページの資料をちょっと持ってきたんですけれども、仮にということで、取り

組み項目として大きく 6 つございます。そのうちに財政の健全化に関連しては、行政評価

システムの確立と財政の健全化、これが大きなところかなと思います。先ほど申しましたけ

れども、財政の健全化については、市税と収入率の向上、自主財源の確保、公債費の適正化

ということで 3 つ挙げておられますが、私がちょっと質問したいのは、行政評価システム

の確立という観点から、まず基本的な考え方のところなんですが、今行われています事務事

業評価の推進というものが 1 つございますけれども、最終的には行革につなげていくとい

うことですが、本当の狙い、基本的な狙い、例えば事業の統廃合とか、縮小とか、あるいは

スリム化とか、よく従前から言われています選択と集中と言われているんですが、そのあた

りを見込んで推進をされているのかどうか、ちょっと確認をさせていただきたい。 



○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

ただいま委員おっしゃいましたスリム化であるとか、統廃合であるとか、これが一種の手段

であると考えてございます。目的は最少の経費で最大の効果を上げる、どのような成果に対

してどのような手段が適切なのかということを考えながら、結果としてスリム化であった

り、削減であったりというものが生じる。そのツールとして行政評価を活用していくという

ふうに考えてございます。 

○江口委員 

そういう観点から、事務事業の価値といいますか、期待というのですか、それについては全

庁的に共通認識として持っておられると思うんです。その上で、25 年度の予算編成に当た

って、そういう観点から具体的に議論がされて、実際に例えばこの事業とこの事業は統合し

ようとか、あるいはこれは縮小しましょうという具体的な事業があったかどうか、ちょっと

確認したいと思います。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

結論から申し上げますと、数として計上できるものはございません。24 年度中は、前回も

御説明申し上げましたが、基本をつくるというふうな年にしてございまして、今のところデ

ータベース化を推進してございます。そのデータベース化を通して行政評価の考え方に職

員みんなも慣れていくというふうなことで、実際的な取り組みが始まりますのは来年度と

いうことで、その制度設計のための予算を計上させていだたいているところでございます。 

○江口委員 

私は、こっちの事務事業の実施計画がございますよね、それをずっと見ますと、もちろんこ

の事務事業評価というものが始まったばっかりでまだ日が浅いといいますか、これからだ

と思うんですが、その中で成果指標とか、あるいは 25 年度の取り組み、こういうものをず

っと読みますと、なかなか、ここを改善してこういうふうにやっていこうという具体的なと

ころが触れられていないのが多いんですよ。だから、それは事務事業評価の目的にかなって

いないんじゃないかと。ここは改善していきますよ、その改善の点は 1、2、3、これだと

か、そういうふうに一般的な評価、成果とか取り組みについて評価されているので、そこを

もう少し具体的に掘り下げないと、何年かやったら、この事業はじゃあ縮小していきましょ

うとか、あるいは拡大していきましょうか。そういう評価につながっていかないんじゃない

かと私は思うんですが、いかがですか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

ただいま委員おっしゃるとおりかなというふうに私のほうも認識してございます。改善点、

このように改善をしていくというのは、通常ですと 9 月議会の主要な施策の成果に関する

報告書の中でこういう検証をする、このような分析をする。それを踏まえて予算のときに改

善をしていくというふうな流れになっているところでございますけれども、御承知のとお

り、9 月議会で初めて 23 年度の分の検証をさせていただいたというところですので、来年

度、ぜひ取り組んでいきたいというふうに考えているところでございます。 



○江口委員 

何年か続けて、やっぱり何年ごとに結節を設けて、総合的な評価、これをやらないと事業の

選択・集中にもつながらない。あるいはスリム化にもつながらない。それはひいては財政の

健全化にもつながっていかないという部分も一因としてあるかもしれないというところで、

ぜひそこら辺を観点としてこれから推進していただきたいというふうに私は思いますが、

よろしくお願いします。以上です。 

○根本委員 

資料 5 の 54 ページなんですが、ここに東日本大震災復興基金繰入金ということで 5 億

3,000 万円が計上されております。ここの事業を見てみますと、ほとんどが市独自の被災

者支援というような内容の基金を使っての事業になっているということでございます。先

ほど、市長公室長から、新たな県から復興基金の交付金が来るというお話がございまして、

30 億 6,250 万円が来るということでございます。その対象事業の中に、既に被災地住宅

再建補助事業、これは利子補給ですね。それから、宅地かさ上げ等補助事業、これも既に実

施をしている事業の中で、県から今度来るものの中の対象事業になっているということに

なると、先ほど副市長からもこの事業についてしっかりと検討、精査をして、被災者に寄り

添う形で持っていきたいというお話がございました。そうすると当然、そういう予算もこれ

から県で今議会が開かれていて、通れば、国で通っていますから、補正予算を臨時議会で組

まなくてはいけないという、こういう流れになっていて、今のうちに、その事業の内容も決

定していかなければならないということですので、私質問するんですね。そういう意味では、

ここでも非常に大事な 25 年度の予算の関連ですから、非常に大事な交付金になるという

ことになると思います。そういうことからすると、今までは限定をしてきたかさ上げ、これ

は復興基金を使ってやってまいりました。しかしながら、それも復興交付金が今度は対象に

なるということになると、それを拡充をして津波が上がった全地域にやるべきだと、こうい

うふうに恐らく議員の皆さんは思っているだろうと。今回の一般質問の中でもそういう質

問がございました。この答弁の中でも、十分にそういうものを検討していきたいような含み

のある答弁もあったかと思うんですけれども、そういうことに対してどういう検討をして

いくか。こういう問題ですけれども、いかがでしょうか。 

○鈴木副市長 

これは宅地かさ上げ等については、議会からもいろいろ御意見を賜っているところでござ

いますけれども、先ほども申しましたように、基金交付金の使い道が果たしてどういうふう

なものに充てられるか。総額、交付限度額は示されましたけれども、どういう状況に対して、

どういう方々を対象としてこれを充てるのか、先ほど公室長から説明させていただきまし

たように、何点か、あの項目だけしか示されていないんです。そうすると、かさ上げだって、

津波をかぶったところは全部対象になるのか。あるいは全壊だけに絞るのか。それはまだ今

のところ不明なんです。それをこれから県のほうと詰めるということになりますけれども、

その中で、今計上してあるものと重複しているものも多分これは出てくると思いますので、



それらについては概要がわかり次第、また改めて議会のほうに御説明申し上げて、次の機会

にまた予算の補正という形で出させていただきたいと思いますので、今の段階はまだそう

いうことも注意しながら、我々もいろいろ検討をこれから詰めるという段階でございます

ので、ちょっと今の段階ではこれ以上お答えできない状況でございますので、御理解いただ

きたいと。 

○根本委員 

副市長のそれ以上は言えないというのもわかるんですけれども、私の情報の中では、津波の

上がった地域の支援、再建事業ですので、そういうところにも当然使えるという情報は得て

おります。今後、検討されていくと思いますが、しっかりと、今申し上げたところはいろい

ろな議員からも質問がございまして、やはり、平等に等しく津波の上がった地域の皆さんの

再建に使っていただきたいという思いがありますので、どうかその辺のことはしっかりと

検討していただきたい。そしてまた、逆に今までの復興基金というものがありまして、その

基金も手厚く被災者に使うということも非常に大事になってくる。ですから、今までここの

中に載っている既存事業、例えば一部損壊の方なり、被災者、事業者の再建支援なり、こう

いったところにもう少し拡充できないか、今まで使った分、この予算の財源を使おうとして

いた分、その分をもう少し拡充できないか。あるいはこの補正予算で決まる 30 億は、津波

の上がった地域というのが基本です。だから、津波の上がっていない再建をする半壊以上の

ところにはどういう手当をするのか。こういうことも非常に大事になってくる問題ですの

で、しっかりとこの辺は、近日中に、恐らく 3 月中に臨時議会があるんじゃないかと、こ

う思いますので、しっかりと検討して対策を講じていただきたいということは要望してお

きたいと、このように思います。 

それから、特別資料なんですが、ただいまお話がありました財政の見通し、5 ページでござ

います。このシナリオを見ていますと、シナリオというか、財政の見通しですが、これは負

の要因といいますか、マイナス要因をしっかり取り入れながら見通しをしたということで、

これは多賀城市の最悪のシナリオだと、こういうふうにとらえていいのか、もっと悪くなる

可能性も含んでいるというのか、その辺のとらえ方なんですけれども、いかがでしょうか 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

まず、中期見通しを立てるに当たっての前提条件としてかなり限定的な条件を設けざるを

得なかったというのがまず 1 点ございます。これは先日も御説明申し上げたとおりである

んですけれども、やはりなかなか社会情勢というものの把握が、見通しが困難であるという

ことがございます。いろいろと説明の中でも申し上げたんですが、明るい材料あるいは暗い

材料、いろいろあると思います。例えば消費税の増税、税率の改定なんていうものもある一

面では明るいかもしれませんし、物すごく暗い内容になるかもしれません。税率が上がれば

当然歳出のほうが大きくなるということもありますし、一方では、税収が上がるので、国の

国費を使っての交付税のほうに増額があるだとか、それからその剰余金が多くなるとか、そ

ういった面もあるかもしれません。それはどのように変化してくるのかよくわからないと



いう部分が不確定事項として非常に大きな部分です。 

さらに生活保護制度もちょっと見直しが入るということもありますので、そういったもの

がどういった影響が出てくるのかということもよくわかりません。 

それと、今後、さきに説明があったものではあるんですが、東庁舎の耐震化、それに伴って

必要になってくる工事がどれぐらいかかってくるのか。それに対する財源はどういったも

のが見込まれるのかというのがまだ全くわからない状態です。 

それと、今、15 カ月予算として国のほうで先日補正予算は成立しましたけれども、国の 15

カ月予算でどういったものが使えて、どこまでそれが活用できて、どこまで本市の財源がカ

バーできていくのか、そういったこともなかなか見通しが立てられない。そういった明るい

材料、暗い材料、取りまぜて、いろいろな材料がなかなか見通せないということがありまし

たものですから、今回の見通しというのはあくまでも 25 年度予算の当初予算を編成する

際の時点でいた制度をとめて見るということです。その時点から、このままずっと 5 年間

進んでいったらどのようになるのか。同じ制度が続くという前提で組んでいるということ

になります。 

ですから、今委員おっしゃったように、最悪のシナリオなのかということについては、必ず

しも最悪だとは言えないというふうに思っています。幾分、先ほど、竹谷委員のほうからも

質問ありましたように、明るい材料として、身近な話としてはやはり駅周辺の土地の売り払

いなんていうものも明るい材料ではあるんですが、そういった部分なかなか見通せない部

分がありましたので、そういったものは除いているということになります。今回の見通しは

そのようなもろもろの要因、なかなか見通しがつかないものを一切排除した内容でやって

います。それで歳入の見通し、歳出の見通しをそれぞれ別々に立てて、それを合わせている

という格好になります。ですから、当然歳入歳出間で多少調整をするということも考えられ

るんですけれども、そういったものは一切考慮に入れていないということになります。です

から、これが最も明るい内容で組んだのか、あるいは最悪で組んだのかというのは、ちょっ

と私どものほうでは判断できない。ただ、今の状況が 5 年間続くという前提で機械的に組

んだという、そういった内容だということで御理解いただきたいと思います。 

○根本委員 

25 年度の予算の状況の中から踏まえて組んだということでございます。財政の見通しです

から、よいプラス要因を余り入れるというのは、これは余りよくないと。やはりこういう見

方をして、これでいいだろうと私は思います。 

ただ、問題は余りにもここに固執してしまって、以前のように、平成 18 年度に取り組み指

針をつくりましたけれども、ちょっとそこの指針に考え過ぎたところもあったのではない

かと私は思うんですね。だから、これはこれとしながらも、しっかりと 25 年度は財政運営

していくということでお願いをしたいとこのように思います。 

先ほどお話があったように、今の政権が変わって、プラス要因というものもある程度考えら

れることが今後出てくるだろうと、このようには思いますけれども、その辺のところは何も



入れないでこういうふうにやっているということ自体は、私はこれはこれでいいと、このよ

うに思います。 

それはそれとしながらも、25 年度は少しでも税収のふやそうといったものに進んでいただ

ければなと、このように思うところでございます。よろしくお願いします。 

それから、資料 5 の 64 ページなんですけれども、生活環境課関係で、七ヶ浜町の公園墓

地蓮沼苑の使用料、15 区画の歳入を見込んでおります。今、七ヶ浜町の公園墓地なんです

けれども、何区画あって、そのうち 15 を売却するということでございますけれども、今、

何区画あるんでしょうか。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

今現在 35 区画ほど残っております。 

○根本委員 

現在 35 区画のうち、15 区画を 25 年度で販売をしたいと、こういうことですね。七ヶ浜

町との今後の話し合いをしていくというようなことを前の委員会で御答弁があったと思う

んですけれども、それはどのように進んでいるのでしょうか。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

昨年、七ヶ浜町のほうに私のほうで赴きまして、七ヶ浜町のほうで蓮沼苑の今後の造成見込

み、造成予定を聞いております。今のところ、七ヶ浜町としては 2 年後に計画を策定をし

て造成工事をしたいということで考えておるということでの話は聞いておりますが、多賀

城市としても、残りがだんだんぎりぎりになってきますと困る部分もございますので、七ヶ

浜町の情報を確認しながら、造成の予定を再度確認していきたいと考えております。 

○根本委員 

2 年後に造成をしたならば多賀城市にもきちっとこのぐらいの区画は譲りますよというこ

とは、話はできているんですよね。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

具体的に何区画というお話はできておりませんけれども、七ヶ浜町としては、造成する場合

には多賀城市の需要もあわせて考えながら造成を考えていきたいということのお話を受け

ております。 

○深谷委員長 

ここで休憩といたします。 

再開は 11 時 15 分。 

午前 11 時 03 分 休憩 

 

午前 11 時 15 分 開議 

○深谷委員長 

皆さんおそろいですので、質疑を再開いたします。 

○竹谷委員 



中規模財政見通しについて、毎回、決算委員会、予算委員会で大分問題提起をさせていただ

きまして、今回、一応の試算を出していただいということについて感謝を申し上げたいと思

います。 

先ほど根本委員からも質問ありましたけれども、この財政見通し、ずっと目を通させていた

だきました。なるほどなという思いをさせていただきました。ベースが 25 年度ベースとい

うこと、これはやむを得ないと思います。これからの情勢変化も大分出てくると思います。

消費税の問題もあるでしょう。それから、マイナス要因では、地方財政計画の問題も出てく

るでしょう。国の全体の予算が厳しい状況にあるわけですから、そのことは当然覚悟してお

かなければなりません。あわせて、地方分権、地域主権ということで、補助金をなくして、

できるだけ使いやすいように一括交付でやっていこうというのは前政権の考えです。今回

の政権は、前に戻して補助金制度でやっていこうと。補助金制度を導入されればそこに何が

発生してくるのか。いわば、各自治体の負担金が発生してきます。財政がなければ事業をや

れない。補助金申請ができないという前の、私から見れば、地方財政いじめの政策に変わっ

てくるのではないかというぐあいに私は取り越し苦労をしている一人でございます。そう

ならなければいいなという思いで質問をさせていただきたいと思います。 

まず、我々でできることは何なのか。人に頼らないでできるのは何なのかというのが、前段、

私が質問した駅周辺の公有地の問題だと思います。この公有地の払い下げによってどれだ

けの多賀城の当面の財政を堅持していくかということが大きな私は視点になるのではない

かというふうに思っておりますが、そういう視点のとらえ方でいいのか。そして、もしこの

土地の処分といいますか、そういうものを行った場合にどれだけの資産価値があるのか。す

なわち、どれだけの多賀城市に対する財政の増になっていくのかということを考えなけれ

ばいけません。そういう意味で、この 2 点についてお答え願いたいと思います。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

今御指摘のありました公有地の売り払いについては、非常に財政にとっては大きな収入に

なるというふうな認識ではおります。さらに、そのことから出てくる効果なんですけれども、

公有地の売り払いをすると、当然そこに人が張りついてくるとか、それから企業が張りつい

てくるということによっての固定資産税の収入なんかも当然見込まれるというふうに考え

ています。そういった意味で、一時的な収入としてのとらえ方ももちろんそうなんですけれ

ども、その後の安定的な歳入ということを考えていくと非常に効果のあることだというこ

とでの認識は当然持っているところでございます。 

では、そのことによる効果ということなんですけれども、ちょっと今のところ、土地の価格

がどれぐらいになるのか、そういった部分についてのことはまだ十分精査していない状況

でありますので、その辺はちょっと申し上げられないことになりますけれども、いずれにし

ましても、かなり有力な財源として今後見込むことができるんじゃないかと、そういった期

待もございますけれども、そのような見通しを立てているということになります。 

○竹谷委員 



それじゃだめなんだね。何のために中期的財政計画を求めたか。人のふんどしで相撲を取る

んじゃないんですよ。みずからがあるものをどれだけ中期計画の中で生かしていくか。この

ことが大事だと思うんですよ。計算をしていないというのは私はおかしいと思うんですよ。

何区画あって、どれだけの土地があって、大体路線価がどのくらいになって、おおよそこの

ぐらいになっていくだろうと。そして、これをどういう具合に販売計画していけば中期財政

計画の中でどういうふうに反映していくだろうかという、少なくとも目算は私は大事だと

思うんですよ。この中期財政計画にはそのことが入っていないんですよ。だから、いろいろ

あるけれども、我々の手でやれることは何なのかといったら、そこだと思うんですよ。それ

しかないんじゃないですか、自分らで今求められるものとして。そう私は認識しているから

事務方に聞いているんですけれども、いかがですか。事務方、そういうふうに思いませんか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

実際、販売時期などを考えていきますと、ちょっとこちらの今回お示ししている中期財政見

通しのスパンの中に果たして入ってくるかどうかということも非常に不確定な状況という

こともございましたので、今回入れなかったということになります。 

ただ、中期見通しなんですけれども、これは今回で終わりというふうな考え方はしておりま

せん。その状況が見えた段階でやはり改定というのは、年度、年度で当然していかなければ

いけないということがございますので、そういったときに改定であるとか、できれば、内容

的には決算なんかも踏まえたこともちょっと考慮に入れながらいろいろとやっていきたい

なというふうには思ってはいるんですけれども、そういった時点で、もしその辺の把握が十

分可能であるということであれば、そのときに順次反映させていきたいというふうに考え

ておりました。 

○竹谷委員 

私は、これをつくった段階の事務当局がどれだけの見通しを立てているかということを聞

いているんですよ。現段階でいいんです。現段階ではこのぐらいの平米があって、どのぐら

いの販売、歳入が見込まれるだけのものがあるよというものはないんですか。 

○深谷委員長 

駅周辺整備課長。 

○竹谷委員 

ちょっと待ってください。いいですか。 

○深谷委員長 

どうぞ。 

○竹谷委員 

現場のほうで、もしあなたが手を挙げて答弁したら、財政当局とどういうつながりを持って

やっているんですか。私は財政の問題について絡めて話している。そのことが、現場がわか

って、財政を動かす本課のところがわからないとはどういうことですか。それをまず説明し

てください。 



暫時休憩してもいいから、そういう組織体系をきちんとしてください。そうでなければ、こ

ういうものを出した、紙切れに過ぎなくなってしまう。組織というのはどうなのか、ちょっ

と暫時休憩してでも意思疎通をしてください。お願いします。 

○深谷委員長 

まず、財政当局から、財政経営担当のほうから話があったのは、今竹谷委員からおっしゃら

れた駅の売り払いの部分に関しての中期財政計画の見通しの中には組んでいなかったとい

うことを前提にこれを出しているので、その部分に関しては、駅周の中で今わかっていると

ころを入れた上で今後検討していくという中で、できないかなというふうに思うんですけ

れども。 

○竹谷委員 

私はそういう意味で言っているんじゃないです。少なくとも財政当局を動かすところはあ

りとあらゆる多賀城の財政に今後収入になろうとするもの、歳入に寄与するようなものを

念頭に置いて考えていかなかったら、財政計画はできない。（「そのとおり」の声あり）「市

税がどうなるんですか」。「それは税務課に聞いてください」。どこがコントロールするので

すか、多賀城の財政を。それを私は聞いているんですよ。誰があなた、原課から要望を読ん

で、そして、誰が予算編成のコントロールをしているんですか。少なくともそこまでやるに

はそれだけの予算、財政を認識してやらなければ、私はできないと思う。またこういうもの

はできてこないと思う。これは片手落ちの資料になってしまう。私はそう思います。 

会社であれば、あえて言います。経理担当の資料を全部やって、今後の売り上げはどうなっ

ていくのか、人員計画はこれでいいのか、これを経営会議できちっとやって、じゃあ、今年

度の手法はこうやろう。これがよければ来年度はこれでいこう。これが会社の民間企業の手

法ですよ。私はそう思っています。そういうふうにいろいろな活動の中でやってきました。 

だから、多賀城の行政だって同じですよ。そのコントロールタワーで全然ものがわからない

でいたのでは何にもならない。だからそれを横のつながりをきちっとしてやりなさい。だか

ら、暫時休憩したらいいんじゃないですかと私は言っているんですよ。いかがですか。 

○深谷委員長 

竹谷委員がおっしゃることはわかります。要は、そのこと反映しないでこの中期財政計画の

中で数字を出したということであるので、その部分で今調整が必要だというのであれば暫

時休憩しますが、今ここで答弁できるというのであれば、答弁を求めますが、どなたか……。

休憩しますか。（「休憩」の声あり） 

では、暫時休憩といたします。 

午前 11 時 25 分 休憩 

 

午前 11 時 35 分 開議 

○深谷委員長 

それでは、再開いたします。 



○菅野市長公室長 

大変失礼いたしました。先ほど話があった駅周辺の用地の売り払いというのは、これは我々

大きな財源の 1 つだというふうな考え方を持っています。これにつきましては、先ほど補

佐のほうからも説明があったとおり、1 ページの歳入のところに、一番最後に、「財産収入

として多賀城駅周辺の土地区画整理事業に伴う土地売払収入が見込まれているものの、考

慮に入れず推計」というふうに冒頭説明をさせていただいておりますけれども、この辺の換

地処分であるとか、それからの売払収入のタイミングの部分が、28 年、29 年という部分

の見通しのところをどうするのかということで、庁内のほうでいろいろ調整をした結果、こ

の段階で金額的な部分であるとかは、今後、土地の鑑定評価であるとか、何とかというもの

もいろいろありますので、かなり大なき金額が見込めるものの、現段階では今回記載しなか

ったということでございますが、なお、あえて現段階でどの程度になるのかというような数

字については、財政担当補佐のほうから回答をさせていただきたいと思います。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

現時点でということになりますけれども、まず、駅周辺関係の換地処分、そしてその清算と

いうのが 28 年度末までにはということで情報のほうは得ております。そうしますと、実際

の用地の処分というのは 29 年度以降となるんですが、その時期がいつなのかというのは

ちょっと今のところでは確定がちょっと難しいということになります。 

それから、対象となる面積なんですが、約になりますけれども、おおよその数字になります

けれども、1 万 1,000 平米ということになります。 

価格のほうなんですけれども、今後、今回の予算にも計上しておりますけれども、道路整備

など、いろいろと整備が進むとやはりその評価額なんかも上がるということもありまして、

評価のほうはまだ行っていないということですので、金額の具体的な額については、まだ把

握といいますか、見通しがちょっと立てられないというような、そういった状況になります。 

29 年度以降にその処分といいますか、売却等が始まっていくということも十分見込まれる

んですけれども、ただ、29 年度にそれを組み込むかどうかと、中期見通しにその部分を 29

年度に組み込むかどうかということについては、不確定な要素というものが非常に多いと

いうことがございましたので、今回の中期見通しではこの部分をあえて除外させていただ

いていると、そういうことになります。 

○竹谷委員 

俺はいつから入れるとは聞いていないですよ。面積何ぼあって、現在の仕入れではどのくら

いの金額になるかと聞いているんですよ。29 から売るから、30 で入れるとか聞いていな

いですよ。現段階でどのくらいのものがあるのですか。どのくらいの数字になっているので

すかということを聞いているんです。申しわけないですけれども、駅南の一番の実利では駅

南の、市で、公社で買った面積でいけばこのぐらいだとかと、相場取引したものあるんじゃ

ないのですか。それで概算、ぱぱっと出るんじゃないですか。そういうことはやらないんだ。

多賀城市の財政計画、財政を主管するところはそういうところは考えないんだ。考えないで、



当面の税収だけを考えてやるんだ。そういう認識だということですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

今回のお示ししたものは、計画というよりもむしろ見通しということで、今後どうなるのか

ということを見通したものということになります。ですから、現段階でどのような状況にな

っていくのかということを見ているわけです。それと、期間としては 29 年度までというこ

とでありましたので、少なくともその期間の中で入ってくるような状況というものを見て

いるということになります。実際どういった収入が入ってくるのかということは、そういっ

た見通しが立った段階もそうなんですけれども、やはり、ある程度見通しは立てないといけ

ないというのは確かにそのとおりだというふうに思っております。 

○竹谷委員 

これ以上言っても、全然私は言わんとしていることを理解できないですけれども、これ以上

言っても時間の浪費ですから、お話ししません。 

なぜ私はそれじゃあ言っているかというと、その根幹だけ言っておきます。 

いろいろ理屈はしております。最後に 5 ページに歳入欠陥を出しております。歳入欠陥分

を積立金を全部やっていっても、28 年度には、これでいくと欠陥が出ますよね。財政欠陥

が出るという見込みでしょう。それを見通しには、今の段階でこのぐらいまでのものがある

というのであれば、ここで何らかの活用をすればできるんじゃないかという思いがあるか

ら、私は聞いているんですよ。今あるものを全部使ってこうですと出すのなら誰でもできる、

私から言わせれば。電卓あれば誰でもできる。ここにこういう、今の数字上はこれだけれど

も、あなたたちも辛くもここに書いてあるように、駅周辺の土地の売払金は見込んでいませ

んよ。この推移によってはここは何とか解決できるかもしれない。というふうに思われるか

もしれないから聞いているんですよ。それでも補えないとなれば、どうしていくのか。今の

うちから手を打っていかないと。先ほど江口委員からは、行政改革を含めて進める必要があ

るんじゃないかということを質問している。そういう裏づけもなくて、何を目的にして、何

をするのかわからない、これは。だから、中期見通しを私は要求したんですよ、今まで、ず

っと。 

もう一回聞きますけれども、数字が今ないのであれば、ないとおっしゃってください。ある

なら発表してください。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

先ほど対象となる土地の面積のほうは 1 万 1,000 平米ということで御紹介させていただ

きました。そちらのほうに単価のほうを掛けますと、総額で申し上げますけれども、12 億

5,510 万円ということで見積もりを立ててはおります。ただ、今回、やはり中期見通しと

いうことで、どういった財源で埋めていくのかというのは計画に部類する話なのかなとい

うふうに思っております。見通しは見通しとして、やはりその時点、その時点で見込まれる

数値を計上していくのがやはり適当だというふうに考えました。そのような方針でつくら

せていただいているということはまず御理解いただきたいというふうに思っております。 



○竹谷委員 

いいです。それ以上やっても理屈が先で結論がちょこっとしか出て来ない。補助金も来ない

んですよ。あなたが言った 12 億 5,500 万円、約、これらの多賀城の今後は財政に寄与す

るものはあるよ。ただ、中期財政計画には入れていませんよ。この財政の運用は可能ですよ

ということでしょう。そういう理解すればいいんでしょう。いいんですか。イエスならイエ

ス、ノーならノー。いいですか。 

○深谷委員長 

現時点での価格ということ……。（「そうそう」の声あり） 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

今御紹介させていただいた金額については、現時点でのということになりますので、当然、

それは変動はありますけれども、有効に活用できる資産であるということは、それは間違い

のないことでございます。 

○竹谷委員 

これを見ましたら、基本計画に基づいてこういうものをやらなければいけないということ

を記載をしているようですね。今回は、城南小学校がはっきり言って設計が入るということ

でございますが、26 年度は増額の予算を加味してつくっております、事業費の大きな目玉

としては。市民サポートセンターの増改築も見ていますよと。それから、29 年度は山王小

学校の改修事業及び小中学校のプールの改修も増額として見ておりますし、城南小学校と

東豊中学校の屋内運動場の改修事業が減になって、総額で減額しますよと。いわば、ここで

言っているのは山王小学校の改築と小中学校のプールの改修事業は 29 年度は見込んでの

措置ですよというふうに理解してよろしいですね。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

そのとおりでございます。 

○竹谷委員 

それ以外のいろいろな政策的な問題は、中期財政計画の中では一応今のところ考えないで、

財政の状況を見て政策的なものを進めていくんだと。それをやるためには、先ほど、くどい

ようですが、江口委員からも出ております行財政改革を徹底的にしながら市の財政を構築

して、自主財源をできるだけ確保しながら他の政策予算を締めていくんだという考えで進

めている。ただし、新田高崎線と福室線については 25 年度中に完成を目指すから、26 年

度には加味していないですよというとらえ方でよろしいんでしょうか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

そのような理解でよろしいかと思います。 

○竹谷委員 

実は、13 年 2 月 18 日の「グローカル」というローカル雑誌があります。ここで多賀城の

経常収支比率ランキングとか、自主財源の全国的なデータとかが載っております。これらに

ついては、これらの財政状況、全国的な推移を含めて多賀城の状況、位置というものを考え



ながら、中期財政計画をする段階で加味をされて、そういうものを念頭に置いてやったもの

か、それとも念頭に置かないで当面のあるお金をうまく使いながら進めていくんだと、この

データはデータでいいんだという見込みでやっているのか。その辺はいかがですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

今委員のほうから御紹介いただいた資料あるいはそのデータにつきましては、決算を迎え

た段階でのデータ、決算の状況によって、決算の内容によって組み上げていった、算定した

データということがありますので、それは重要な指標であるということはそのとおりでは

あるんですけれども、見通しを立てるに当たってはやはりそれぞれの自主財源、例えば市税

の伸びであったりとか、その間、財源がどういうふうに動いていくのかという、具体的に見

ていっているということになります。特に経常収支比率が高いというのは、もともと高い傾

向にはあったんですけれども、それは例えばもともとは「決算統計」という全国的な統計資

料があるんですけれども、そちらのほうでの計算上、多少団体によって、計上の仕方の違い

などによってばらつきが出る場合があります。そういったこともありますので、ちょっと、

必ずしもそれが全面的な、全国的な信頼ができるというのもなかなか言いづらい部分があ

るのかなというふうに思っています。今回は、そういった指標ということについては余り参

考にはせずに、やはり実態に即して実態の動きを見ながら組み上げたというのが今回の見

通しの立て方ということになります。 

○竹谷委員 

わかりました。 

ひとつ、これから具体に積み上げていかなければ、今の 25 年度の見通しでやっていますけ

れども、25 年度によっては変化が生まれてくるだろう。しかし、それに対して早目に手を

打っていかなければ大変なことになってくるというのが、18 年度に厳しいアウトソーシン

グを出さざるを得なかった状況を経験している当市としては、私はしっかりとその辺は踏

まえて、多賀城の財政の状況を全般的に絡めていって、健全に運営していくにはこうであら

ねばならないという指針の中で、中期財政計画についても、これは一つの指針として出して

いただきますので、今後はこれを具体にかみ砕いて、こういうふうにならないようにするに

はどうしていくかということを私はこれからもう一歩進めて考えていくことが大事じゃな

いかと思っていますが、公室長、いかがでしょうか。 

○菅野市長公室長 

今委員おっしゃられるとおり、多賀城市の今後の財政推計、今回、中期見通しということで

出させていただきました。これについては計画というよりは、今後どういうふうに動くのか

ということで、今後、この辺の歳出関係の部分、事業の先送りであるとか、その辺の財源の

措置がきちんと伴うものでないとやっていけないんだろうというふうに考えています。 

また、多賀城市の人口動態なんでありますが、一応、第五次総合計画においても 6 万 3,000

人ぐらいでの推移というふうに 32 年までの推移としてとらえていました。若干、3・11

以降人口が減少はしておりますけれども、今、少子化、高齢化というのが、実は多賀城市に



おいて人口動態の中で非常に大きい、今後の財政なり市政運営を図っていく上で大きな指

標になるんだろうというふうに考えていまして、その辺の分析もしてございます。それが市

税関係の収入、例えば団塊の世代の方が今年齢的に 65 歳、64 歳、63 歳のところに固ま

っています。この方があと二、三年後に皆さん 65 歳以上の高齢人口のほうに移ってくると

いうことは、どういうことを意味しているかというと、扶助費がさらにふえていくだろうと

いうことです。それから、少子化ということは生産年齢人口が、15 歳から 64 歳までのと

ころがぐっと縮まりますから、市税収入が非常に減ってくるという見通しなんですね。そう

いった部分で、これはあながち今回の中期見通しの部分で、扶助費がふえていって、市税収

入、自主財源が減っていくという方向性がこれからずっと多分続いていくと思います。そう

いう中において、やはり先ほどおっしゃられたように、行財政改革をどのように進めていく

のかというのは、非常に大きな視点として我々もとらえていかなければいけないというふ

うに考えておりますので、先ほどいろいろと御指摘のあったような部分を念頭に置きなが

ら行財政経営のほうに努めてまいりたいと考えております。 

○竹谷委員 

多賀城の要因だけでは回避できない要因もあるというふうなあなたの答弁ですよね。そう

であれば、今から国に対して、どう国の政策で守ってもらわなくてはいけないか、地方自治

を運営するためにどういう政策を求めるのかを私は早急に整理をしていくべきだと。そし

て、それを県なり国に対して力強く発信をしていく。そして、そういう今あなたが言ったよ

うな段階に来たときに問題が起こらないように支えておくというのは大事じゃないですか。

これが一番大事なんですよ。ですから、今言っているそのことが地方分権なり何なりでカバ

ーできるのであれば、地方分権を推進するのがいいし、カバーできないのなら、今の現状で

国の財政の保護の中でやったほうがいいのかを、地方自治の財政を担当する者として考え

るべきだし、そのことによって発信をしていくべきだと私は思うんですけれども、いかがで

すか。 

○菅野市長公室長 

まさにそのとおりだと思っております。したがいまして、今回、消費税の増税に伴いまして、

その部分が社会保障のところにどのように当たってくるのかというのが非常に最大の関心

事で我々も見ております。そういう面で、見ているだけではなくて、地方の今の現状である

とか今後の見通しについて、消費税関係のその辺の使い道等につきまして、きっちりとやは

り地方のほうからきちんとその辺の窮状であるとか何とかを訴えながら、持続可能な行財

政経営ができるように発信をしていきたいというふうに考えております。 

○竹谷委員 

ぜひ財政見通しについては、ありとあらゆるものを検討しながら、方向性に誤りのないよう

研究していただきたい。もし私で力になることがあればお手伝いをしていきたいというふ

うに思いますけれども、ひとつ、それにしても、基本的なものがなければ誰もが手をつけら

れないわけです。ですから、その辺をきちっと示していただきたいというふうにお願いをし



ておきます。 

次に、人件費の問題に移りたいと思います。委員長、いいですか。 

○深谷委員長 

どうぞ。 

○竹谷委員 

具体に聞きます。本市のラスパイレス指数は幾らになっていますか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

当市のラスパイレス指数についてお答え申し上げますけれども、最新の数値が先日公表さ

れました。平成 24 年 4 月 1 日現在ということになりますけれども、本来、ラスパイレス

指数は国家公務員の給与を 100 とした場合の多賀城市の比率が幾らかということになっ

ておりますけれども、今現在、国家公務員にいては、先日の説明の際にもお答え申し上げま

したが、独自の給与減額措置をとっておりまして、国家公務員平均 7.8％の減額措置という

ふうに伺っております。今回の公表数値につきましては、国家公務員の 7.8 を減額したも

のを 100 としておりますので、従来のラスパイレス指数よりも国家公務員並みの減額措置

をとっていない自治体の数値が上昇しております。それらを踏まえまして、平成 24 年度の

多賀城市の数値につきましては 101.1 ということになってございます。単位はパーセント

でございます。 

○竹谷委員 

説明の中では、引き上げの問題については、今後、県その他の市町村と考えていくという説

明がありました。国は国家公務員を 100 にするということですから、もし、国の交付金に

対する制裁も含めて 7.8 でやれというものについては、多賀城は該当しない。少なくとも

多賀城の国家公務員の 100 に近づければいい。その法律が施行され、国からの、県からの

指示があっても、多賀城は 1.1％引き下げすれば国の言っているものをクリアするという

ぐあいに理解しているんですけれども、いかがでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

現在入手している情報によりますと、そのような認識をしてございます。 

○竹谷委員 

多賀城の職員の皆さん方、一生懸命お仕事しながら、国家公務員が 7.8％カットしても、そ

のラスパイレスが 101.1％しかないということであれば、少なくともそういうものが来て

も 1.1％でやっていくんだという強い決意で臨んでいってほしいと思うんですけれども、

職員の関係は副市長かな。 

○鈴木副市長 

これはいろいろ国の措置については、23 と 24 年度の 2 カ年に限って 7.8％下げるとい

う措置をとっております。しかし、考えてみますと、我々平成 16 年から定数の削減であっ

たり、給与の削減であったり、既に手をつけております。7.8％、そんなものじゃないこと

で既に削減をしております。ここに来て、さらに国が 7.8 を下げたから、こっちも 7.8 だ



と言われたのでは、従来、我々がやってきたものにまた上乗せになってしまう削減幅という

ことになってしまいます。それが果たして適正な給与水準なのかどうか。それから、2 カ年

に限ったことで給与をそんなにいじって、またその次の年にまた直すという、そういう不安

定さということもありますので、これは極力、現行の給与水準を維持したまま何とか対応し

てまいりたいというふうに考えております。 

○竹谷委員 

ひとつその勢いで、まずは頑張っていただいて、2 年後に国家公務員がもとに戻ったときに

は、それ相当の多賀城の職員に対して引き上げをしてやるというぐらいの覚悟がなければ

いけないと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○鈴木副市長 

これは削減についての考え方は今申し上げたとおりでございますけれども、ただこれは、上

げるということについては、これは給与の一定のルールの中で考えていかざるを得ないと

ころでございますので、ただ単に、国家公務員とラスを近づけるという視点だけで上げると

いうことはなかなかそう言いかねるところでございますけれども、いずれにしても、あらゆ

る場面で職員の給与の適正化については、今後、慎重に取り組んでまいりたいというふうに

思っております。 

○竹谷委員 

副市長、うまいこと言うね。国が下げると言えば、うちは下げてきたんだからいいやと。上

げるのは……。7.8％下げても 1.1％しか差がないんだよ。それだけ多賀城の皆さん方が今

まで努力してきたんだから、やっぱり、それなりの手厚い、私は体制を組むことが重要であ

って、特に安倍政権は消費喚起をする、そのためには今までない、民間企業の代表に対して

「給料をもっと上げなさい」と安倍総理は言っているんですよ。こういうときはないんです

よ。歴代の総理にないですよ、経団に向かって、「給料をもっと上げろ」なんて。そういう

世の中ですから、25 年過ぎると、2 年満期ですから、26 年度には、これが終了したら、

ひとつ職員の方に明るく元気に仕事ができるような環境をつくるためにも、私はそういう

ことも含めてやっていくことが大事だし、多賀城はいつも国の指針に基づいてやる、やると

いつも言っています。であれば、国がそうなるのだから、それをもう一回戻したらいかがか

と。一番多いときで 98％ぐらいいったんじゃないですか。100 までいかなかったと思う

んです。少なくとも、そこまで戻せとはいいませんけれども、段階的にそこまでいくように

努力することは私は大事だと思いますけれども。 

12 時になりましたので、再度、答弁を聞いておきたいと思います。 

○鈴木副市長 

これは今竹谷委員おっしゃられたように、今の総理大臣もそのようなことをおっしゃって

おりますので、その結果がきっと民間の給与水準の調査にあらわれて、それが人事院勧告に

反映をされて、我々の給与にも反映されるということになると思いますので、その数字を早

くいい数字が出るように期待をしておるところでございまして、それから、制度的なものに



ついては、恣意的な上げる下げるはなかなかできかねる部分もございますので、一定の制度

の中にのっとって適正に運営してまいりたいというふうに思っています。 

○竹谷委員 

職員の味方ではございませんけれども、生活を確保してやる、多賀城の消費を喚起する、そ

の先頭に立ってやっていってもらいたい人は、地方公務員と言われる多賀城市の職員の皆

さん方です。そういう方々に手厚い志をひとつ、来年度、この国の 2 年間が終了する時期

にはぜひ考えていただきたいということを申し上げておきたいと思います。 

○深谷委員長 

ここで、お昼の休憩といたします。 

再開は 1 時。 

午後 0 時 03 分 休憩 

 

午後 0 時 59 分 開議 

○深谷委員長 

それでは、皆さんおそろいですので、質疑を再開いたします。 

引き続き歳入の質疑を行います。森委員。 

○森委員 

簡単に 2 点お願いしたいと思います。まず、資料 5 の 51 ページ、寄附金でございます。

もう 1 点が雑収についてであります。 

まず最初に、寄附金なんですけれども、今回は科目設定というふうなことで、一般寄附金、

震災復興寄附金というふうなことでございます。前回の予算、昨年の予算、昨々年の予算、

ふるさと寄附金等がございました。先ほど来、市の行財政に関して経営であるというふうな

ことを言われておりまして、新聞の記事で読んだんですが、だんだん、だんだん高齢者の

方々が多くなっている。年金をいただいて生活をしている。その方たちの層が厚くなるとい

うふうなことで、その方たちも含めての寄附を募ってはいかがかというふうな、財政の支援

として、というふうなことも言われている方も中にはいます。ということで、この今科目設

定で終えてしまったというふうなことの理由を伺いたいと思います。 

○阿部管財課長 

寄附金について、科目設定だけで終わった理由ということでよろしいんですよね。（「はい」

の声あり） 

科目設定、今現在、歳入として 1 件もいただいていませんので、科目のみを設定している

ということになります。 

○森委員 

予算ですよね。まず、1 件もいただいていなかったというふうなこと。ただ、ふるさと寄附

金でしたか、昨年か……、ありました。それが多分決算の段階で計上されていたかと思いま

す。ということで、ほかの市町村に関しても、ふるさと寄附を募っておりますというふうな



ことでうたっているところもあります。たしか多賀城市もあったような気がしたんですけ

れども、いずれにしても、その考え方を伺いたいなと、方向性も伺いたいなというふうに思

うんですが。 

○内海総務部長 

ただいまの御質問はいわゆるふるさと納税というものですね。（「そうですね」の声あり）自

治体に寄附をすると税源が移転をするという仕組みをつくったということです。ですから、

それもここの中に計上される項目ではあるんですけれども、先ほど、管財課長が申し上げま

したように、なかなかその辺の見通しを立てるということが困難ですので、補正予算の都度、

歳入があった都度、それらを計上しているというのが正直なところということになります。

歳入歳出、バランスして予算を組むものですから、あらかじめそれらを見込んでおきますと、

どこかの支出に充てるというふうな形になります。それが入ってこなかったときには穴が

あいてしまうということになりますので、このような形で計上させていただいているとい

うことでございます。 

○森委員 

失礼しました。そうですよね。ふるさと納税でしたよね。控除をされるということで、税金

から控除されるというふうな内容でしたので、ぜひその財源、少しでも補填がされるような

仕組み、やり方が必要なんだというふうに思いますので、まずはこの辺、私も理解しました

ので、その辺のところは。 

ただ、ホームページでもって、どんどん、どんどん、こういうことをアピールしていくのも

1 つだと思いますので、遠くにいらっしゃる方々は多分心配もされているし、支援もしたい

方もいらっしゃるだろうし、逆にふるさととして何かできることはと、結構な金額になって

いる自治体もありますよね。ということで、ぜひこれもアピールしていただけたら……。 

また、それに関連いたしまして、雑収のところなんですけれども、今回、下に掲示板のとこ

ろへ、広告がついた掲示板がつきまして、財源の一端を担うことになりました。ネーミング

ライツ、ずっと言われているんですけれども、先ほど来、資産の運用、資産を活用しての、

最終的に財源をカバーしていくというふうなことを考えていければいいなと思うんですが、

体育館、文化センター等、業務委託はしているのでありますが、ネーミングライツ、この考

え方を伺いたいと思います。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

ネーミングライツにつきましては、検討の範囲内に入っておりますけれども、昨今、新聞等

でも御承知のとおり、応札がないと価格を下げるというふうな事例も散見されます。名前が

変わるというふうなことにつきましては、市民のランドマークの公共施設に名前をつける

というふうなことはかなり重要なことというふうに考えておりますので、史都多賀城にふ

さわしいような形で実現するのであれば、それに向けて積極的に検討してまいりたいと考

えでおります。 

○森委員 



まず 1 つ訂正をして、雑入でしたよね、済みませんでした。 

本当にネーミングというのは難しいとは思うんですけれども、いいとか、悪いとか、なかな

か言えないんですけれども、塩竈だと塩釜ガス体育館というふうなネーミング、どの部分が

ふさわしいのか、逆にいうと微妙に接点を結びつけていかないといけないんだろなという

ふうに思います。要は関連の深い企業というふうな。たまたま企業誘致というふうな話がご

ざいます。これは皆さん方一生懸命やっていらっしゃっていただいて、企業誘致と同時に、

でなければこういう形でというふうなアプローチもできるのではないかなというふうに思

います。要はいかにして多賀城市を知っていただくか、多賀城市を買っていただくかという

ふうなことは、企業誘致もネーミングライツも同じ土俵にあるのではないかなというふう

に思います。再度、この辺、財源の大きな多分支えになる、クリネックス球場にしてもそう

です。今は定着してきつつあるとは思うんですが、その辺で、売れるものは何でも売るとい

う姿勢ではなく、とにかくまずは市民の生活に対して潤いを与えながら、感じてもらいなが

ら、本当にプラスになっていければいいのかなと思うんですけれども、再度、この辺につい

てお答えいただければ。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

企業誘致につきましては交渉事でございますので、いろいろ微妙な点もあろうかと思いま

すけれども、ネーミングライツという形で今御提案いただきましたけれども、ネーミングラ

イツがいいのか、例えばほかの方法で積極的な形でこういう御協力をいただける手法がな

いのかも、あわせて検討してまいりたいと考えております。 

○松村委員 

予算全般という観点からお伺いいたします。 

午前中のほうの議論でもかなり話題になりましたが、中期財政見通しの件なんですけれど

も、本市の今後の財政の推移を見るとかなり厳しい状況になるという内容になるという御

説明がありました。それに対して今後どのように対応をとられるのかということでもいろ

いろありまして、1 つの方策として、今後、多賀城市の事業の取捨選択が大事じゃないかと。

集中と選択という形で事業も行っていかなければならないような答弁がありました。私も

同じ考えで、多賀城市には 800 以上の事務事業があると言われていますが、やっぱりそれ

を今後見直ししてやっていくということが必要だと思います。今年、25 年度からそれを今

後集中的にやっていくという、取り組んでいくというお話で、今年度の予算にはそれが余り

反映されていなかったというような御説明でありましたが、ぜひそういう方向でやってい

ただきたいというふうに思います。 

まず、自主財源をやっぱり今後どういうふうにして上げていくかということが大事になっ

てくると思いますが、自主財源の税収を上げる方策としまして、産業の振興と人口の増とい

うことが最も重要なポイントじゃないかなと思いますが、この点に対していかがでしょう

か。 

○菅野市長公室長 



自主財源の確保につきましては、今おっしゃられたとおり、企業の誘致であるとか、それか

ら生産世代人口の増加を促すような施策、特に多賀城市においての子育てのしやすさであ

るとか、そういった部分での施策を数多く取り入れながら、そういった方々を多賀城のほう

にできるだけ転入していただけるような、そういった方策が大事かなとふうに考えており

ます。 

○松村委員 

産業の振興と人口増ということで、同じ認識かと思います。そこで、本市は今企業誘致とい

うことに特に力を入れて政策を掲げて取り組んでおりますが、今年度の、25 年度予算の予

算配分を見まして、私ちょっと疑問を感じた部分なので、ちょっとこの辺の御説明をお願い

したいと思いますが。 

産業の一次産業であります農業、こちらのほうに対しまして、今年、25 年度の一般財源が

約 1 億 2,400 万円ぐらい計上されているんですね。それに対しまして二次産業、三次産業

であります商工観光行政に関しましては、約 1 億 1,900 万ほど、1 億 2,000 万ぐらいの

予算が計上されておりました。こういった、これを見たときにちょっと余りにも予算の配分

の仕方がアンバランスじゃないかなと思いました。といいますのは、農業人口というのは、

この前の圃場整備で御説明ありましたように 660 人かなと思います。それに対しまして、

商工観光業のそちらに携わっている人口はそれの 10 倍ぐらいはあるんじゃないかなと思

うんですけれども、商工観光課長、どのくらいですかね。 

○菊田商工観光課長 

全事業者の中で、会員と商工会のほうでも調べ切れない加盟していないという方もおりま

すけれども、現在のところでは約 900 ぐらい、1,000 近いぐらいの数はあります。会員

として、商工会に加盟しているというのは、900 近くはございます。 

○松村委員 

事業所が 900 ぐらいで、それに携わっているといったら、当然 10 倍ぐらいあると思うん

ですけれども。そういう人口比というのですか、携わっている業者の人たちのそういうこと

からいいますと、農業の予算と商工観光業の予算がほぼ同じだというのは、何かその事業の

支援とか市民サービスという観点の公平性からくるとアンバランスじゃないかなと思うん

ですけれども、この辺の予算配分はどういうふうな形でなっているのか、その辺をお伺いし

たいと思います。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

予算の編成の仕方なんですが、それぞれの目的別に比例配分とか、事業者数とか、携わって

いる人の頭数で案分しているわけではないわけです。そういった対象の方いらっしゃいま

すけれども、そういった方々に対してどういった事業が必要なのか、どういった方策を講じ

ていくのが最も効果的にそれぞれの行政分野でその効果、成果が上げられるのか、そういっ

た部分の観点で事業を考えていきますので、決して、従業者数に合わせてその予算を配分す

る、そういったことをしているわけではありませんので、その辺ちょっと御理解いただきた



いと思います。 

○松村委員 

それはわかります。人数でやっているんじゃないというのはわかりますけれども、やはりそ

ちらに予算を投入することはやっぱり費用対効果ということを当然考えてやるわけですよ

ね。そういったときから、こういうことからいうと余りにも予算づけのバランスがアンバラ

ンスじゃないかなということを私は言いたいんですけれども、その辺はどうでしょうか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

アンバランスというその意味合いがよくわからないんですけれども、少なくとも、その目指

しているその成果を達成するに当たって、やっぱり予算としては少なく済めばそれでいい

わけですね。成果としてどこまで求めるのかというのはありますけれども、同等のレベル、

目指しているレベルがそれぞれ達成できれば、それぞれの予算は少なくていい、少なければ

少ないほどいいと思うんです。そういったことからすると、アンバランスとか、そのバラン

スを欠いているとか、その辺のちょっとおっしゃっている意味合いがよく理解できないん

ですけれども。 

○松村委員 

だから、成果というか、目指すものというのが、農業にこのくらいかけている予算があるわ

けですね。同じくらいかけているその成果というものは、目指すものというのは、産業をや

っぱり振興しようということでそういうふうな予算をかけていると思うんですね。違いま

すか。（「違うじゃん」の声あり） 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

金銭ベースの考え方、お金の額のベースの考え方で力をかけるといいますか、そういったこ

とではないんじゃないかというふうに思うんですけれども。やはりどういった事業をする

ことによってその効果がより上がるのかということですので、お金を投入すればするほど

いいという、そういった考え方で事業を組んでいるわけではありませんので、その必要な事

業を組んでいって、その上で、積み上げでその予算が最終的にそうなったということです。

あらかじめ予算ありきで配分しているわけではありませんので、ちょっとおっしゃってい

る意味がちょっと私個人的に理解しかねる部分があるんですけれども。 

○松村委員 

今回のこの予算は今までのずっと積み重ねの中でやってきて、今回特にふえたというわけ

ではないのは私もわかります。でも、やはりこれから多賀城市の、先ほど言った、前段で言

いましたものを考えますと、そういうような、例えばそこにそれだけの予算、同じくらいの

予算を投入しているわけですから、やっぱりそれなりの効果というものをきちんと見きわ

めて予算というものを今後配分していかなければならないんじゃないかなということを私

は言いたくてお話ししたところなんですけれども。その辺に対しての、今後、検討されると

いう方向はありますでしょうか。 

○深谷委員長 



多分、先ほど来ずっと説明している、政策ごとに予算を配分して、最少の経費で最大の効果

の予算を生むための予算として配分した結果が今提示されている予算なので、それに対し

て、ここの予算をもうちょっと安くしてこういう成果を生んだほうがいいんじゃないかと

いう議論であればあれなんですけれども、行ったり来たりで同じ会話だけになってしまう

ので、別の視点でお話、御質問していただければと思います。 

○松村委員 

多分、財政のほうでないかもしれませんけれども、政策担当になるかもしれませんが、その

辺は今後検討とかということはありますか。 

○鈴木副市長 

これは市の施策、それから予算についても、対象者の多い少ないで予算を配分するというこ

とは、今財政担当から御説明しているとおりでございます。何をもって予算をつけるかとい

うのは、そこの施策の重要度あるいは何をやるか、そのことに着目をして予算をつけるとい

うことになりますので、それに従事している人が何人かということで予算をつけるもので

はないと、これは基本だというふうに思っておりますので、それを見直すということはない

ということでお答え申し上げたいと思います。 

○藤原委員 

3 点お伺いします。 

まず 1 つは、中期財政見通しについてです。これは議会から要求があったので、忙しい中

であってもつくったということだと思うんですが、私は今の非常事態の中でつくることに

意味があるんだろうかということを実は内心思っていたのですが、東日本大震災対応分と

一般分を仕分けをしてこういうふうに出したという点については意味があったかなという

ふうに今思っています。 

25 年度予算をベースに見通しを立てましたということなんですが、これまで当初予算で

10 何億という財調を取り崩す予算を計上して、決算で締めたら、いろいろとあったので財

調の取り崩しはやめましたということが随分続いてもいるわけですよ。25 年度予算につい

て、そういううれしい事態になるということはあり得ないのかどうかということなんです

けれども、それについてはいかがですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

25 年度予算についてということなんですが、やはり予算を組むに当たっては、どちらかと

いうとかために見ていくというのがやはり必要な観点なんだろうというふうに思っていま

す。そういった意味では、多少財源不足が大きく出るようなそういった傾向があるのかなと

いうふうには思っておりますけれども、ただ、今回の場合ですと、やはり税収の見込みとい

うことも当然ありますし、もう一方では、地方財政計画のほうがまだ公表されていないとい

うこともあって、十分依存財源の部分についての積算というものも表にできなかった、そう

いうことがございます。そういった部分が判明すれば、あるいはこの財政調整基金の繰入金

のほうがもう少し圧縮するということもあるかなというふうには思っております。 



それから、もう一つは、事業として見込んでいる部分で、例えば特定財源を見込んで組んで

いる分もかなりあるんですけれども、そちらがもし内示額が下がった場合、それに合わせて

事業全体見直しをするということも考えられますので、それに伴って一般財源のほうも圧

縮するということも十分に考えられるかと思います。 

そういったことを踏まえていきますと、ちょっと今の時点では何とも言えませんが、状況に

よっては、この部分、大きく今回組んでいますけれども、財政調整基金の繰入金が圧縮する

ということも十分考えられるのではないかというふうに思っております。 

○藤原委員 

私は、一般論としては、危機感は共有したいと思うんですよ。というのは、平成 10 年前後

して毎年 10 数億円の財調を取り崩した時期があって、予算上じゃなくて、決算上も取り崩

した時期がありまして、たしか 3 年で 40 数億円取り崩したことがあったんですね。3 年

目に、とうとう我慢できなくなって、「多賀城を破産させる気なのか」と、前の市長と激し

い議論をやったことがあります。その後、平成 15 年度あたりから、たしか今の副市長が財

政課長になって、180 億円規模の収支の一般会計に縮小したんですね。ところが、リーマ

ンショックがありまして、政府の景気対策に合わせて、また 200 億円を超える予算を今ず

っと組んでいるわけですよ。そういう意味では、今の状態をずっと長く続けるのは私も無理

があるだろうというふうには思っています。そういう点では、やっぱりあのときの議論が私

はまだ通用するのではないかというふうに思っていまして、一般論としては危機感は共有

したいと思っています。 

ただ、どういうふうに対応するのかというときに考える上で、1 つはやっぱり緊急な課題、

どうしてもやらなければならない課題はやらなければいけないし、それから、皆さんもおっ

しゃっているとおり、使える資金はきちんと使うということがあります。それから、もう一

つ、特に私が言いたいのは、多賀城市だけの枠内でものを見ちゃ、やっぱり判断を誤ると私

は思うんですね。多賀城市が破産するようだったら、沿岸の被災自治体 15 市町は文字通り

みんな破綻してしまうし、岩手・宮城・福島 3 県も破綻すると、そういうふうな事態にな

ると私は思うんですよ。そういう意味では、どう対応するかということについて、特別資料

の中期財政見通しの中でも、国の動向等をよく見ていくんだというふうに書いてあるんだ

けれどもね。私は多賀城だけ孤立して見ないということが大事でないかなと思っているん

ですが、その辺の見解をお示しいただきたいと思います。 

○鈴木副市長 

おっしゃるとおりで、多賀城の財政といえども、いわゆる国の状況、国費であったり、県費

であったり、それから起債であったり、いろいろな外的要因といいますか、依存財源の動向

によって大きく左右されます。したがいまして、多賀城だけが、今おっしゃられたように、

幾ら頑張ったって、頑張り切れないものもあるでしょうし、そのことについては私も同感に

思っております。がしかし、姿勢として、みずから正すところは正すという姿勢だけは持ち

続けなければいけないんだろうと思っていまして、そういう意味では、できるところはやっ



ぱり健全性を目指してやる。その上で、国や県の動きも十分必要とあれば訴えて、助成をい

ただくような、補助をいただくような、そういう姿勢が非常に大事な視点であろうというふ

うに私も思っております。 

○藤原委員 

そういう点では、多分共通認識だと思うんですね。 

知っている人は知っていますが、ことし太陽暦になって 140 周年なんです。大隈重信が強

引に進めたんですけれどもね。そのときの最大の理由は何か。公務員の給与カットだったん

ですね。そのとき、大隈重信は入るをはかって出づるを制すというのが昔からの財政運営の

基本なんだというふうに書いています。だから、大元はやはりそういうふうにものを考えて、

なおかつ国の動向等をきちんと見てやっていくということが大事であろうというふうに思

います。 

私、1 つちょっと気になっている、繰出金の中で気になっているものがありまして、下水道

繰出金は、25 年度予算は土木費の繰出金が 17 億 5,700 万、だから、下水道への繰出金

が約 17 億ということですね。下水道の繰出金で過去最高のときが幾らで何年度だったの

か、最低のときが幾らで何年度だったのかというのは、手元に資料ありますか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

決算ベースでということになりますけれども、今、手元に用意していた資料なんですが、14

年度から 23 年度までの決算の数字のほうは用意しておりました。過去最大といいますか、

一番、下水道事業特別会計に対する繰出金が大きかった年度なんですが、これは平成 16 年

度になります。金額で申し上げますと、20 億 1,289 万 6,000 円でございました。14 年

度から 23 年度までで一番少なかった時期につきましては、これは平成 21 年度になりま

す。こちらが 12 億 1,679 万 5,000 円と、こういうことになります。 

○藤原委員 

一番少ないときが 21 年度の約 12 億ですね。今は 17 億 5,000 万ということなんです

が、この 17 億のうち、これが全部いわゆる多賀城市のもともとの一般財源負担ではないで

すよね。これをいわゆる震災分と一般分に分かれるとどういうふうになるかということな

んですが。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

震災復興分でも当然下水道事業特別会計のほうには繰り出しをしております。今回、25 年

度につきましては、災害復旧分についての繰り出しというのは予算計上しておりません。今

回の復興交付金事業についてだけ、その地方負担分の一部について繰り出しをしておりま

す。 

こちらの特別説明資料のほうをちょっと御参照いただきたいんですけれども、特別説明資

料の 8 ページ、9 ページにかけてになります。 

8 ページ、9 ページになりますけれども、左端のほうで言いますと、8 款 4 項 5 目のとこ

ろになりますけれども、こちらのほうで記載させていただいております。復興交付金事業分



としては 3 億 5,442 万 7,000 円、この部分を下水道事業特別会計繰出金のうちの震災の

復旧・復興分ということで繰り出しをしております。これを差し引いた分が通常分というこ

とになります。 

○藤原委員 

そうすると、通常分で繰り出している分が約 14 億ということですね。だから、最高のとき

は 16 年当時に 20 億円お金を出していたと、一般財源から、一般会計から下水道に 20 億

出していたと。それが 21 年度には 12 億にまで減ったと。これは平準化債とかを使ってい

ろいろ工夫して一般財源がそれぐらい浮いたということですね。ただ、復興財源分を除いて

も 14 億だから、最低時のときよりは 2 億円ぐらいふえているんですが、これは今のこの

2 億円がふえた理由というのは何か。それから、今後の傾向としてはどうなるのかというこ

となんですが、その点についてはいかがですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

繰出金のふえている理由ということでありますと、やはり下水道の整備が進んでいるとい

うことと、それから今後どうなるのかということになりますけれども、下水道事業特別会計

への繰出金なんですけれども、基本的には雨水管理、雨水事業に関しての経費というものが、

その全額が、総務省で示しているところの繰出基準に合致する法定の繰出額ということに

なります。その部分がふえているということと、それから汚水事業に関しましては、これは

整備する上での財源として地方債を発行するわけですけれども、その元利償還金の一部に

ついて繰り出しがされていくということになっております。そうしますと、今後、復興事業

としてどんどん雨水事業を進めていく、要は浸水対策を進めていくと、今、交付金なんかで

大分予算がついて事業を進めておりますけれども、そちらのほうを整備するまではそれほ

ど大きな手出しというものは生じないだろうというふうには思っておりますが、でき上が

った際の維持管理、そういった部分で、相当大きな額がかかっていくのではないかというふ

うに思っております。具体的にその金額がどれくらいになっていくのかということについ

ては、現時点ではまだちょっと把握はしていないんですけれども、やはり一般会計からの繰

出金については相当大きな負担になっていくんだろうというふうな見込みを立てておりま

す。 

一方、雨水整備事業に対しては交付税措置ということも十分考えられるんですが、そちらの

ほうもどれくらい実際算入されていくのかということについては、なかなか把握しづらい

部分がある。総合的に考えると、一般財源の負担というのはやはり大きくふえていくんだろ

うというふうな、非常に大ざっぱではありますけれども、そのような見通しは立てていると

いうところでございます。 

○藤原委員 

一本柳の件なんですけれどもね。こういう事情もあるので、私は少なくとも、皆さん突っ走

っていますから、少なくとも交付金事業にならなかったら、これはすっかり諦めたほうがい

いかと思うんですけれども。それについては、市長、いかがですか。交付金事業にするのだ



ったら、実際負担がなくてやってもらうということになるんだけれども、その辺については

どういうふうにお考えですか、いわゆる下水道の繰出金等の推移を見て。 

○菊地市長 

まだちょっと、その辺までうちのほうで推測したことがないものですから、ちょっとお答え、

今の時点ではできないと思います。 

○藤原委員 

ちょっと、やっぱりそれが答えられないようじゃ、私はちょっとだめだと思うな。まあいい

や、答えられなかったということでね。 

次の問題、2 つ目。住宅再建支援のきょう説明いただいた東日本大震災復興基金交付金（津

波被災住宅再建支援分）の問題についてと、それから、地域の元気臨時交付金の問題につい

て、これが 24 年度予算にどういうふうに反映されるという枠組みになっているのかとい

うことについてお尋ねします。 

これはともに政府が経済対策で 24 年度の補正予算で計上したものですね。私の理解では、

多賀城市も平成 24 年度の補正予算で受けて、歳出で出して基金に積むと。その事業年度に

該当する事業量に応じて各年度に予算化されていくものだと。だから、平成 25 年度の予算

にもこれは当然補正か何かで基金から取り崩して一定金額が補正されていくものだという

ふうに理解しているんですが、その枠組みについて、そういう理解でいいのかということに

ついてですが。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

まず、1 点目の住宅再建の部分になりますけれども、こちらは今年度中に県のほうから交付

額が決定されて交付されるというふうな段取り、スケジュールになっています。ですから、

24 年度予算で多賀城市では受け取るということになります。ただ、当然、その事業の実施

については、年度内に開始できるかというのは、これからの設計なんかにもかかっています

し、実際の受付、事務的な対応もありますので、一旦は 24 年度予算で基金に積むというこ

とを予定しております。ですから、24 年度に一旦積んで、そこから 24 年度に事業執行で

きるのであれば当然 24 年度予算に繰り入れをしながら対応するということもありますし、

あとは 25 年度以降に取り崩しながらそれを使っていくということになります。けさほど

お配りした資料のほうにも書いてありますように、32 年度までに取り崩すということで県

のほうから示されておりますので、そちらの範囲内で基金の取り崩しを行いながら事業を

執行していくと、そのような格好になります。 

もう 1 点なんですが、地域の元気臨時交付金につきましては、これはそもそもの算定する

基準といいますか、考え方が今回の 24 年度国の補正予算によって追加された国庫補助に

対応して行う事業、そちらの地方負担分の総量でもって算定されていくということになり

ます。発生した地方負担分のおおむね 8 割程度が地域の元気臨時交付金というふうな算定

がされていくというふうに情報を得ております。 

ですから、今後、国の補正予算でついた国庫補助あるいは国庫負担、そういった部分の地方



負担分がどれくらい発生するのか、それを把握した上でないとなかなかそれが算定できな

いということになります。これは 25 年度になってから元気臨時交付金の金額が決まるん

だろうというふうにされております。ですから、こちらに対しての対応は 25 年度予算では

対応になるんだろうというふうな認識では今のところはおります。 

○藤原委員 

津波被災住宅再建支援分については、24 年度の補正で受けて、24 年度補正で出して積ん

で、実際上は 24 年度といってもあと 1 カ月しかないので、実際の事業はやっぱり 25 年

度からになると思うんですね。地域の元気臨時交付金は、政府が 24 年度の補正で計上して

も、別にあれなんですか、多賀城は 24 年度の補正で受ける必要もないんですか。それは別

にそういうわけでもないんですか。私は元気臨時交付金についても 24 年度補正で一回受

けて、基金に積んで、25、26 の 2 カ年のうちに使うというふうに理解していたんですけ

れども、そうではないんですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

今、私のほうで入手している資料からしますと、今後のスケジュールからすると、元気臨時

交付金の交付限度額の提示というのは 4 月以降ということになっております。そういうこ

とがございましたので、4 月に限度額を示して、その後の交付ということからしますと、予

算として反映するのは多賀城市としては 25 年度からということになるんだろうというふ

うな判断になります。 

○藤原委員 

住宅再建支援の件について、制度設計については、多分、本当は議会もないのであれば朝か

ら晩まで打ち合わせというか、協議しているんだろうと思うんだけれども、その中身につい

てはまとまった時点で説明いただくと思うんですが、多賀城に 30 億円配分されるという

基礎数字の問題なんですが、私どもが県議団からいただいた資料、もらった資料でいうと、

多賀城市の津波被災地域での全壊戸数は 1,670 戸になっています。大規模半壊は 1,507

戸と、これが基礎数字になっています。これはいわゆる見なし全壊ではなくて、本来の意味

での全壊であり、本来の意味での大規模半壊だというふうに理解していいのかということ

なんですが。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

実数ということでとらえております。 

○藤原委員 

実数というのは、要するに大規模半壊でも解体したら全壊に見なすとかという、見なし措置

がとられたりしているでしょう。だから、そういうことではなくて、いわゆる本来の意味で

の全壊、本来の意味での大規模半壊だというふうに理解していいのかということです。そう

いうふうに理解しないと、要するに、大規模半壊の半数だけがここに、基礎数に反映されて

いるので、それは多分、津波被災地域の大規模半壊のうちの持ち家率を掛けて、持ち家率の

中のうちの半分が基礎数になっているから、だから、多分、解体されるのが半分ぐらいだと



いうふうに見たのではないかなと思っているんですが、そういう理解でいいのかというこ

とです。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

済みません、お待たせしました。 

今の委員おっしゃったのは、こちらのほうは罹災証明書上の内容ということになりますの

で、見なしのほうはこちらの全壊のほうには含まれていないというようなカウントになり

ます。 

○藤原委員 

そういうふうに理解しないとつじつまが合わないんです。最終的な数字が、全壊が844戸、

大規模半壊が 381 戸、合計で 1,225 戸です。1,225 戸に 250 万円を掛けて、多賀城に

30 億円配分されるということになったわけね。そうすると、この事業は 25 年度から 32

年度までだから、8 年度にわたる事業になりますね。8 年度にわたるといっても、1,225

戸の人たちが住宅を再建するというふうに考えるのは、なかなかこれは大変な数だなと。そ

うすると、30 億円お金は来たけれども、結局使い切れなくて、県にお返ししますと、国に

お返ししますと、今のままだったらそういうふうな事態が出てくるのではないかというこ

とを私は懸念しているんですが、その辺についてはいかがお考えですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

これは県のほうで算定する際に大分苦慮した部分なんだろうというふうに私は思っており

ます。 

まず、今回の算定の基準というのが、実は国のほうで積算したものとちょっと違っていると

いうことがございます。これは世帯数で押さえていって、実際、県のほうでも積算する際に

は、大分、被災団体との間でその数字の確認というものが行われているんですけれども、そ

の際に、やはり持ち家という部分が大分キーになっているんだろうというふうに思ってお

ります。そうした場合に、では、今回多賀城市の場合ですと津波浸水区域内の持ち家がどう

だったのかというと、なかなか把握がしづらいという部分がございました。恐らくほかの団

体でもそうだったと思うんですが、なかなか持ち家というのがどれくらいあったのかとい

う実数としては押さえづらかったんだろうと思います。そのようなことから、積算するに当

たっては、平成 22 年度の国勢調査の結果に基づいて、持ち家率というものを用いて機械的

に計算していって、その支援する世帯数というものを、持ち家数というものを割り出してい

るということになります。 

ですから、この 1,225 件というものが、そういった一定の計算で求められている件数であ

るということはまず御理解いただきたいと思うんですが、それでは、こちらの数字全部、建

てるのが大変だと。そうした場合に、今回、交付限度額として示されているのが 30 億超の

金額になっておりますけれども、今回、けさほど公室長のほうからも説明ありましたように、

まず 8 割分が交付されるということでございます。この 8 割の意味なんですけれども、や

はり、県のほうで一方的にといいますか、機械的に計算したという部分があるので、県のほ



うでも実際どれくらいの再建が見込まれるのかということはちょっと把握しづらいんだろ

うというふうに思っています。そのようなことで、一定の額をまず交付をして、それをまず

各団体で使ってもらって、それでさらに追加で必要になれば残りの部分を交付する。あるい

は多ければその分でということになると思うんです。交付限度額いっぱいいっぱいに給付

をしていく、支援をしていくということも 1 つの考え方としてはあるんだと思いますけれ

ども、やはり、こちらも同じく、けさほど市長公室長のほうから説明ありましたように、宮

城県知事のほうからは、やはり各被災団体で格差が生じないようにと、もともと格差を解消

するための制度だということを踏まえてほしいというような旨の親書が来ておりましたの

で、ですから、まず適正な単価といいますか、補助単価がどのくらいなのかということを定

めた上で、実際その実数に合わせて交付をしていくべきなんだろうというふうに考えてお

ります。 

それに当たっては、県のほうではある程度、今回、被災団体で配付対象になった団体からの

事業計画を取り寄せて、その中で若干調整を加えるというふうな話でございました。ですか

ら、多く交付する団体は、ちょっとほかの団体と見て、少し下げたほうがいいんではないか、

あるいは逆に少ない団体ですと、ほかの団体はこうなので、もう少し単価を上げたほうがい

いんじゃないか。そういった調整がどうも入るというようなことで、今、宮城県の担当部署

である市町村課のほうからは、そういった情報をいただいているということになります。 

○藤原委員 

竹谷委員、根本委員の問題意識とも重複するところがあるんですが、けさいただいた資料で

は、例えば他の市町村で津波被災に遭った人が多賀城に来た場合、そのときは既存の復興基

金を使ってやるんだったらどうぞという話ですね。ということは、この基金は使えないとい

うことですね。それから、大規模改修の場合はどうするのかというと、それも既存の復興基

金を使ってやるんだったらどうぞと。これは使ってはだめだよという話ですね。それから、

アパートに住んでいて津波に遭った方が多賀城にうちを買うことにしたと。それもだめだ

よということになりますね。 

そうすると、30 億円のお金は来るけれども、なかなか使う対象が狭まってくるというよう

な気もします。これはせっかくお金はよこすんだけれども、何だということに結局はなるん

じゃないかという気がするんですね。だから、私はもっと、いわゆる定住促進という視点か

らしたって、もっと改善の余地はあるだろうと。似たようなことを副市長も答弁、たしか竹

谷委員にしたような気もするんですが、私はやっぱりこの辺は見直していただかないと、せ

っかく予算化された政府ベースでは 1,047 億円、宮城県の 728 億円が生きないことにな

るんじゃないかというふうに思うんですけれども、その辺の認識を市長にお伺いしたいと

思います。 

○菊地市長 

おっしゃったとおりでございまして、かなり限定された枠組みの中でしかやれないのかな

ということでございます。これだけの、先ほどお話ししたように、約 8 割が多賀城市に最



初に交付されるということでございますけれども、それだけで本当に皆さんに満足してい

ただけるのかということがございますし、これは精査した上で、被災都市間でいろいろ連携

をとりながら、ある程度、皆さんにいきわたるような仕組みづくりもお願いしなくてはいけ

ないかなというふうに思っている次第でございます。その辺まで考えていかないとなかな

か使い勝手が悪いんじゃないかなという思いはいたします。 

○藤原委員 

今の視点は非常に大事で、やっぱり被災自治体の 15 市町がきちんと連携をとって、もう少

し使いやすいものにしてくれという声を上げるのが大事だと思います。それから、私どもは

私どもで、県議会等も通じてもっと改善するように頑張っていきたいと思いますので、ぜひ

これを頑張っていただきたいと思います。 

3 つ目です。多賀城市の一般財源が非常に窮屈になってきていると。経常収支比率は 100％

を超える事態がちょくちょく出たりもしていました。財政力指数が震災前は大体約 0.7 と

いうことで、宮城県の中でも悪いほうではなかったわけですね。それがなぜこういうふうに

なったのかということについて、非常に問題意識を私は持っております。 

1 例なんですが、臨時財政対策債があります。資料 7 の 217 ページに市債の一覧がありま

す。これによりますと、平成 25 年度末の多賀城市の市債残高は 220 億 6,183 万 8,000

円になると、そういう見込みになっております。そのうち、最大のものは臨時財政対策債で

ありまして、83 億 8,646 万 2,000 円ということになっておりまして、その比率は実に

38％、約 4 割を占めていることになります。203 ページに 25 年度の公債費の元金利子

の計上がございます。それには元金返済額は 20 億ということになるんですが、この 20 億

のうち、臨時財政対策債の元金返済分というのはどのぐらいなのか。残高の比率は 38％な

んですが、38％程度だと、4 割程度だというふうにおおよそ見ていいのかどうかというこ

となんですが、いかがですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

済みません、ちょっと今資料のほうを確認いたします。 

25 年度の元利償還金の償還予定ですが、臨時財政対策債は、これは 24 年の 5 月借り入れ

分までをちょっと見ておりますけれども、元金分で 3 億 9,753 万 3,192 円ということに

なります。利子分で 7,976 万 1,146 円ということになります。合計しますと 4 億 7,729

万 4,338 円ということになります。 

○藤原委員 

これは交付税措置されていることになっていますよね、この返済分については。違いました

か。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

臨時財政対策債の元利償還金については 100％基準財政需要額のほうに算入されるという

ことになっております。 

○藤原委員 



私前にも 1 回取り上げたことがあるんですが、この需要額には算定されると。面倒くさい

から約 5 億ということで議論しましょう。約 5 億のお金が、臨時財政対策債の元金と利子

が 5 億、需要額には算定されると。しかし、5 億がそのまま来ているというふうには到底

考えられないですよね。これは財政力指数が高ければ高いほど、来るお金が少なくなって、

実際の市の持ち出しがふえるということになるでしょう、実際の話は。その辺についてはど

ういう認識ですか。そうすると、私はどうもよその自治体と比べていて、財政力指数が高い

多賀城が何でこんなに苦しいんだろうかと、非常にいつも疑問に思っていたんですが、どう

もその辺にも 1 つの理由があるのではないかというふうに思っているのですが、その辺に

ついてはいかがですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

まず、臨時財政対策債の交付税に対しての影響ということなんですけれども、私もちょっと

以前、たしか根本委員さんから御質問あって、ちょっとその後いろいろ調べたことがあった

ので、ちょっとその辺を御紹介させていただきたいというふうに思います。 

まず、臨時財政対策債、こちらの先ほど申し上げましたように、元利償還金の 100％が公

債費方式として基準財政需要額に算入されるというふうに理論上なっております。実際、交

付税を算定するに当たって、細かい計算をしていくんですけれども、その結果が国のほうか

ら示されて、それで各項目がどれくらいで、どれがいずれ算定されているのか、それに対し

て交付税はどれくらい交付されるのかという算定台帳というものが作成されて送られてき

ます。その中で、公債費方式で臨時財政対策債どれくらい計算されているのかということを

ちょっと押さえてみました。私が調べたのが平成 14 年度から 24 年度にかけての公債費

に対してどれくらい算入されているのか、元利償還金に対して公債費算入がどれくらいさ

れているのかということを調べてみました。 

年度によってばらつきが、ちょっとそれはございます。これは、1 つは算入の仕方が理論償

還値でもってやっているということ、それは年度年度でちょっとずれがあるかもしれませ

んが、長いスパン、トータルで考えると 100％、元利償還金に反映されていくということ

が理論上のものなんですけれども、そうしますと、それぞれの年度で実際の公債費、どれく

らい算入されているのか、元利償還金に対してどれくらい算入されているのかということ

を見ていきますと、一番大きかった年度と少なかった年度ではかなり開きがあるんですけ

れども、これは恐らく据置期間であったりとか、借り入れする利率と、実際理論償還に使っ

ている利率、そういった部分の違いなんかにもよるんだろうと思うんですけれども、一番算

入が少なかった年度ですと、17 年度の 32.7％というのが一番低かったということになり

ます。一番高かったのが 15 年度の 107.1％。ですから、元利償還金以上に算入されてい

るという年度もございました。近年、20 年度以降はどれくらいなのかといいますと、大体

94％前後が算入されているということになります。ですから、かなりの額で算入されてい

るんだろうというふうな見方をしております。100％には及ばないところではありますけ

れども。 



それともう 1 点なんですけれども、経常収支比率の考え方なんですけれども、これは先ほ

どもちょっと触れた部分ではあったんですけれども、経常収支比率の考え方なんですけれ

ども、これは全国的に総務省で行っている決算統計という統計調査があります。その統計調

査というのは、当然全国一律のルールでやっているというのがその内容なんですけれども、

実際には経常的な経費と、それに対する財源という区分けというのが団体によって若干食

い違いがあるんじゃないかというふうな見方をしております。ですから、そういったことを

見ていきますと、ほかの団体と全項目を突合していくとどこがずれているのかというのが

わかるかもしれませんけれども、多賀城市は若干厳し目に見ている部分があるんではない

かというふうに見ております。そういった意味で、多少ほかの団体よりも経常収支比率が高

く出ているというのは、これはもしかすると分類区分の仕方にちょっと違いがあるのかも

しれないということで私なりに認識しております。 

そういうこともありますので、これは今後、どういったところが違うのかということについ

てはいろいろと検討を進めていきたいというふうに思いますけれども、これは、1 つは統計

調査上のちょっとした違いでもって出てくる部分もちょっとあるのかなというふうには思

っております。 

○藤原委員 

丁寧な説明どうもね。 

私の問題意識と財政担当の問題意識がちょっとずれているんですよ。私が言っているのは、

実際の公債費が 100％基準財政需要額に算定されたとしても、その金額が実際のお金とし

て来ていないのでしょうと言っているの、私が言っているのは。だって、交付税というのは

基準財政需要額から基準財政収入額を引いて来るんだから、お金が。そして、基準財政重要

額分の基準財政収入額を財政力指数と言うでしょう。だから、需要額、引く、収入額という

金額は、結局、需要額、掛ける、財政力指数なんですよ。だから、幾ら、例えば 5 億なら 5

億算定しても、実際にお金が幾ら来るかといったら、結局、3 割しか来ていないことになる

んですよ。だから、臨時財政対策債というのは本来交付税として来るべきものなんですよ。

返さなければならないような、起債で賄うようなものじゃないんですよ。5 億、元利償還を

して、需要額で見られても、実際の金額は幾ら来ているかといったら、その 3 割、残りの

7 割は結局自分の持ち出しになっているんですよ、これは。 

だから、現実の問題として、そこを地方自治体のほうから、「こんなのやめてくれ」という

ふうに言っていかないと、私はやはり財政力がなまじっかいいところほど、自分のお金を出

さざるを得ないような仕組みになっているというふうに私は思うんですよ。だから、財政担

当と私の言っていることがちょっと違うでしょう、問題が。理解してもらえたかな。 

これは数学の代数に分配法則というものがあって、「A＋B＋C＋D＋……」といって、全体

に 0.7 を掛けるとする。結局、それは「0.7A＋0.7B＋0.7C＋0.7D……」というふうにな

るんですよ。これは数学の法則だ。 

だから、結局、幾ら需要額に丸々算定したって、実際のお金としてはやっぱり来ない仕組み



になっているんですよ。だから、そこを私は正していかないと、0.7 とか、0.8 とか、財政

力がいいところほど自分の自己財源を食われてしまうという問題になっているんだと私は

思うんですよ。そこを私は言っているんだけれどもね。 

だから、100％需要額算定されているのかどうかという問題じゃない。それは 100％算入

されて当然なんですよ、それは。本来はきちんとお金で交付税で来るべきものなんだから。

だから、私の問題意識にかみ合った回答をお願いしたいんだけれども。これは副市長ですか

ね、かつて財政課長だった。 

○鈴木副市長 

これは、今の話題は、藤原委員とは昔から何度もお話しした内容でございまして、数式の話

になりますけれども、地方交付税の算定は、基準財政需要額から基準財政収入額を引いた残

りに対して交付税措置されることですので、それぞれ全体に対して 7 割あるいは 6 割とい

う計算式ではないと。需要額から収入額を引いた、その不足財源に対して交付税が交付され

るということは従来から私の見解でございまして、総務省もそのような見解をとっており

ます。 

それから、基準財政需要額に算入される臨時財政対策債の扱いですけれども、基準財政需要

額に算入する方法は、大きく分けて 2 つございます。単位費用方式と公債費方式と 2 つに

分かれております。単位方式というのは、一定の行政事務量に対していわゆる単価をつくっ

て、その単価を行政事務量にかけて金を出すというのが、単位費用方式。それから一方で、

公債費方式というのは、先ほど来言っていますような、過去の起債の理論償還値に対して、

理論償還値をそのまま基準財政需要額に入れるという 2 つの方式の合算額で需要額が計算

されます。したがいまして、臨時財政対策債につきましては公債費方式で算入されますので、

理論償還ですから、実償還とはずれがございますけれども、トータルとしては 100 が来る

というふうにとらえております。そういうことで……。 

それから、経常収支比率の話がございましたけれども、これは藤原委員と私も同じような認

識を持っておりますけれども、あれの計算の仕方が果たして妥当なのかどうか。以前は、10

年前、財政課長当時は、臨時財政対策債の措置も経常収支比率の中で計算された仕組みにな

っておりました。それはどうもおかしいという話をずっとしてきまして、徐々にこれは抜か

れることになってきて、一時的に、決算資料で議会にお出ししていますけれども、途中の年

度からずっと経常収支比率が改善したときがありますけれども、あれはこの臨時財政対策

債の扱いが変わった年次ということになります。そういうことで来ておりまして、これは私

が言ったからというわけではないと思いますけれども、その辺のところがちょっと違うの

ではないかということの認識が広がってきたのだと思いますけれども、例の財政健全化判

断比率、いわゆる財政破綻に陥る自治体の判断をする比率に、昔は経常収支比率も入ってい

たんですけれども、それは抜かれてきております。ですから、総務省のほうでも、経常収支

比率についてはそう大きな意味合いはないというふうに見解を変えてきているのではない

かというふうに考えておりますので。 



いかがでございましょう、これで藤原委員とかみ合っているかどうかですけれども。 

○藤原委員 

同じ工学部出身で何でこんなに見解が違うのか、ちょっと私はわからないんだけれども。 

例えば基準財政需要額が 100 億円だったとします。収入額が 70 億円だったとします。交

付税はその差額の 30 億円で来ます。100 億円分の 70 が、いわゆる需要額分の収入額が、

いわゆる財政力指数になるんですよ。だから、多賀城に幾ら金が来るかというのは、基準財

政需要額、掛ける、1、引く、0.7 で、それはイコールになるんですよ。これは数式上イコ

ールになるんです。だから、ならないというのはおかしいですよ、数式上。それはきちんと

認識を改めてもらわないといけない。だから、やっぱり財政力が高いところほど、一般財源

は食われる仕組みになっているんだということについては、ぜひ、これは予算委員会の間中

に理解してくれとは言わないので、よくこれを理解していただきたいと思います。 

それから、以前に比べて経常収支比率が重視されなくなったというのは、それはそうかもし

れません。ただ、100 を超えるということは、一般財源の行き先が全部決まっていて自由

に動かせる金が少なくなってしまったと、かつかつの状態だと。それは事実ですよ、経常収

支比率が 100 になっているということは。ただ、私はそんなにどうでもいい数字だとはや

っぱり思わない。以前ほど重視する必要があるかどうかというのは、それはあるかもしれな

いんだけれども、いわゆる一般財源が余裕がなくなっていると、みんな行き先が決まってし

まっているという意味では、これは私はそんなに軽視しないほうがいいなと思っているん

ですが、前の話はともかくとして、後段のほうだけ。副市長。 

○鈴木副市長 

これは 1 つの財政の健全化を見る資料としては、1 つの指数としてはとらえる必要はある

と思いますけれども、ただ、それが歳入歳出面でどれが経常的収入で、どれが経常的支出な

のか。経常収支比率を改善するためには、一方では経常的支出を減らす、一方では経常的な

収入をふやすということが必要になってきますので、経常的な収入をふやすということに

ついては、いつも議論になりますけれども、自主財源をどうふやすか、それが一番大きな視

点。それから、経常的な支出を削減するというのは、どうしても経常的支出は、いろいろ御

議論もあると思いますけれども、民生費、扶助費のところがどうしても多くなるという傾向

がございますので、その辺のところもやっぱり適正化を図っていく。それがやっぱり、それ

を全体的に見るのがやっぱり経常収支比率ということになろうと思いますので、そのよう

にとらえております。 

前段のほうは、じゃあ、回答は省略させていただきたいと思います。 

○深谷委員長 

それでは、ここで休憩をとります。 

再開は 2 時 15 分。 

午後 2 時 05 分 休憩 

 



午後 2 時 15 分 開議 

○深谷委員長 

それでは、皆様おそろいでございますので、質疑を再開いたします。佐藤委員。 

○佐藤委員 

5 番の 64 ページで、商工観光課の 4 番、仮設施設入居事業者負担金の工場の負担金だと

いうふうに、説明では仮設工場の負担金だとお聞きしたんですけれども、198 万円という

金額をなぜいただくことになったのかということの説明をお願いいたします。 

○菊田商工観光課長 

まず、仮設店舗、町前 3 丁目に建てております仮設店舗については多賀城市が被災事業者

のために積極的に土地を捜して建てました。今回の仮設工場については、まず中小企業基盤

整備機構のほうから、この工場の申請をする段階で、今の予算ではとても対応できないと。

それから、市のほうで何でもかんでも申請したからといってできるものでもないというよ

うな話がありました。そういったことをお話をして、土地を捜したりしておりましたときに、

本人から、現在工場を建てております入居する予定の方、その方から、土地も自分で捜して

くると、土地代も支払いますので、ぜひ市のほうを通じて工場の建設の申請をお願いしたい

ということでございました。 

○佐藤委員 

それがなぜ、何だかよくわからないんだけれども、198 万円という金額を何で被災者が今

から頑張るというところに立って、そういうところで自分たちが見つけてきた土地であろ

うとなかろうと、店舗の人たちには一切なしで貸して、工場の人たちからはお金をいただく

ということになぜなってしまうのかということがよくわからないんですが、もう一回説明

してください。 

○伊藤市民経済部長 

こちらの雑入の仮設施設の入居事業者負担金ということで、ただいま明月地内に八幡神社

のちょうど隔てた北側に現在工事を進めておりますが、これは仮設工場で、自動車の組み立

て及び修理する工場で、5 グループで入居することに決まった施設でございますけれども、

これにつきましては、ただいま商工観光課長のほうからも説明ありましたけれども、昨年の

たしか 6 月の定例会で、補正予算で入居者負担金ということで、同様の制度でここに雑入

で昨年からも頂戴しておりましたが、これにつきましては、いろいろ仮設工場、被災をいた

しまして、市内に適地がないということで、いろいろ私どもも一緒に事業者と一緒に市内の

いろいろ地権者を当たりまして、当初からその工場の代表者の方のほうと連携を組みなが

ら、ようやく明月のほうに落ちついたわけでありますけれども、中小企業基盤整備機構のほ

うが、まず底地は多賀城市が取得あるいは貸与して、土地は市で用意してくださいと。建物

は機構のほうで建てますよということでしたので、先方の入居する代表の方のほうでは、自

分たちで地代を市のほうに支払いますので、どうか多賀城市として土地のほうを確保して

くださいというようなことから、そういったこと、ずっとスタートからそのような形で進め



てきましたので、先方の意向によって、土地代は当方で負担するというようなことから、こ

こに計上いたしたと、このような次第でございます。以上です。 

○佐藤委員 

そういう仕組みじゃないと、あそこに工場は建てられなかったということなんですか。基盤

整備機構では認めなかったということなんですか。1 戸当たりどれくらいの負担にしてい

ただいているのでしょうか。 

○伊藤市民経済部長 

機構のほうでは、ただいま申し上げましたとおり、土地は多賀城市の土地もしくは多賀城市

所有地以外であれば民間から借り入れるというような、そういったことになるんですが、先

方のほうから、土地代は市役所には我々迷惑かけませんので、我々が負担しますから、どう

か多賀城市で用地を確保して、機構のほうでは建てるというふうな、建設するというふうな

ことでございました。 

それから、負担の割合云々については、5 つのグループで、自動車関連の工場 5 事業者で

グループを組んでの入居ということになりますので、その中身、負担割合等については、

我々のほうでは、市としては、把握はいたしておりません。以上です。 

○佐藤委員 

先方からの申し入れに乗ったと、市は。そういうふうに考えていいんですかね。何かちょっ

と気持ちとして、そういう仕組み、向こうから言い出してきたことに乗って、工場をあそこ

に建設をして、結果的に地代をいただくというか、利用料をいただくということになってい

るというふうな聞き方をするんですけれども、果たして、そういうおさめ方でいいのかなと

いう思いがするんですけれども、これは訂正するというところは訂正して、きちんとやっぱ

り被災者の自立再建に向けての支援をするという立場をしっかりとらないと、公平性に欠

けるのではないかというふうな感じもするんですが、改めていかがでしょうか。 

○伊藤市民経済部長 

心情的には委員と気持ちは同様でありますけれども、先方の代表者の方のお話から、私たち

市としても自力で何とか多賀城市内で工場を建設して再生、再建したいので、土地代だけは

自分たちで支払いますという当初からの意向でございましたので、そこまで税金を投入し

ていただかなくても自分たちで頑張りますという強い意思でございましたので、いろいろ

市内でもいろいろなところ、先手、先行、候補地を捜したんですけれども、やや被災後、一

昨年の 5 月、6 月ぐらいから、発災直後からずっと模索していたんですが、ようやく 1 年

以上もかけて見つかったということが状況でございまして、そういった市の連携して取り

組んだということの気持ちとして、被災された事業者の皆さんにも伝わった結果として、用

地費まで我々負担しますからというようなことだというふうに私は理解をいたしておりま

す。以上でございます。 

○佐藤委員 

5 件の件数で 200 万弱ぐらいの金額が発生しております。この金額を重いと見るか、軽い



と見るか。その事業者の中身によっては大変な負担になる中身もあるのではないかという

ふうに思います。ぜひこれは再考したほうがいいのではないかということを述べて終わり

ます。 

○藤原委員 

済みません、1 個忘れまして。消費税の好き嫌いはいろいろあると思うんです、私は。政府

が決めたことだし……。だけれども、先ほど財政担当が、消費税が導入されることによって

多賀城の財政のプラス要因になるのではないかというようなことを話されたのですが、私

は事実の問題としてそういうふうに言えないのではないかと。97 年に橋本内閣が 3％から

5％に引き上げて景気が一気に悪化したんですよ。多賀城市の市税収入の最高の年は 97 年

度だったんですよ、83 億円。それは間違いないでしょう。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

そのような認識でよろしいと思います。 

○藤原委員 

97 年度に多賀城の市税収入が 83 億円で最高だった。だけれども、それは前の年を反映し

ているから 97 年度に最高になったんです、83 億円。97 年度に消費税の引き上げがあっ

て、景気が一気に後退をして、確かに 98 年度は消費税の配分が 4 億何がしふえたんです

よ。だけれども、それ以上に市税収入が減って、6 年の間に 83 億円あった市税収入は 73

億円まで減ったんですよ。83 億から 73 億まで 10 億円減ったんです。これが全て消費税

の不況によるものかどうかというのはいろいろあるかもしれないけれども、不況になって、

法人税減税やったり、住民税減税やったりとか、結局そういうふうになったんだけれども、

いずれにしても、消費税を上げたことがきっかけになって消費税の配分金の倍以上の市税

収入が減ったんですよ。だから、私は、多賀城市の自治体の財政を扱う人が事実に照らして

軽々にそういうことを言わないほうがいいんじゃないかと。消費税の配分金以上に景気が

悪くなって住民税が落ちる。これが 97 年の教訓なので、私はそんなに喜ばないほうがいい

んじゃないかと思うんですけれどもね。市長、いかがですかね。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

消費税のことについて、収入がふえるんじゃないかというふうな、そういった発言、ちょっ

と口述にない話だったので、そこまで明確に言ったかどうかというのはちょっと記憶にな

いんですけれども。私が申し上げたのは、中期財政見通しを立てるに当たって、消費税の増

税に関しては、その効果というのはよく把握し切れないんだという話をしたつもりでおり

ます。 

1 つは、消費税の増税によって、歳出の部分でそれぞれ消費税がかかっていくわけですか

ら、その分についてはプラスになっていくということなので、市にとってはマイナス要因に

なっていくんだろうというふうなとらえ方をしております。 

一方、先ほどの交付税の話ですけれども、交付税の財源というのが消費税、現行ですと消費

税の 29.5％が入っていますので、その部分の率がちょっと変動になる。大体、国の交付税



収入としての消費税のパイがふえれば、それに対して交付税のほうにも反映されるかもし

れないので、もしかするとプラスになるかもしれない。そういったさまざまな要因があると

いうことで、それがわからないので、今回の中期財政見通しには反映させていないんだとい

う説明をしたつもりでおりました。 

もし、収入がふえるというふうなことでとらえられたとすれば、それはちょっと私の説明の

仕方に問題があったというふうに思いますので、その点は訂正させていただきたいと思い

ます。 

○藤原委員 

そのように言っていないということなのね。 

これは国税収入もそうなんだけれども、地方税収入もなんだけれども、消費税が上がった以

上に税収全体が落ちているんですよ。だから、私はやはり歳入全体がふえるのが大事なので

あって……、私の聞き違いだったようなので、あれですけれども、問題意識は持っていただ

きたいということです。 

○竹谷委員 

1 つは、派遣職員の関係で御質問しようと思ったのですが、今、休憩中に局長のほうから一

覧表をいただきました。これを見ますと、いわばそれぞれの不足している課に配属している

ようにも見受けられるんですが……。 

済みませんね、あなたにはないでしょう。私だけしかもらっていないので。 

そういうふうに見たんですけれども、極端に言うと、例えば駅周辺整備課に派遣職員を配置

したということは、ここから下水道なり復興建設課に職員を配置がえしたために、その穴埋

めとしてここに配置をしたという意味合いなものなのか。もともと派遣職員は災害によっ

て発生した人材の不足分を補うという大義名分じゃなかったかというふうに思っておった

ものですから、そういう意味合いでこういう配置になっているのか。その辺について、基本

的なことについて。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

例えば多賀城駅周辺整備課へどのような目的で自治法派遣の職員を配置しているかという

ことの御質問というふうにとらえました。 

一概に多賀城駅周辺整備課が全く災害に関連していない通常業務だけをやっているという

ことではございませんので、その辺の内容につきましては、担当課のほうから業務内容につ

いては御説明をさせていただきたいと思います。 

○根元多賀城駅周辺整備課長 

私どもの課には、今現在、お二人が派遣でお見えになってございます。私どもの事業として

は、区画整理事業、市街地再開発事業、それから、仙石線の連続立体交差事業、大きく 3 つ

ございます。直接は東日本大震災とは関連ございませんが、多賀城市の復興のシンボル事業

という大きな位置づけもございますので、その辺はお話をして御理解をちょうだいしてい

るという状況です。それから、来年度からになりますけれども、当課では宮内地区の復興土



地区画整理事業も担当させていただきますので、そういった意味では直接復興に携わって

いただけるものというふうに考えてございます。 

○竹谷委員 

そうすると、派遣自治体には、最初から派遣していただくときに、そういう理由で派遣を求

めたという理解でよろしいんですか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

そのとおりでございます。 

○竹谷委員 

44 名という予算を組んでおりますが、これで今年、25 年度は、職員不足は生じないとい

うふうに理解していてよろしいんでしょうか。きょうの新聞かあれかで、宮城県では相当不

足するということで載っておりますが、多賀城市はそれに該当しないというぐあいに理解

していてよろしいんでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

現在計上していただいております予算の事業化に向けては 44 人の応援職員で対応できる

と判断してございます。 

○竹谷委員 

そうしますと、44 名はいろいろの努力で派遣職員なりそういうものを埋め合わせできるん

だというふうに理解しておいてよろしいですか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

4 月 1 日に、できる限り、44 人派遣いただけるように、現在、日々毎日交渉を行っておる

ところでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○竹谷委員 

もし 44 名が達成できなかったという場合には、その業務について、どういうような補い方

をしていこうという 2 段策は考えておられますか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

現在、派遣職員 44 名で対応できるというようなことで予算措置している内容を、もし極端

な話、44 名を大幅に下回るような派遣、こういうことはないようにはしたいと思いますけ

れども、そういった場合については、事業の執行方法を見直しする。例えば直接施工から委

託などを検討しなければいけないかなというふうな、手段について見直しの必要な場合も

出てくるということは考えてございます。 

○竹谷委員 

ひとつ手段を、復興計画を早くやらなくてはいけない問題もありますので、手段を考えなが

ら、所属する職員の過重労働にならないよう配慮していただきたいというふうに思ってお

ります。 

それから、これは 5 の 48 ページにあります内容ですが、震災等の緊急雇用について、今

年度は 2 億 6,500 万の数字を活用して、12 の事業、103 名で行っていくというふうに



なっておりますが、補正予算での資料では、163 名という数字に相なっております。この

減少になった要因は、業務が終了したのか、それとも業務があるけれども、県の査定によっ

て減がこういうような状況になったのか。その辺についてお伺いします。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

こちらのほうは、これまで緊急雇用につきましてはできるだけ多くの方に職をというふう

なことで、余り一定の方を長く雇用しないというふうな方針で進めてきたところでござい

ますけれども、今年度から来年度にかけましては、できるだけ継続的な雇用をというふうな

方向の転換がなされました。したがいまして、そちらをまず最優先にというふうな形でちょ

っと方向の転換があったということが 1 つ。それから、全体での枠の要望が高まったとい

うことによって、枠が設けられて、実質的には継続雇用分を確保したというふうな現状でご

ざいます。 

○竹谷委員 

そうすると、県の方で、この緊急雇用の予算についてある程度固定化し、その中で選定をし

たというふうに、そういうふうな状況に県の方は変わってきたと。24 年度と比べてそうい

うふうに変更になってきたと、その要因であるというぐあいに理解していてよろしいです

か。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

雇用のあり方というか、緊急雇用のあり方が変わったということが 1 つございます。なお、

こちらのほうは 12 月あたりに内々に申請したものでございますので、政権交代の前とい

うこともありますので、今後に期待をしているところでございます。 

○竹谷委員 

それは政権交代は関係ないですね。余り当てつけないほうがいいですよ。緊急雇用制度をつ

くったのが前政権ですから、それを踏襲しているというだけですから。そういうぐあいにし

たほうがよろしいと思います。 

なぜ、そういう質問をしたかというと、163 名で事業が終了したというのであればいいん

ですけれども、事業が終了しないんだけれども、県の査定でやってきたとなれば、この、24

年度に必要とされてきた、これをお互いに差し引くと 60 名が減になったということです

よね。じゃあ、その作業と誰がどういうぐあいに継続していくのか。結果的にその作業が必

要だから、24 年度はこれにしたと。この 24 年度の人たちは、ある程度、作業が終了した

ものが大体この中に 60人あるんだという認識なのか。それとも、20 人はそうだけれども、

残りの 40 については、市の独自の非常勤職員でカバーをしているんだとか、そういうよう

な状況で 25 年度の予算が編成されているのかどうなのか、その辺の基本的なものについ

てお聞きしたいと思います。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

基本的には必要な継続事業については申請をして、多分承認をいただけるものと思ってご

ざいます。去年というか、ことしに関しましては、まだ復旧事業でありますとか臨時的な事



業が多くございましたので、終了したものについては請求をしないというふうなことで、必

要数は確保されていると考えてございます。 

○竹谷委員 

そうすると、くどいようですけれども、163 名、今回 103 名、60 名については作業が終

了したというぐあいに見ておいてよろしいのかどうか。くどいようで申しわけないです。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

大きなところでは、健康課などの事業は終了してございまして、それと、やはり昨年度は先

ほど職員の形で質問がございましたけれども、職員が不足の分を緊急雇用で補わせていた

だいたというふうな部分もございます。今年度、25 年度につきましては採用を行い、それ

から派遣を要請しというふうなことで、ある程度の手当をさせていただいた。その 2 つの

要因が大きいかと思います。 

○竹谷委員 

そうしますと、24 年度の分については作業を継続するものについてはそれなりの対応で人

員補給していくので、その担当部門について過重労働にはなっていかないというふうに理

解しているというふうにとらえておいてよろしいでしょうか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

緊急雇用の観点ではそのように考えてございます。なお、ちょっと、先ほど御説明をし忘れ

ましたけれども、新規分については申請の枠に入らなかったということですので、新たに例

えば何か事業を取り組みたいというふうなときに緊急雇用を使ってというふうなことでは、

申請を今のところはしていないという状況でございます。 

○竹谷委員 

いいんです。緊急雇用はそういうことで県の縛りがあるから、それを活用しないで、必要な

ときには非常勤職員で対応していくんだという方針であるということだけ確認しておけば

私はいいですから、そういう確認をしておきたいと思います。 

それから、3 点と言われたからあれなので、ちょっと……。先ほど、佐藤惠子委員の質問、

答弁しているようで理解ができない答弁なんですけれども。そもそもこの施設は雇用の誘

致を目的として進めていこう、中小企業の育成強化を図りながら多賀城にいずれは工場と

して設置をしていってもらいたいという思いがあるんですか。 

○伊藤市民経済部長 

そのような思いでございます。 

○竹谷委員 

仮設施設ですよね。仮設というのは何年ですか。普通は 3 年程度と理解するんですけれど

も、いかがですか。 

○伊藤市民経済部長 

仮設工場につきましては 5 年というふうになってございます。以上です。 

○竹谷委員 



じゃあ、5 年で中小企業基盤整備機構が建物を建てる。この家賃はどうなんですか、無償な

んですか。 

○伊藤市民経済部長 

上物の施設家賃については無償でございます。 

○竹谷委員 

そうであれば、市としてそのまま多賀城にその工場がいてほしいという思いがあるとする

ならば、仮設店舗のように、地代を無料にしてやることは不可能なんでしょうか。 

○伊藤市民経済部長 

不可能か可能かという観点から質問されれば可能であるというふうにお答え申し上げます

が、先ほど佐藤委員のほうの質問ではちょっと回答に及ばなかったんですが、実は、この 5

グループの代表者は多賀城市の宮内のほうで自動車の組み立て、あるいはその整備の工場

を事業展開しておりましたが、津波浸水によりまして、震災によりまして工場建物が大打撃

を受けまして、現地で再建するにはちょっと期間がかかるというようなことで、現在はその

後は更地になりまして、地代をいただいているという、貸し付けて、ですから、その収益が

自社ではありますので、改めて多賀城市に対しまして地代まで無償でということには及び

ませんということで、当初からそのようなお話でしたので、現在に至っているという状況で

ございます。以上です。 

○竹谷委員 

私は少なくても、そういう申し入れがあっても、多賀城に残っていただくということを前提

の中で、年間百幾らのお金ですけれども、多賀城の財政としては大変貴重な 200 万かもし

れませんけれども、少なくとも一本柳に工場地帯を誘致しようとか、今の工場が穴あきにな

ったところを何とか埋めなくてはいけないという環境下の中で、私はそのぐらいの行政配

慮が……、そうでなかったら、中小基盤機構は無償で建てて貸すということはないでしょう。

少なくとも中小企業の育成強化という大義名分の中で、このことはやられていると思う。そ

うすれば、多賀城としてもそういうふうな思いになるべきじゃないのかというふうに私は

思うんですけれども、必ず負担金をとらなければいけないというものではないとするなら

ば、そういう私は手法をとり、そして、その方々がどうしてもそういう恩を無償でもらうわ

けにはいかないというのであれば、寄附金で計上してやるとか、いろいろな手法があると思

うんです。私はそのことが、この 5 グループに対する企業の存続、企業が多賀城でやって

いく、そういうグループに対しての多賀城の心ではないかと思うんですけれども、いかがで

しょうか。 

○伊藤市民経済部長 

竹谷委員からのただいまのお話、心情的に私も同様でありますが、繰り返しになりますけれ

ども、入居者の入居する仮設工場の建設する事業者のほうから、当初から、地代を負担する

ので多賀城市が土地を確保してくださいというふうなことで、自分のところは今、被災した

建物は被災しているのでありますけれども、土地を貸しているので、その収益で対応します



から、何とかという思いで今日に至っているわけですけれども、相当代表者の方も再建への

思い入れというものが強くて、市のほうにはそこまで支援には及ばないという御意思もあ

ったものですから、そのような対応をさせていただいたというようなことでございます。 

○竹谷委員 

もう一つ。こういう大事な事業をなぜ特別委員会に報告をされなかったのでしょうか。 

○伊藤市民経済部長 

報告するいとまがなかったというようなことでは言いわけになりますけれども、実は 1 年

とちょっと、いろいろ事業者のほうは国道 45 号から南あるいは産業道路近辺ということ

で、私記憶しているだけでも 4 カ所、5 カ所ぐらい、いろいろ土地のオーナーの方とも一

緒に折衝に当たりましたけれども、本当にもう少しのところでいろいろな条件がかみ合わ

なくてお借りするまでには至らなくて、このたび、ようやく明月のほうにということでなっ

たものですから、そういった事情、ちょっとデリケートといいますか、土地の借り受けにつ

きましては、内々というまでには及びませんけれども、いろいろこちらで折衝に行きますと

別な借り受けたい方がいたりということで、なかなか当事者同士で交渉するというような

ことで進めてまいりました関係で、議員各位には説明するいとまがなかったということで、

御理解いただければというふうに思っています。以上です。 

○竹谷委員 

いとまがなかった。特別委員会に報告もしないで、いとまがなかったと。そうおっしゃって

いる割には、先般の県の特別委員会の委員と懇談のとき、私どもにはその資料が上がってま

いりました。仮設工場の支援策を求めたいということで上がってきました。私は事務局に聞

いていないことはやらないと戻しました。実際に私はその工場の建設のところを見に行き

ました。中には入ってきませんでした。そういうものを一方ではやっておきながら、一方で

は、説明をするいとまがなかったというのは理由にならないんじゃないですか。議会の調査

特別委員会をどのように認識されておられるんですか。 

○伊藤市民経済部長 

説明する機会がなかったということに関しましては、いとまがないというようなことでた

だいま申し上げましたが、確かにそういう側面もありますが、今思えば適宜状況を御説明す

る機会があったのかなというふうに思って反省いたしております。以上です。 

○竹谷委員 

それ以上、お話ししても……、と思いますが、きょう、午前中もお話しした、ちょっとスト

ップしましたけれども、そういうものが……。多賀城の組織的に横の連携がなっていない。

この多賀城をこれから復興していこうという、一丸でこの事業を進めていこうという中で、

今みたいな横の連携が何もない。そういうことで大丈夫なんですか。今こそ、多賀城市の組

織は縦割りじゃなく、横の連携を密にしながら、あわせて議会と両輪となってこれを乗り越

えていこうという姿勢が当局に見られない。いかがでしょうか。これは部長に言っても仕方

がないので、市長に。 



○鈴木副市長 

これはもとより横の連携をとりながら、連絡を取り合いながら事業を進めておるつもりで

ございますけれども、このようにちょっと御迷惑をおかけしたことについてはおわびを申

し上げまして、これからなお一層、連携をとるように留意をしてまいりたいというふうに思

います。 

○竹谷委員 

これ以上言いませんけれども、これを調査特別委員会に出て皆さん方に一応報告すれば、皆

さん方からのある意味での意見が出て、今みたいなこういう場で議論しなくてもいい問題

になっていたと思うんです。なぜもっと開けた行政をやろうとしないのか。残念でなりませ

ん。この教訓を生かして、これからこういうことのないように肝に銘じて進めていただきた

いというふうに思いますが、そういうふうにしていただきたいということだけ申し添えて

おきたいと思います。 

3 点目になって、あと 1 つだけあるんですけれども、委員長、よろしいでしょうか。 

○深谷委員長 

どうぞ、続けてください。 

○竹谷委員 

64 ページ。 

応急仮設住宅共同施設維持管理補助金の関係で、補正予算の質疑のときに、そのフロー図を

いただきました。なぜ今回、このフロー図に基づいてですが、雑入でその数字が見込まれた

ということは、多賀城市応急仮設住宅管理協議会でどういう議論をされて、こういうふうに

なっているんでしょうか。 

○阿部生活再建支援室長 

昨年の 12 月に市の仮設維持管理の協議会を設立いたしまして、24 年度と同様に、25 年

度も同様の歳入が見込まれるという形で協議会のほうに報告しております。いずれも原資

は県のほうからいただきますということで承認いただいております。25 年の 4 月か 5 月

に改めて総会を開いて今後の事業計画とか予算案のほうを審議いただきたいと思っており

ます。 

○竹谷委員 

これも予算編成の方にお伺いしますが、少なくとも、このお金は管理協議会で受けて、管理

協議会が行うとする事業を市が委託するという仕組みなんです。委託協議会がこれとこれ

を市に委託するんだと決まらないうちに予算計上は、どういうことなんでしょうか。理解に

苦しむんですが。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

これは協議会のほうに対して、県のほうからその補助というものが入るんですけれども、そ

の際の単価というものが決まっております。単価の見込みといいますか、見積もりが出てお

ります。それとその単価と実際その住戸数、住まれている方の戸数を掛けて計算するという



ものでありましたので、今回、今年度と同様のことをするのだとすれば同じような経費がか

るので、それに対する財源も単価で決まっておりますし、住戸数も決まっているので、それ

の計算を予算として、歳入として見て差し支えないだろうということでの判断で、今回この

予算のほうを計上しました。 

○竹谷委員 

それはわかっているんですよ。僕が言っているのは、これはあなたのところに入る金じゃな

い。この金は協議会に入る金ですよ。違いますか。違うんですか。 

○萱場市長公室長補佐（財政経営担当） 

これは一旦協議会に入るんですが、協議会に対して求償して、協議会からいただくという仕

組みのお金というふうな扱いになっています。 

○竹谷委員 

それは協議会独自でやる事業もあるでしょう。市にお願いしなければいけない事業もある

でしょう。事業の事業計画が固まらないうちに、トンネル会社をただつくったというだけに

なってしまうんじゃないですか。この協議会が自主的に運営させていく機構であるとすれ

ば、少なくとも、ここの 25 年度の事業計画をいただいて、市がやることと、協議会がやる

ことと、その選別をすべきためにこの団体をつくり上げたんじゃないのかなというふうに

思っているんですけれども、その辺はどういうぐあいに理解をしておられますか。 

○阿部生活再建支援室長 

2 月の補正予算委員会でも御説明申し上げましたとおり、8 月に県のほうにお邪魔いたし

まして、仮設住宅の維持管理に要する経費につきましては、まず一時的に市のほうが負担し

ていただいて、その市のほうは負担相当分を県のほうから仮設協議会、維持管理のために協

議会をつくったものに基づいて、県のほうから一時的にお金を支出しますよと。あくまでも

協議会は市のほうに還流するための名目でも構いませんからつくっていただきたいという

ことを強く指導を受けまして、12 月に結成しております。その総会におきまして、結成の

目的も形式的ですけれども、こういった協議会をつくりながらいきますけれども、基本的に

各施設の要望につきましては、毎月 1 回の定例会議のほうにおきまして市のほうで要望を

受けながら対応していきますということで御回答申し上げております。 

○竹谷委員 

では、この組織はトンネルだから、ここで協議することはないから、まず金は市にやって、

要望したことは市がやってやりなさいと。トンネル組織だよということを県がやれと言っ

たということですか。そういうふうに認識していいんですか。私はそうであると、県の指導

がおかしいと思いますよ。こういう組織を、トンネル組織を悠々とつくって、それなら県か

ら市に直接よこしたほうがいいんじゃないですか、県補助金で。何でトンネル組織をつくら

なければいけないのですか。性格上おかしいですよ。ですから、ここで一回受けて、これこ

れこういう仕事を市にお願いするからということをやって、初めて請求が生まれて、初めて

支払いなんだ。そうすると、これは何で出てくるか、当初予算じゃないんですよ、補正予算



で出てくるはずなんですよ。当初予算で出てくるということは、直に県から市に補助金を出

すのと同じことなんですよ。だから、聞いているんです。県はトンネル会社をつくれと、ト

ンネル的な組織をつくれという指導をしたというぐあいに理解しておいていいですか。こ

れはあなた、ちょっと県組織からいって問題があると思うので、ちょっと確認をしておきま

すよ。 

○鈴木保健福祉部長 

今の竹谷委員おっしゃったように、私どもも実は県のほうと再三今のような形に、すっきり

した形にしてほしいという申し入れを差し上げました。県のほうの目的は、決してトンネル

というふうなことではございません。いわゆる地域の仮設住宅ごとのコミュニティーを県

もぜひつくってほしいというふうなことが、まず 1 つ大きな狙いとしてありました。した

がいまして、いわゆる多賀城市に一旦入って、私たちが予算化をしてあげるということにつ

いては、これはすごく楽なんですけれども、そうではなくて、仮設住宅ごとの、多賀城だと

6 カ所あるんですが、6 カ所が連合体をつくってお互いのコミュニティーを形成してほし

いというのがまず県の大きな狙いとしてあったということです。 

これは被災市町に同じような話を持ちかけたところ、実際問題として、コミュニティーを形

成するということが非常に難しいという市町村が圧倒的に多かったと。実際にそのコミュ

ニティーがつくれていないという現状がありました。じゃあ、1 世帯当たりいわゆる 2 万

円なりで予算を計上しているんですけれども、実際、いろいろなメンテナンスや、それぞれ

の仮設住宅の置かれている状況で、例えばカーブミラーをつけたり、いろいろなことをやり

たいんですけれども、実際に、それを事業化することが仮設住宅ごとではなかなか非常に難

しいというふうなことが各市町から上がりまして、いろいろ検討したんですけれども、県と

しましては、あくまでもそういったコミュニティーの形成ということが大きな目的だった

ので、とりあえず一旦仮設住宅にそういった連合体といいますか、そういったものをつくっ

ていただいて、そこに一旦交付するから、それをトンネルと言ってしまえばそのとおりなの

かもしれませんが、いわゆる行政側が仮設住宅の皆さんの要求を聞いて、それで事務執行は

いわゆる公費でそれぞれの市町が行ってくださいと。こういう流れになってしまったとい

うのが結論でございます。 

したがいまして、多賀城市でもできるだけ早くコミュニティーを形成してほしいというふ

うなこともありまして、その組織を立ち上げようということで、仮設住宅ごとにいろいろ話

をいたしまして、12 月に実際にそれができたということが経過でございます。したがって、

補正予算で今回は計上させていだたいた、この前。新年度予算に当たりましては、このこと

を受けまして、例えば 6 月に補正を組むという方法もあるのかもしれません。ただ、総会

をできれば連休前に、総会といいますか、やっていただいて、25 年度の事業計画をこの予

算の範囲の中で、皆さんと語り合いながらどんなことをしていくかというものを決めたい

というふうに思っています。 

ただ、6 月の補正を待つ前に、例えば側溝を直したりとか、さまざまな事業が出てきたとき



に、当初予算で組んでおかないと事業化ができないというふうなこともございましたので、

そういうお話もさせていただいて、25 年度については当初予算で計上しますよというふう

なことで了解をもらいながら当初予算になったと、こういう経過がございます。 

なお、そのやり方そのものが非常に面倒だといいますか、事務手続きが煩雑化しますので、

今後も県に対しては、もっとスリム化した形で直接補助なり何なりいただけるような形で

の協議は進めていきたいと、このように思っております。 

○竹谷委員 

4 月 1 日からやらなければいけない。支払いは 6 月サイドでしょう。役所のサイドはどう

なっているのですか。支払いサイドですよ。工事はやるけれども、お金は 1 カ月後の 6 月

末に支払うとかとなっているんじゃないですか。入札しました。執行しました。即現金じゃ

ないでしょう。工事完了しておいて、次、2 カ月か 3 カ月後に支払いでしょう。支払いサ

イドになっているんじゃないですか。そうであれば、あなたの言った理由は通らない。ここ

でもっと協議をして、ここはじゃあやれないので、市のほうでやってください。市でやって、

お金は市で請求するでしょうから、お金はここで直接払ってもいいんです。市に払わなくて

もいいんじゃないですか。直接業者に払ってもいいんですよ、これは。その予算は、補正予

算で聞いたときには、そのお金はどこで持っているんですかと言ったら、生活支援室で専従

でないので、そういうものをやれないので、私のところで全部持って決算をしてやっていき

ますよということを聞いたから、そうであれば、何もここで直接事業をしても問題ないはず

なんです。そのほうが安くつくかもしれない、逆に。 

だから、何で当初予算に乗っかったんだと言っているの。ここで決めて、こうなんだから、

市に発注した分、100 万円だから 100 万円出しますよ。各自治体が、実施団体がこうい

う行事をやるから、お金を使いますよと。それはやりましょうと。そうなってくるんじゃな

いのですか。そうしたら、ここの協議会の決算書は、何に何ぼ使って、何に何ぼ使って、そ

してこの金は市役所に払います。どこどこの業者に払いますとなるんじゃないですか。そう

いうものが仕組みじゃないのですか、これの。何で、当初からここに上がっているのですか

と聞いているの。何で当初からここに上がっているのですか。最初から、ここはトンネルで

市でやってくれという仕組みなら、こんなものは要らないでしょうと言っているの。だから、

要らないとあなたは主張するのなら、当初予算に組まないで、補正で組んでいって、こんな

に自治体は大変なんだから、直によこしてくれと、実態を明らかにして県に要請したほうが

かえって早いんじゃないですか。私はこのフロー図を見てからうんと気になっているんで

す、これが。いかがですか。 

○鈴木保健福祉部長 

補正予算のときもちょっとお話し申し上げたと思いますが、いわゆる自治会組織のほうで

さまざまな工事を発注する際に、もちろん、その方々が例えば予算をきちんと管理し、例え

ば私たちがやっているような入札行為であるとか、さまざまな予算の執行に関して合意形

成が行えて、予算の管理がきちんとできてというふうなことであれば、そういった仮設住宅



の方々が、代表者の方々になるかと思いますが、そういうふうな予算執行が可能であれば、

それはそれで執行できるんだというふうに思います。 

ただ、6 仮設、6 カ所のものが世帯数でどんと 1 回で来てしまいますので、そういった予

算の管理や事務の執行、いわゆる工事なり何なりの執行がなかなかできないというふうな

ことがありまして、それではなかなか難しいので、いわゆる行政側のほうの予算を一旦組ん

で、そこで予算管理や事務の執行をしていただきたいというふうな、ですから、逆に言うと、

その地域のコミュニティーの方々からの事務委任みたいなような形に今なっているんです

ね。予算を組んで、実際には歳出と歳入というふうな形になりますので、例えば細かいとこ

ろについては、800 万円のうち 100 万は自分たちで使いたい。残りはこういうふうな事

業だから、市のほうにお願いしてやってほしい。そういうふうなことでも多分可能なんだと

思います。ただ、自分たちでやろうと思っているその細かいことであっても、うちのほうで

は、一旦それを預かっているような形になりますので、皆さんの同意があれば、それは予算

執行が可能でございますので、予算の管理というふうなことからいえば、住民の方々もこう

いうシステムのほうが管理運営上楽だと、こういうことだと思います。 

○竹谷委員 

何で聞いたか。これは全部、歳出丸々出ているんですよ。じゃあ、その工事内容を出せと言

ったら、あなたたち出せるのですか、今。どこの仮設でどれだけの予算を使うんですか、項

目出せと言ったら出せますか。今の話では理論上そうなってしまうんだよ。予算というのは

そういうものだろう。だから、私は言っているの。ここでプールをしておいて、支援室でと

っておいて、ここの協議の中で支払いをやったもの、これは市役所にお願いしましょう。こ

れはみんなでやりましょうという区分をして財政執行をしていって、市でやる分だけは市

にお願いするから、市の執行分だけ雑入で計上するなり何なりをすべきじゃないですかと

いうことを言っているんです。であれば、補正予算で計上していって整理をしていってもい

いものではないですか。なぜ当初で上げなければいけないという理由があるんですかと聞

いているんですよ。わからないかな。 

○鈴木保健福祉部長 

決してわからないのではなくて、そういう考え方もあると思います。ただ、それは事務局、

地域のコミュニティーの事務局のほうで、いわゆる予算を管理することが大変なので、全て

の全額を市のほうに預けるから、そこでたとえ仮に低額のものを購入する、または低額の工

事を依頼する、そういうことであっても、予算は、お金は役所からもらってねと、全額をと

にかく役所のほうで払って、それで全額を役所のほうで管理してほしいというのが住民の

方々のお話だったので、このような形で全額を私たちは受けて、その全額を歳出するという

ふうな形で予算を組んでおります。 

それから、なぜ補正じゃないのかというのは、これは繰り返し申し上げますが、例えば 4 月

の末に皆さんで総会を開いてすぐこの部分を直してほしいというときには、皆さんがお金

を持っていれば、皆さんというのは自治会のほうで、コミュニティー組織のほうでお金を持



っていれば、そこに財布の中に現金があるのでそこから払うというのはできると思います

が、私どもはあくまでも予算化をしなければ歳出はできません。従いまして、6 月以前に 6

月までの間に歳出が伴うようなものがあった場合は、これは 6 月以降にならないと金銭の

支払いはできませんので、とりあえず当初予算で、ですから、丸々組ませていただいと。そ

の中から、例えば何万円かのものを購入したり、工事をしたりするものがあれば、6 月前で

も十分お支払いできますよというふうな形で形を整えたと。そのために当初予算に計上さ

せていただいたと、こういうことでございます。 

○竹谷委員 

かみ合わないな。だって、補正予算のとき、「この財政管理はどこでやるんですか」。「ここ

の事務局は支援室だから、支援室でやります、お手伝いします」と。お手伝いしますと、保

健福祉部の予算に入れますとは言っていなかった。お手伝いしますと、事務局が、ここの事

務局はここだから、あなたの話と全然違う、合わないじゃないですか。何で、金がなければ

やれないのか。ここでお手伝いすると。ここの事務局でやるんだから、ここの金でしょう。

何で役所の金なのですか。何で金が入らないのですか。ここの財政は、多賀城はそういう仕

組みになっているのですか。500 団体の会計、幾らでも持っているんじゃないですか。持

っていないんですか。 

財政担当かな、これは。どこですか。申しわけないけれども、多賀城の任意団体で、事務局

を担当して財政執行しているところはないんですか。どこかないですか。どこもないという

のなら「ない」と答えてください。あるなら「ある」と答えてください。担当部。 

○深谷委員長 

ここで、暫時休憩といたします。 

それでは、済みません、再開を 3 時 30 分といたします。 

午後 3 時 16 分 休憩 

 

午後 3 時 30 分 開議 

○深谷委員長 

おそろいでございますので、再開いたします。 

○鈴木保健福祉部長 

まず、外部団体でそういった予算管理その他事務の執行委任みたいな形で扱っている例は

あるかということで、これは結構数多く扱っております。社会福祉課を例にとれば、さまざ

まなちょっと団体のそういった予算やさまざまな事務をつかさどっているといいますか、

やっているという事例はございます。それから、また改めて説明申し上げますが、いわゆる

これまでも仮設住宅につきましては……（「いいです。あるという答弁だけで」の声あり） 

○竹谷委員 

なぜ、そうして今委員長に今お願いしたか。理屈を言えば何ぼでもあるんです。理屈なしな

んですよ。こういう団体が、こういう関係の団体がいっぱいあると思うんですよ。役所から



補助金を出していると思うんだ。その事務局を役所の担当課がやっておられると思う。そし

て、そこから必要によって執行している。そして、領収書をいただいて年 1 遍の会計を報

告している。これは多賀城の中で相当数あるんじゃないですか。なぜここだけがそういうふ

うになるのか。ここもそういう扱いをしていいんじゃないかと。だから、補正予算に確認し

たんですよ。補正予算では事務の手伝いは復興推進局でやってあげますということ、それは

いいでしょう。それはあれがないから、事務的なこともなれないでしょうから、私はそれは

よしとした、補正予算のとき。だから、今回は当初予算には上がってこないだろうと。同じ

ような団体はいっぱいあるんだから、それと同じ扱いでくるだろうと。であれば、同じ団体

全部載せなければいけない。なぜこれだけ特種なんですか。何で仮設だけは特種で何でも扱

うんですか。何で特別扱いするんですか。担当部長がそういうふうに思っているから、何と

か理屈をつくって、こうだ、こうだと。それは要らない。何で他と一緒にやれないんですか

ということを言っているの。何で仮設はこんなごたごた、ごたごたするんですか。すっきり

した答弁ができる人、答弁してください。 

○鈴木保健福祉部長 

これは今竹谷委員がおっしゃったような予算執行の方法ももちろんあるのかというふうに

思います。ただ、これは、正式な名称は多賀城市応急仮設住宅管理推進協議会という協議会

をつくって皆さんと協議したところ、例えば代表者をだれにするか。その代表者の方々も家

を新築した場合出てしまいますというふうなことで、通常の外郭団体であれば、会長さんが

いて、副会長さんがいてというふうなことで、当然その予算の執行については、その会長さ

んの判断で印鑑をもらって決裁をして、管理だけをこちらでやるということになるんです

が、今回は、その推進協議会役員の方々自体もいつまで皆さんのお世話ができるかというの

が定かでないというふうなこともありまして、とても皆さんの代表として私が予算執行、運

営管理ができないというふうなお話がありまして、じゃあ、どうしましょうかというふうな

ことでその方々とお話し合いをしたところ、今回のような形で、とりあえず予算は一旦市に

全部入れるから、市の中で予算執行するのであれば、課長の決裁であったりとか、それぞれ

の予算執行についてはきちんとした形で運営されていくんだというふうなことがありまし

たので、そういったことから、いろいろ協議した結果、24 年度についても、この前、補正

で御説明させていただきましたが、実は応急仮設住宅の方々と協定書を 1 月 23 日に結び

まして、結果からいえば、とにかく仮設の方々の代表者の方々といわゆる我々行政側のほう

がきちんと協定書を結んで、じゃあ、そのお金を一旦市のほうで預かるというか、歳入で受

けますよ。でも、同額を支出しますよというふうなことでの協定を結んで、このような形で

今回はやったというふうなことでございますので、どうぞ御理解をお願いしたいというふ

うに思います。 

○竹谷委員 

なぜ補正のときそこまで言わないんですか。なぜ補正予算のときは、部長の言ったことを何

で答弁しないんですか。おかしいんじゃないですか。私にこれだけ質問されたら、いや、実



はこういう協定書がある。おかしいんじゃないですか。これはあなた、2 月の補正予算で議

題になったものだよ。何でそうなるんですか。何でそんなに議会に隠しておかなければいけ

ないんですか。私は不思議でならない。去年の 9 月にやったことなら、その後協定を結ん

でこうしましたと。わかる。何、1 月ですか、協定を結んだのは。じゃあ、2 月の補正のと

き、この説明をなぜ言わないのだろう。その真意は……。 

○鈴木保健福祉部長 

協定書の締結等についての説明が抜けてしまったというふうなことについては、ここでち

ょっとおわびさせていただきたいと思います。 

ただ、仕組み自体が、今竹谷委員がおっしゃるように、県のほうとしても、我々も、この仕

組み自体が、フロー図つけましたけれども、本当にすっきりした形のいわゆる補助金の交付

及び運営というふうなことではありませんので、県のほうに対しては何度か説明をして、何

とかもっとすっきりした形にさせていただきたいというふうなことがあったんですが、実

はこのフロー概念図を見てもなかなかその説明をするのが難しいというふうなこともあり

まして、できるだけわかりやすく説明したつもりではおりますが、このような形で少し議論

させていただきました。そういうことでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○竹谷委員 

先ほど、代表者がいないということでしたね。代表者になる人がいない。じゃあ、その協定

はだれが責任者でやっているんですか。代表者はあるんじゃないですか、協議会の会長さん

がきちっとしているんじゃないですか。 

○鈴木保健福祉部長 

推進協議会を設立した段階で、本来であれば、そういった住民の方々に代表になってもらえ

れば一番いいだろうと。実際に使っている、入居されている方々の代表ということですので、

それがいいだろう。ただ、その方々もいずれ災害公営住宅に移ったり、それから自宅を直し

て戻ったり、新築したりというふうなことで、いつまでも代表としていられるかどうかがわ

からないという話があったというふうなことでございます。現段階では、この協議会の中に、

6 仮設住宅の代表の方々以外に、民生委員さんであるとか、実は多賀城市社協でやっていま

す復興支え合いセンターのセンター長にも入っていだたいております。住民の方々から、そ

ういったことがあるので、代表にぜひセンター長、いわゆる復興支え合いセンターのセンタ

ー長になっていただければ、そういったことのリスクが軽減できるというふうなことでと

いうふうなお願いをされまして、現段階ではセンター長が代表者というふうなことになっ

ております。したがいまして、協定書のほうは、代表の方と結ばせていただきました。 

○竹谷委員 

あなた、さっき、代表者がなる人がいないと言ったから聞いたんですよ。いるんじゃないで

すか。さっき、なる人がいないと言ったんじゃないですか、この協議会の代表者が。その場、

その場の答弁をしないでよ。いればやれるんじゃないですか。協議会の会長が判こを押して

やれるんじゃないですか。やれないですか。各外部団体の事務局だってそうやっているんだ



もの、やれるんじゃないですか。代表者がいないとか、なる人がいないとかと、一生懸命言

っているけれども、実際は協定書にその代表者がいるんだもの。その人とやればいいんじゃ

ないですか。センター長が変わるのであれば、センター長の職務がこの協議会の会長をやる

んだという形にしておけば、規約でそうしておけば何ぼでもできるんじゃないですか。違い

ますか、私は違わないと思うんですけれども。 

何かこのことで反論がある人がいれば、どうぞ反論してください。私はそう思うんです。な

ぜそういうことをしないんだ。いないだの、いるだの、今度はいる。何でそういう答弁にな

るのですか。理解に苦しむ。これをどこまでやっても、水かけ論だと思うけれども、議会対

策の一番の窓口はどこの人ですか。今の議論を聞いておってどうなんですか。あなたのとこ

ろが全部議会対策だし、法的意義もあるし、いろいろな仕組みはあなたのところの了解を得

られなければできないんでしょう。そういう仕組みになっているんでしょう、多賀城は。違

うのですか。勝手につくれる仕組みになっているのですか。総元締めはどこですか。総元締

めの見解を求めます。 

○内海総務部長 

何か話がすごく面倒くさくなってしまったような感じに、ちょっと印象を受けておりまし

た。今回の仮設の関係につきましては、言ってみれば、普通の外郭団体とはちょっと性質が

違うのかなという感じがしております。仮設住宅の中でさまざまに起こる問題点や何かを、

そもそも仮設住宅の設置者であるところの県が、それらは正していかなくてはいけないん

だろうというふうに思っています。それらについて、なかなかそういったこと、細々とした

ところまで、なかなか細かいところまで手が回らないというふうなことから、受け皿をつく

っていただいてというふうな流れになったんだろうと、こういうふうに思っております。い

ろいろそういった問題を含めまして、議会対応含めまして、我々の側でもいろいろ標準化し

ていかなければならない分、確かに総務部の主管で進めていきたいと思っておりますので、

これからその辺しっかりと横の連携をとりながら、議会に当たらせていただきたいという

ふうに思っております。 

○竹谷委員 

横の連携をとって、答弁はやっぱり終始一貫答弁をするべきである。これを幾らやってもな

りますから、この辺で終わりますけれども、少なくとも行政としてやっていくとすればきち

っとした対応をしていただきたいと。1 つだけ、歳出に絡みますので、先ほど来から協議会

とも相談をして、こういう事業を一生懸命やるというふうなことのようですから、これこれ

こういう事業をこうやるんだという計画書があるというふうに思いますので、それをもっ

て歳出でまた議論したいと思いますから、月曜日までで結構ですから、資料を出していただ

きたいと思います。以上要求して、私のこの件についての質問を終わります。 

○深谷委員長 

ほか、よろしいですか。 

それでは以上で予算全般並びに歳入の質疑を終結いたします。 



 ● 歳出質疑 

○深谷委員長 

これより歳出の質疑に入ります。まず、第 1 款の議会費から第 3 款の民生費までの質疑を

行います。 

○金野委員 

私のほうから、歳入でもいろいろ議論されました各種補助金等について、総括で質問させて

いただきます。 

まず、補助金等々は地方自治法施行規則第 15 条にしっかりと負担金、補助金及び交付金と

うたっています。負担金と交付金はそれぞれの規則とルール等によって支払われておりま

すが、本日の私の質問は補助金でございます。平成 25 年度の予算においても、1 款、交通

安全指導団体活動事業費補助金や中ほどには市長会運営費補助金、そして 10 款には多賀

城鹿踊保存会補助金までの約 50 項目以上の目的と補助の金額を説明を受けました。 

私も 3 つの団体の会長に設立当時の経緯等を聞く機会がありましたので、紹介しますと、

地域の課題や社会情勢等に大きく左右されて、縦割りで、バブル当時の時代には大量の手腕

だったということも伺っております。また一方、既に役員さんが死亡しているにもかかわら

ず、役員名簿に記載され、補助を受けている団体等もあります。思い起こせば、私は平成 19

年度補助金を使って意見交換会に出ました。その出たときの最終的な議論は、一律 5％のカ

ット、それを受けて、またある団体等はその時点から補助を受けずに自助努力で事業を運営

している団体もあります。 

何を言いたいかというと、歳出の補助金の、今まで中期戦略見直し等を聞いて、厳しい状況

であると説明を受けました。そこで、補助金全般の見直しをやるべきじゃないかという提起

でございます。1 点目。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

今御質問いただきました補助金の見直しにつきましては、これまでも不断に行ってきたと

ころでございますけれども、震災以降、ちょっと目立った動きというふうなものはないのが

現実的なことでございます。ただし、平成 18 年 3 月に策定をいたしました集中改革プラ

ンの中ではメニュー化をしてございまして、見直しの方向性というのは 2 種類ほどあろう

かと思います。現行の補助金の成果というものを検証して終期を決めていく、終わりを決め

ていくというようなやり方が 1 つあろうか思います。もう一つは、集中改革プランのほう

に乗せておりますけれども、市民活動を推進する効果的な補助金のあり方というふうな補

助金の統廃合、それから、自由度のある一括補助金のような形に組みかえていくという 2

つがございます。経過を申し上げますと、先ほど来お話がございました 19 年、20 年度、

そのあたりではこのような補助金の見直しを基本に基づいてやっておりました。その後、効

果的な補助金のあり方というふうなものを模索するという一環で、コミュニティープロジ

ェクトでありますとか、それからまちづくり懇談会でありますとか、そういうものを 21 年

度、22 年度で続けてまいりました。23 年度から、いよいよ行政評価をもとにしまして、



補助金の見直し、統合化、いろいろな取り組みをしようというところに折悪しく震災が来た

ということで、ただいま休止をしているという状態でございます。 

○金野委員 

今、担当者のほうから説明を受けたのはわかります。 

だだ、今、震災後、現在職員は本当に復興・復旧に最優先で頑張っております。これに対し

てどうかというのですけれども、私議員になって、一番職員が一丸となったものは、18 年

度の緊急再生戦略構築のための取り組み支援、これは部会で立ち上げて、3 カ月の間で 119

時間、延べ人数 607 人がやって、3 カ月間でこの 13 名のメンバーが北海道夕張の問題等

について議論したんですよ。こういう一丸となれば、短期の期間でやれるということで、今、

再度提起しますけれども、こういう補助金等のものに対して、部会等みたいなものを開いて

そういうものはできないのか、お伺いしたいと思います。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

できればそういうふうな取り組みをしていきたいと思ってございますが、現在、復旧期の最

終年度、それから各自治体から支援をいただいている最中でございまして、なかなかそうい

う事柄に集中的に職員を配するというのは難しいのではないかというふうに考えてござい

ますが、委員おっしゃるとおり職員が一丸となって検討していく中で、新たな行政改革なり、

見直しの方向性が出てまいると思いますので、そのような方向性で、できる範囲でと申しま

すか、可能な限り取り組んでまいりたいと考えてございます。 

○金野委員 

今、担当からそのようにやっていると。ただ私、資料で、インターネットで、担当課長とよ

くやったんですが、18 年 11 月、いわき市で補助金の見直しとか、また個別補助金の方向

性とか、それから船橋補助金制度検討委員会とか、いろいろやっています。深谷市補助金見

直し方針とか。深谷委員長じゃないですよ。深谷市の補助金の見直しとか、そういうのを整

合性をとりながら、今、担当参事が言いましたように頑張っていただきたいと思います。 

2 点で終わりますので、もう 1 点。29 ページ。新規事業で（仮称）特に輝かしい人に楯の

授与ですが、これについて、趣旨と対策とか種類、まだできていないのなら、できていない

でいいから、もし、趣旨等が、対策があったならばお願いしたい。 

○小野市長公室長補佐（政策秘書担当） 

この制度は、まだ現在つくり込みの最中でございます。要綱案、そこに記載するその基準と

なるものについては、仙台市の賛辞の楯という既にある制度だったり、それから宮城県のス

ポーツ功績賞、そちらのほうを参考にこれから表彰基準をつくり込みをしていきたいと思

ってございます。以上です。 

○金野委員 

わかりました。仙台市と宮城県のものをね。ただ、やっぱり市長のところにいろいろな方が

来て、市長と握手をして写真を撮って新聞に載って、それじゃなく、やっぱり来たならば、

こういう方向は私は大変効果があると思います。 



そこで、楯と言ったものですから、楯を考えているのか、楯じゃなくメダルか、そういうも

のはある程度の案はあるのですか。 

○小野市長公室長補佐（政策秘書担当） 

予算書に仮称なりとも、栄誉の楯贈呈事業とさせていただきましたので、楯を今のところ想

定しております。ただ、楯についてなんですが、せっかくの受賞を想定しましたので、その

受賞の記念となるように多賀城ならではのそういったものを今のところ想定しておりまし

て、今後これから委嘱をしようと考えておりますが、表彰審査会の皆さんともよく相談して、

よいものを形としていきたいと思っております。以上です。 

○金野委員 

じゃあ、要綱ができたら、ぜひ見せてもらって、楯についてでも、やっぱり、もらっていい

楯と、「栄光を讃える 多賀城市長菊地健次郎」、ワンパターンでいくのは、私はだめだと思

うんですよ。大会名とかそういうものをしっかりとやって、「贈 多賀城市長菊地健次郎」

なんていうのは最小限、A4 判、このぐらいの以上のものはやっぱりやるべきと思います。

それを要望して終わります。 

○戸津川委員 

それでは、質問します。 

まず、15 ページです。15 ページのところに生活環境課で、生活環境課総務企画係庶務事

務というところに非常勤職員の報酬が計上されています。説明のときに持ち込み食材の検

査のためにこの 1 名の非常勤職員……。 

○深谷委員長 

戸津川委員、（「資料 6 のと言わなければだめだ」の声あり）資料 5 の……（「6 だよ」の声

あり）6 の 15 ページ。 

○戸津川委員 

資料 6 の 15 ページです。いいですよね。 

○深谷委員長 

どうぞ。 

○戸津川委員 

持ち込み食材の検査のためにその 1 名をふやすということでしたけれども、その職員の労

働時間といいますか、どれくらいの勤務時間になるのかということと、業務内容をまずお聞

きいたします。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

こちらのほうでございますけれども、国の緊急雇用の制度を活用して非常勤 1 名を採用す

るものですが、勤務時間は 29 時間と 15 分の予定でございます。週が抜けていました。週

に 29 時間と 15 分で……。（「業務内容」の声あり）業務内容ですか。済みません、週 29

時間でございます。 

それから業務内容でございますが、部内の庶務事務ですね。部内のいろいろな文書の庶務事



務、そのほかに、昨年の 10 月から実施しております持ち込み食材の放射能測定事業の受付

の事務を行っていただいております。以上でございます。 

○戸津川委員 

大変喜ばれている事業でして、私も当初から申していますように、この検査を委託している

場所が特種なところです。そして、地図もつけていだいてはあるとはいえ、私の存じあげて

いる人は車がないと、歩いて持っていくには余りにもひどいんだけれども、役所なら近いん

だけれども、役所に持っていって誰かに持っていってもらうということはできないんだろ

うかと、こういうことを言われる方がいらっしゃいます。確かに、私が自転車で行くにして

もちょっと遠いかなというふうに思うんですけれども、やはり、せっかく立ち上げた事業な

ので、そういう方の意向も酌めるように、この非常勤の職員さんを雇ったのであればそうい

う業務もぜひ入れていただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

確かに今の持ち込み食材の委託している会社は桜木のほうに、ソニーの近くにある会社で

ございまして、遠いというお話も聞き及んではおります。多賀城市がそこにお願いをした経

緯というのは、そもそも技術的にそれなりのきちっとした検査ができる会社であると、市内

にあるということでお願いしたものですから、一方、多賀城市役所から遠いといいましても、

逆に東部地区の方は市役所に来られるよりはかなり近いという御意見もございまして、一

概に遠いということでは言えないのではないかなと考えております。 

○戸津川委員 

もちろんそういう方もいらっしゃると思います。だから、役所に来るのは近いけれども、あ

そこまで行くのは遠いという人の話をしているんです、私は。そういう人のためにそこうい

うことも考えてはどうですかと言っているんですが、どうですか。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

実は私どもで一旦受けて、それをまた持っていってという形にしますと、例えば食材が足り

なかったであるとか、それから実際に検査をするときにいろいろ細かいことをお伺いしな

ければならないことをまた聞きの形でお伝えしなければならないんですね。そういうこと

もございまして、検査をしていただきたい方が、申しわけございませんが、直接その検査機

関のほうにお持ちいただいて、正確に量であるとか、それからどういうところでどういう状

況でとったものであるとか、そういうことを確認をした上で実施しているものですから、私

どもでお預かりをするという形で、逆に検査会社のほうにお伝えする中でまた聞きという

形で情報を間違ってお伝えしたりした場合に、正確な検査ができないということもござい

ますので、今のところ現状の形で進めていきたいと考えております。 

○戸津川委員 

丁寧な検査をすることは確かに大切であると思います。そのためにそういう情報が必要な

のであれば、役所に来られた時点で役所がきちんとそういう情報を得て、それをお伝えすれ

ばいいことでありまして、それはできない理由にはならないと思います。ですから、ぜひこ



のことを検討していただきたいと思います。もう一度お願いします。 

○佐藤市民経済部次長(兼)生活環境課長 

お話としてはわかるんですが、多賀城市内で実施している事業所でございまして、例えば多

賀城市外にその事務所があるということであれば、そういうことも考えなくはないのかも

しれませんけれども、距離的にとても遠い場所にあるということではないと思いますので、

今のところ、現在のままで実施していきたいと考えております。 

○戸津川委員 

じゃあ、これでやめますけれども、遠いところではないという認識が、私は、どういう感覚

で言っていらっしゃるか。高齢者がふえて高齢者の中にそういう人がいるわけですよ。若い

人はちゃっちゃっと行っていいですよ。でも、高齢者の方で、畑で作業している人がそうい

うことを言っているわけで、遠いはずはないなんていうことは、やっぱりその人の身になっ

てみればそんなことは私は言えないので、お願いをしたのでありまして、以上でやめますけ

れども、そういうことを考えるくらいな余裕があってほしいと思います。 

次に参ります。11 ページです。 

○深谷委員長 

資料 6 ですか。 

○戸津川委員 

6 です。6 の 11 ページでございます。 

4 番、育成評価システムステップアップ事業というものについてお聞きをしたいと思いま

す。今年度は 400 万から 800 万円に増額をして、そのわけはシステムを電子化するのに

その構築料としてかかるんだという、こういう御説明だったと思います。そして、このシス

テムは職員の方を評価しながら、そして 27 年度においては実際に賃金と連動する、評価の

結果を賃金と連動させていくように国の指導も来ているので、そういうことをやるという

事業だというふうにお聞きをいたしました。 

そこでお聞きをしますけれども、私は教職員のときに評価制度が入ってきてから、職場の環

境が本当にがらっと変わったということを身をもって感じておりますので、その点で申し

上げるんですけれども、1 つは誰が評価するのかということが、すごく評価するときは大き

くなるんですよ。評価者は誰なのかということ。それから、その基準、どんな基準で評価す

るのかということを誰がどんなふうに決めたのかということもすごく大事だと思うんです

よ。その 2 点についてまずお伺いをいたします。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

育成評価に関しましては、事業名称にステップアップ事業と銘打っているとおり、既に平成

16 年からこの事業、取り組んでおりまして、一定の成果が上がったということでのステッ

プアップというようなことで考えてございます。評価者が誰かということになりますと各

所属長ということになりますので、各課長が自分のところの課員の評価をするということ

になってございます。 



評価の基準ですけれども、実は平成 16 年度から取り組んでおりましたこの育成評価を平

成 22 年度において見直し作業を行いました。内容としましては、それぞれ職員は職務の級

というものを持っております。給料表の適用になる 1 級から 7 級まで、それに職の名称が

ぶら下がっております。部長、次長、課長あるいは主事とか、それぞれの自分の職位ごとに

能力の基準を示した、これは同じ級であれば皆さん統一の 1 つの 1 枚のシートがございま

す。その中に能力基準を明記してございます。みんな同じシートを使いまして、各課長がま

ずは自分のところの課員の評価をする。それが 1 次評価です。その次に、その担当部長に

なります、今度。2 次評価として、各部長が自分のところの課長の評価したものを今度は 2

次評価として評価をいたします。最終的に職員個々の、例えば今取り組んでおりますのは、

能力に関する部分の評価を平成 24 年度試行として実施してございます。今後は、25 年度

以降、業績、要は業務の実績に伴う評価、こういったものも導入して、その能力の評価と業

績の評価を合わせまして、最終的に育成評価として将来的には、期末勤勉手当の中の勤勉手

当、あるいは昇給のほうにも結びつけていこうというような取り組みを現在行っていると

ころでございます。以上です。 

○戸津川委員 

基準を決めるときに、評価をされる方々、いわゆる課長ではない方々なんですけれども、そ

ういう方が基準を決めるときに何らかの意見表明をするような場があったのでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

先ほど、平成 22 年度に抜本的な見直しを行った際に、職員の中から十数名の検討委員を募

りました。その中には、当然担当職員もいれば管理職もおります。そういった十数名の職員

のいろいろな議論でもって 1 つの基準がつくられたということでございます。 

○戸津川委員 

私たちが学校の中で評価システムを体験したときには、そこのところはすごくなかったも

のですから、私たちとしてはすごく職場が、御想像できると思いますけれども、今までの職

場とはちょっと変わったふうに変質してしまったと私は、皆さんも認識していると思いま

すが、いじめの問題なども評価システムが何か関係しているんじゃないかとみんな思われ

ていると思うんです。ああいう隠蔽体質というものはやはり評価システムにはつきもの…

…、それは失礼な言い方なんですけれども、お役所ではないと思うんですけれども、私はや

はり評価されることによって、「私のクラスにいじめが実はあるんです。皆さんちょっと聞

いてください。どうしましょう」と、そういう声が出せなくなったりします。いじめがあれ

ば、「あなたはだめ教師です」と、そういう評価の仕方の基準だったものだから、そうなっ

てしまったんですけれども、文科省もそこは今改善しようとして、早く発見した人は評価し

ますなんていうことを言い出しましたけれども、評価制度というのはやはりそういう、もち

ろんいいところもあるんだと思います。いいところがあったとおっしゃいましたけれども、

私はそういう職場の中に何かぎくしゃくしたものを持ち込む要素があるので、そこをすご

く懸念するわけですけれども、そのような、そういうことはなかったと、そういうマイナス



の面はなかったから進めているというふうに確認してよろしいでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

育成評価につきましては、職員個々が持っている能力、あるいはその年度に行った業務に対

しての評価、それをあわせて評価するわけなんですけれども、それとは別に、評価とは別に

自己申告の部分もとっております。例えば震災後でもありますし、仕事以外の部分ですごく

悩んでいることがないかとか、あるいは職場環境で何か困っていることがないかとか、それ

は書面での提出だけではなくて、これは必ず各所属長、課長と課員が 1 対 1 で面談で、恐

らく人によって 30 分とか 1 時間とかかけて面談をやることになっておりますので、そう

いう中で、今委員御指摘のようなことも、もしあるのであれば、そこで当然話として出てく

るだろうなというようなことでありますけれども、現在のところ、そういった深刻な内容に

ついては承知してございません。 

○戸津川委員 

もう一つ心配されるのは、私たちは教職員の団結力といいますか、何というのでしょうか、

みんなで一緒に何かやりましょうというような雰囲気が徐々に壊されていって、「私は私で

す。あなたはあなたです」みたいな、そういう雰囲気ができてしまった。それはこの庁舎の

中にあってもそういうものが起きてくれば大変事業の推進のためにはマイナスになると思

います。やっばり、役所というのは、さっきから何回も話が出ていますが、横のつながりも

大事でして、みんなの力で推進していくという点があると思うんですけれども、どうしても、

評価をすると私は私というふうになってしまうと、個人評価ですからね、そういうふうにな

ってしまいますよね。ある会社ではもうやめたと、こんなんじゃ会社の業績が上がらないと

いってやめた会社もあるというふうに、御存じだと思いますけれども、私はそういうことに

ならないためのしっかりとした、評価したことがマイナスに、みんながばらばらにならない

ような、そういう視点をしっかり持って評価をしていくということがとても大事になると

思うんですけれども、その点の御認識はいかがでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

あくまでこのシステムは評価のための評価ではなくて、文字通り育成評価ですので、例えば

20 歳で市役所に入って主事でしたということで、そこから 10 年後に主査に昇任をし、40

歳で係長に昇任をし、ということで段階を踏んでいくわけなんですけれども、それぞれ職員

ごとに、やはり人材育成をしていかなければならないという観点のもとに、あくまで評価の

ための評価ではなくて、人材育成に主眼を置いたシステムであるということで、やはり職員

が納得ができるシステムを構築しようと今努力しているところですので、職員の方々に御

納得のいだたけるシステムができ上がった段階で、実際の評価を処遇に反映するというよ

うなことで考えてございます。 

○戸津川委員 

労働時間の問題なども、時間外勤務が人数はふえているというようなこともありましたり

して、そこのところは 1 週間に 80 時間以上時間外勤務したような人にはお医者さんの面



接も進めているということをお聞きしました。やはり、そういうお互いにぎすぎすならない

温かい心持ちと制度を立ち上げるということは、何しろ私は市民のためにとっても一番大

事なことだと思うんですよ。その視点を忘れないようにぜひ進めていただきたいと思いま

す。 

3 点目に移らせていただきます。73 ページです。 

子供の医療費が上がりまして、本当にこれは喜ばれまして、「入院だけだけれども、中学校

3 年生までになりましたよ」と言ったら、お母さんは、「うちの子、ことし中 3 だけれども、

ぜんそくによくかかって入院するから、本当に助かります」と、本当に喜びの声があちらこ

ちらから聞こえておりまして、本当にこの事業に対しては敬意を表します。 

そこで、私がかねてから市長にもお願いしておりましたけれども、放射能から子供たちを救

うための健康調査をぜひうちの子に受けさせたいんだと、不安になって、そういう調査はこ

の子どもの医療費無料助成制度の中に入りますか。 

○高橋国保年金課長 

放射能の検査が医療費助成の対象になるかという御質問だと承りました。こちらのほうの

医療費助成なんですが、あくまでも保険適用の分に該当する一部負担の助成ということで

ございますので、検査自体が保険に該当するものであれば助成の対象になるというふうに

お答え申し上げます。 

○戸津川委員 

当然検査であれば保険から外されるということが多いと思います。ですから、そういう不安

を持っているお母さんが検査を受けようと思ったときに、これはここでお聞きしていいと

思うんですけれども、例えば受ける、例えば甲状腺がんの早期発見ということであちらこち

らで検査していますけれども、そういうところがこの地域の近くにありますか、そういう病

院が。 

○長田健康課長 

放射線の甲状腺検査などを専門的にできる病院というのはありません。 

○戸津川委員 

ですよね。そうしましたら、市長もお聞きになったと思いますが、あのとき、被曝から子供

を守る会のお母さん方が市長に「本当にお願いします。子供の健康調査、健康が心配なんで

す」と。市長も「わかりました。何とか努力をします」とお話ししたはずですよね。お母さ

んたちの前でお約束をしたと思います。それが 2 年たったのです。2 年たってもどこの病

院にも行けない。病院がないんです、検査をしようと思ってもどこの病院に行けばいいのか、

検査してくれる病院もない。もちろん、それは検査しようと思ったらお金がかかるかもしれ

ませんよね。そういうことでいいんでしょうか、市長。私はこの前も「医師会の人にお願い

をしてくれましたか」と言いましたけれども、市長は何か失念されているようで、私は大変

がっかりしたんですけれども、その後、思い出されましたでしょうか。 

○菊地市長 



ちょっとどこまで言ったか、ちょっと 2 年前のことを思い出せませんけれども、ただ、多

賀城市内の線量とか何か、戸津川委員、御存じだと思いますけれども、害のあるような状態

ではないわけですよね。それは御理解いただけますか。（「できません。そうは思いません」

の声あり）だから、害があってから検査しなくてはだめだということじゃないんですけれど

も、それに対応できるお医者さんがいないと。恐らく仙台あたりにはあるのかな、ちょっと

私もその辺はわかりませんけれども、その辺に行かないといけないということだというふ

うに思いますけれども。ただ、多賀城市内の環境は、そういう放射能の検査をしなくても今

は大丈夫だというような状態であるということは言えるんじゃないかなというふうに思い

ます。ただ、それが高いところはやっぱりその辺を、例えば福島なんかだと集団で検査した

りという体制づくりは恐らくしなくてはいけないんじゃないかなというふうな思いはしま

すけれども、多賀城の場合はそこまではいかなくても今の状態ではよろしいんじゃないか

なと私は思いますけれども。 

○戸津川委員 

その認識が、私は何度も申し上げているように、それで本当に、子供たちは絶対大丈夫だと

いう自信があるのかどうかということなんですよ。私たち専門家じゃないですよね、医療の。

ですから、お医者さんに頼んで検査をしてもらうということは、やっぱり自治体の責任とし

てそういう手を打っていくということは必要なんじゃないでしょうか。空間線量が低いか

らといって、子供たちには何も影響がなかった。絶対健康なんだ。甲状腺がんになるような

人は 1 人もいないんだと、誰か言える人がいますか。いないんじゃないですか。そうであ

れば、お母さん方の不安に対して、やはり手を尽くします。こういう機関が今度甲状腺の検

査をすることになりましたから、今、検査は無料ではないけれども、努力をして医師会にお

願いをしてなったんだと、そういうふうに言って、努力の跡を見せることが市長の責任じゃ

ないんですか。 

○鈴木保健福祉部長 

これまでも、今一般質問その他で何度か同様の質問をいただいて回答申し上げております

が、ただいま市長も申し上げましたけれども、検査の必要な空中線量が多賀城の場合はない

ということ。それと、委員も御存じかと思いますが、宮城県の有識者会議で、県が設置した

有識者会議でもその必要性は認められていないというふうな状況を受けまして、多賀城市

の場合は現在実施しないというふうな方針をとらせていただいておりますので、どうぞ御

理解をお願いしたいと思います。 

○戸津川委員 

私は何度聞いてもそのことは理解できません。そしてまた、お母さんたちの不安に実際に答

えていないと思うんです。丸森町では実際に検査をなさって、十数人の方が、子供さんが甲

状腺に異常が出たということを発見したわけですよね。そして、ほかの市町村でも徐々にそ

ういう動きになっていますよ。近くの病院では、やはり甲状腺の検査は、先生に、ドクター

に聞きましたら、小児科の先生なら誰でもできるというものではないのですって。検査に熟



練した技術を持った人じゃないと検査はできなんですよ。だから、ある病院では、今小児科

の先生たちが一生懸命その訓練をしていらっしゃるそうですよ。これが医師の立場ですよ

ね。やっぱり心配だからそういう訓練をしているんですよ。そして、やがて近くの病院でも

甲状腺のがんを、子供たちが心配だというお母さんたちの要求に応えたいといって、やがて

それができますよと、こういうことを表明している病院もあるんですよ。 

私は、もしそういうことが実現できればいいと思います。本当に不安で不安でたまらないと

言っているお母さん方は世の中全体が「多賀城は大丈夫だよ」なんて、市長のようなことを

言うから、ぐっと我慢しているんですよ。それが物すごいストレスになっているんですよ。

子供さんに対してついやつ当たりをしてしまうとか、そういうことになっているんですよ。

何回もこのことは話しているはずなんですね。だから、その不安に応えるためにも、何か市

として努力をしている姿勢を見せなくてはいけない。いや、心配なんて何もない。そういう

姿勢では私はだめだと思うんです。ですから、もう一度お聞きをしますけれども、市長にお

聞きします。何かしらの努力をしていただく御意思はありますでしょうか。 

○菊地市長 

今、担当に聞いたら 1 人の検査料は 1 万 5,000 円するそうです。だから、多賀城でそれ

を小中学生に受けさせるとしたら、掛け算すればいいわけでございまして、6,000 弱ぐら

いですか、5,500 人だそうですから、それだけの 8,000 万から 9,000 万かかるというこ

とでございます、全員を受けさせるとしたらですよ。それだけの、やっと子供医療助成費、

やっと何とかしてつけたわけでございますから、その辺のこともぜひ御理解いただきたい

なと。もっと簡単な検査ができますよということであれば、また違うかもしれませんけれど

も。人の命はお金にかえられないというふうな話はありますけれども、なかなかその辺のこ

ともあって、できないことはできないということで御理解をいただきたいなというふうに

思います。 

○戸津川委員 

最後にしようと思いましたけれども、私はそんなことは言っていないですよね、市長。全員

に受けてくださいというお願いは今していませんよね。不安で、不安でたまらないお母さん

たちのために、何かしら努力をする気はあるのか、ないのかとお聞きをしたんですよ。今の

返事では、医療費助成拡大したから、それで我慢してくれと、これでいいんですか。私はそ

のようにお伝えするしかないんですが、市長に何度お聞きをしても、やはり努力をしてくれ

る様子はありませんでしたと、こういうふうに伝えていいということですね。 

○菊地市長 

ちょっとその言い方は私はひどいと思いますよ。（「ひどいのは市長のほうじゃないですか」

の声あり）どのくらいの方々を対象とするべきだと。そのことを言っている方々自体が、じ

ゃあ、私も、私もということで来られたらどうなりますか。とんでもないことになると思い

ますよ、私は。本当に必要なときは当然やらなくてはいけないということは私もわかります

けれども、これはお医者さんたちとちょっと相談しなくては何とも答えようがないです。で



すから、ちょっと医師会の方々ともちょっと話ししたいと思いますけども、でも、そういう

努力ぐらいは当然しなくてはいけないとは思いますけれども、うちの娘が、息子が、線量の

検査を受けたいから、甲状腺の検査を受けたいからやってください。そういう方がどんどん、

どんどん出てきたらどうしますか。 

○戸津川委員 

どんどん、どんどん出てくるかはわかりませんけれども、市長が最後に言うべき言葉は、「そ

れくらいの努力はさせていただきます」と、これでいいんじゃないでしょうか。違うんでし

ょうか。やはり、そういう展望といいますか、皆さんに安心を与えていただくために、「僕

は僕なりにお金は出せないけれども、医師会の先生とも相談してみるから待ってください」

と。そういう言葉をいただくだけで安心なさるんじゃないでしょうか。私は金をもっと使え

とか、そういうことを言っているのではございません。以上、終わります。 

○昌浦委員 

全て 3 問、資料 6 の 23 ページから 25 ページと、それから 29 ページの、違うな、済み

ません、後で調べます。楯ですね、29 でいいの……。それともう 1 ページは、55 ページ

の虐待対応専門職チーム委託料、これに関してちょっと。この 3 つをちょっと質疑をさせ

ていただきます。 

最初に、本市の ICT に関してお尋ねしたいと思うんですが、まずもって、本市のデータ、

これはバックアップ先といいますか、場合によってはデータセンターというのかな、そこは

どこにあるんでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

ただいまの御質問ですけれども、電子データなだけに、この場での詳しい説明、ちょっと差

し控えさせていただきますけれども、仙台市に設置をしてございます。 

○昌浦委員 

それで結構なんです。どこそこの会社名とか、そこまで聞いたらえらいことになってしまい

ますよね。じゃあ、仙台市だということです。ちょっと、データの保管先、バックアップ先

としては、仙台市、余りにも多賀城と近過ぎませんかね。25 年度の予算編成のときに、デ

ータセンター、安心だから他の場所に移すなんていう検討はされなかったのかどうか。その

辺どうなんですか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

仙台市と言いましても広うございまして、このたびの平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震

災におきましても、本市のデータに関しては、サーバーで保管してございますけれども、物

理的な破損、それからデータの損失などは一切報告されておりませんで、安全性の面からも

当然建物はセキュリティー対策、それから、防災対策がなされている建物の中に保管されて

おりますので、現在のところは、このまま仙台市のそこのデータセンターでの保管を続けて

いきたいというふうな考えでございます。 

○昌浦委員 



確かにそうですよ。そうでなければデータを送信というか、送ってはいないですよね。セキ

ュリティーも防災対策も十分だと、それで判断したのでしょうけれども。塩竈市、これは

400 キロ離れた北陸地方に送信しているんですよ。それから、釜石市、これは北九州市、

北九州市の承諾を得て 13 年 1 月から保管始めているんです。世の中、絶対ということは

なくて、震度 8 とかというのはないと思っていたのに震度 9 が来たということもあって、

やはり、この辺でバックアップというのは……（「マグニチュード」の声あり）マグニチュ

ード 9 です、失礼しました。震度 9 というのはありません。そのように、やっぱり絶対安

心ということはない。だからといって、遠隔地がそれで大丈夫かということもあるんだけれ

ども、塩竈市は別に市役所の庁舎が津波の被害とか、ちょうどうまいぐあいに耐震補強した

ら 3・11 になったという幸運もあったんですけれども。しかしながら、塩竈市は北陸のほ

うにという、やっぱり直近過ぎるというのは、これはちょっと心配だなと思うんですけれど

も、その辺くどくなるとまずいので、仙台市で大丈夫なのかなと、当分の間は送信先を遠く

に持つという考えはあるのかどうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

委員御指摘のこともわかります。それから、例えば大きな地震が来たときの建物の内容とか

が問題になるのかなと。遠くに置けばいいということではなくて、近くで大丈夫かというこ

ともありますけれども、遠くのどういうところに保管するかということもありますので、そ

の辺、電算システムについては基本的にリースというようなことで、いずれ契約の終期が参

ります。そういったときに、今御指摘のシステムはそうなんですけれども、ほかのシステム

もございますので、そういったもののかねあいの中で検討させていただきたいというふう

に考えています。 

○昌浦委員 

わかりました。ちょっと近場にあるのかなと聞いてみたら仙台市だというものですから、ち

ょっと心配したわけでございます。 

ところで、総務省は、電子自治体ということでいろいろ ICT に関して施策を打っているん

ですよ、ずっと。その中でクラウドというのがあって、このクラウドというのは管理の手間

が軽減されるという非常に利点もある。しかしながら、逆に言えば、ニーズに応じたカスタ

マイズができないという弱点もあるんですけれども、本市においては管理の手間というの

を省けるとなれば、その辺でやっぱりクラウド導入のほうに 25 年度に向けてはお考えに

ならなかったのでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

実は資料の 6 の 25 ページの中ほどから下の説明欄の 8 のところに、情報通信手段整備事

業、これは新規事業で 3,400 万程度の予算を計上させていただいておりますけれども、説

明不足がありましたことをおわび申し上げますけれども、今御質問ですので、クラウドも前

提としたシステムのネットワークの再構築を今年度考えてございまして、その予算を計上

させていだたいております。 



○昌浦委員 

わかりました。実はこの 8 を、この後にでも聞こうと思ったんです。いわば庁内ネットワ

ーク再構築業務、この中にクラウドの分も入っているということ、わかりました。 

次なんですけれども、過去に選挙に関して、選挙のシステムに関して、本市の職員が、あれ

は行政特許というのかな、何かしらシステムで開発して、そういう特許みたいなものをとっ

たみたいなことを記憶しておるんですけれども、その事実はありますよね。ないですか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

選挙のシステムに関しては、非常にすばらしいものを開発した職員はおりました。でも、特

許をとったというような事実はございません。 

○昌浦委員 

わかりました。ちょっと済みません、私の中でちょっと記憶が薄れていたものだから確認を。

すばらしいシステムをつくったというのを議会で聞いた記憶があるんですよ。行政特許ま

で行ったのかな、ちょっと私の中で、頭の中でちょっと先走ってしまったんですけれどもね。

実はいろいろと予算書を見るとシステム借上料というのがやたら出てくるんですよ、各課

に。それでなんですが、職員でシステムを自己的に開発というのは可能なんでしょうか。少

しでも自前でシステムを開発していくなんていうことを取り組むことができるのかどうか

お聞きしたいです。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

情報化の専門の職員も採用してございますので、技術的には可能かとは思います。ただ独自

開発した場合に、基本的に我々は法律に基づいての業務を行っておりますので、法改正があ

った場合などを想定しますと、その都度、多賀城市だけで修正をかけ、正しく作動するかど

うかまで確認をし実施に向けるということがございますので、そういった意味では、やっぱ

りそれを専門に扱っている、今、メーカーもございますので、そういったところで一元的に

データを修正したものを借り受けるというような方向で今のところは取り組んでおります。 

○昌浦委員 

この間の一般質問でも、私、これは実はどうしようかなと思ったんですけれども、いわば道

路なら道路、あるいは下水道管なら下水道管、水道管なら水道管、その履歴から工事、いつ

につくったかから工事の概要とかいうマッピングシステムというものが、これはこの分野

だけでも、やはりこちらの職員で独自に開発というのを、これはやってみる価値があるんじ

ゃないかな。そうして、それを水道とか下水道とか、あるいは道路とかでお使いになればか

なり管理業務とか何かが楽になるような気がしてならない。それと今よく道路台帳、道路台

帳と予算化しているんだけれども、その台帳は別にしても、この辺で、例えばどこそこ地先

の市道何号線が過去にどれだけ掘削をしているとか、そういうものが全て 1 つの画面に出

てくるようなシステムというものもお考えになるような考えはありますかね。 

○鈴木建設部長 

例えば下水道とか、水道とか、ガスとか、そういうものの地下埋設物がどういう道路に入っ



ているのかというのは全てマッピングしています。レイヤーを分けて重ねて見られるよう

に。それを確認して工事に入って、地下埋設物を壊さないような形にするために、そういう

システム化しています。 

○昌浦委員 

わかりました。確認だけさせてもらいました。 

最後です、この質問で。例えば汎用受付システム、これはクラウドにもあると思うんですよ

ね。その辺、25 年度あたりから受付システムを導入されるのか。あるいは公共施設の予約

のオンライン化とか、それからやっぱり電子入札まで視野のほうに入っておられるのか。平

成 25 年度のクラウド導入に関してはその辺はどうだったんでしょうか。 

○竹谷総務部次長(兼)総務課長 

実は宮城県内の自治体クラウドの状況なんですけれども、県内の、いずれも町になりますけ

れども、4 町でクラウドを導入しているという実績はあるんですけれども、いずれも全て共

同利用ではなくて、単独の利用ということでございますので、その辺、今委員の御指摘の部

分に関しては今後の課題というようなことにさせていただいて、県内的に取り組ませてい

ただきたいなというふうなことでございますけれども。例えば電子入札の関係とか、今回は

そこまではまだ考えてございません。ただ、今後見直しをかける、今年度見直しをかけるネ

ットワークの再構築の部分においては、クラウドも導入できるようなものを考えていきた

いというふうなことで考えてございます。 

○昌浦委員 

いろいろと本市の ICT のいわば今後のことも含めて、あるいは実態的なものも含めて今質

問させていただきましたが、ICT を進めることというのはやっぱりすごくいろいろ利便性

があるんですけれども、ここでちょっと逆のことを質問させていただきたいんです。という

のは、情報弱者をどうするかということなんですよ。といいますのも、よくホームページに

載せていますとか、このごろよくそういうものが出てきているんだけれども、多賀城市民の

中には、いわゆるコンピューターといったらいいのでしょうか、そちらのほうなどをお持ち

になっている人もいらっしゃらないし、それで市民への広報というのは、当然ホームページ

もさることながら、広報たがじょうとか、場合によっては回覧板という、いわゆる 2 ウエ

ー、3 ウエーの広報というのか、市民への周知方というものをきちんとしてほしいと思うん

ですけれども、その辺はどうなんでしょうか。 

○片山地域コミュニティ課長 

委員今おっしゃったとおりでして、特に今回、震災発生して、特に感じるのは高齢者の方の

紙媒体でのお知らせがいかに重要化ということは今回非常にわかったことでございます。

また逆に、一方で、深谷委員が前におっしゃいましたけれども、SNS というのでしょうか、

ソーシャルネットワークサービスということで、若い方にはむしろ電子情報というものが

ということもありますので、やっぱりあらゆる手段での情報伝達ということを我々は常に

考えていかなくてはいけないなというふうには考えてございます。 



○昌浦委員 

いわゆる地域コミュニティ課長、広報とかそういうもの、あるいは地域との密接な関係のお

仕事をされていらっしゃる方がそうおっしゃったんですから、どうか平成 25 年度も、ある

いはこれからも、必ずそういう紙媒体も含めた周知方というものも意を呈してほしいと思

います。 

次は、29 ページなんですけれども、先ほども金野委員がいろいろとお聞きになられました。

栄誉の楯、ここに報酬ということで表彰審査会委員報酬、報償金等々ありますけれども、や

はりこういうものというのは優秀な成績をなさった方、すぐにでも表彰したいなと私は思

うんですけれども、ここに表彰審査会委員報酬なんていうものがあるとなると、この委員会

に諮問して、これは表彰するに値するんだと諮問の答申があってからとなると、どうしても

感動が薄れてしまうころに楯をもらうのではないかと危惧するんですけれども、まだ要綱

というか、まだつくっていないということなんですけれども、やはり迅速にこういうものと

いうのは栄誉の楯を贈られたほうが、当該団体でもあり、選手もすごく感動が、新たな感動

が芽生えるといったらいいのでしょうか。迅速なる楯をいただくということが必要ではな

いかと思うんですけれども、その辺はどういうふうなお考えでこの楯を贈呈するのか、御説

明がなかったので、お聞きします。 

○小野市長公室長補佐（政策秘書担当） 

今回、新年度予算に計上させていただいた報酬は、まず制度構築のために表彰審査委員会の

皆さんにいろいろ御審議を賜ろうかと思った関係のまずその報酬でございます。そして、そ

の基準をつくってその基準に該当する表彰候補者の皆さんも再度、その審査会の委員の先

生方にお話を申し上げて御意見を賜ろうかと思っております。おっしゃったとおり、御指摘

いただいたとおり、やっぱりその話題が熱いうちにスピード感をもって対処するように、そ

の辺のスケジュールは組んでいきたいと思っております。 

○昌浦委員 

今ので安心しました。ありがとうございます。 

それでは、55 ページの虐待対応専門職チーム委託料、御説明では、弁護士などと、「など」

だけれども、何人なのか、チームが。いかなるときにこの専門職チームの方たちに何をして

もらうのか。ちょっとあったような気はするんですけれども、その辺詳細に説明をお願いし

たいと思います。 

○渡辺社会福祉課長補佐 

専門チームにつきましては、仙台弁護士会と宮城県社会福祉士協会のほうでの合同で専門

チームを立ち上げております。宮城県高齢者等虐待対応連絡協議会というものをつくって

おりまして、そこのほうに委託したいと考えております。事業の内容といたしましては、1

つは、電話相談、それから担当チームの担当事務所へ、弁護士の事務所とか社会福祉士の事

務所等への来所相談、それから市町村への出張の相談、それから我々行政とのケース会議等

の中へ出席していただきまして、そこの中で解決策を相互に考えていくというような形で



対応したいと思っております。協議会のほうの人数につきましては、今現在、ちょっと把握

してございません。申しわけございません。 

○昌浦委員 

当然のことなんですけれども、確認でちょっと質問させてもらえば、当然、幼児というか、

児童とか、その虐待も、何か高齢者等なんていう御説明があったので、それも当然やるんだ

ということで承知してよろしいですね。 

○渡辺社会福祉課長補佐 

そちらの協議会のほうに確認しましたところ、障害児のほうも全て対応いたしますという

返事をいただきましたので、多賀城市としてはこちらのほうにお願いしたいなと思ってお

ります。 

○昌浦委員 

違うよ、障害者は聞いていない。当然、障害児も必要ですけれども、幼児とか、全ての虐待

に対して、このチームは対応するということで確認をしておきたいんですが、よろしいです

か。 

○深谷委員長 

昌浦委員、例えば小学校でのいじめだとか、虐待だとか、家庭内であったようなものも全て

対応するかということですよね。これは幼児というのは、全部、障害児虐待防止の中での事

業の中での一環であるんですけれども、障害児以外の児童関係をやるというお答えになっ

てしまうので……。 

○昌浦委員 

済みません。失礼しました。障害児といっても、いろいろ幼児とかいらっしゃるから、全て

の年齢の障害児の方にということの確認です。ちょっと私が幼児とか、子供とか言ってしま

ったので、誤解を受けてしまいましたが、いわゆる障害児のそういう全ての年齢層、いわゆ

る 18 歳以下といったほうがいいのかな、児童ですと、それには全て対応するということで

よろしいですよね。 

○渡辺社会福祉課長補佐 

そのとおりでございます。 

○昌浦委員 

わかりました。 

○阿部委員 

確認でございます。 

資料 6 の 41 ページ、3 番のところに参議院の選挙費とありますけれども、支出というよ

りも、私、平成 24 年の第 4 回の定例会の一般質問で申し上げましたが、投票入場券に今

回の参議院選挙で宣誓書の欄を入れていただきたいと話ししましたけれども、その結果は

どうなったのか確認したいと思います。 

○今野選挙管理委員会事務局長 



投票所入場券の関係でしょうか。宣誓書……、大変申しわけございません。投票所入場券へ

の宣誓書ということでございます。その件につきましては、12 月の一般質問にもお答えし

ているとおり、入れる方向で今検討しておりまして、先週ですか、2 市 3 町の委員会の会

ということがございまして、その中で今回、衆議院選挙で塩竈市と七ヶ浜町がやられたとい

うことで、それのメリット、デメリットをお聞きしまして、今回 2 月の委員会のほうで諮

っております。できれば参議院選挙、7 月に行われる予定となっておりますので、できれば

参議院選挙の中で投票所入場券の宣誓書、それを入れたいという方向で今進めております。 

○栁原委員 

6 の 21 ページ、地域交通ネットワーク構築事業についてお聞きします。 

この事業で 23 年 12 月から多賀城西部線、試験運行始まりまして、24 年 4 月からはバス

が新しくなって、便数もふえて 100 円ということで、だんだん西部線も充実されてまいり

まして、地域の皆さんから大変喜ばれている事業としてまず評価をしたいと思います。 

そこで、この地域交通ネットワーク構築事業の狙いなんですけれども、この事業で試験運行

をやる中で、たくさんの市民の方に利用していただいて、利用しやすい公共交通にしていく

ということで、この試験運行自体は 25 年度でこの事業は終わる事業だと思うんですけれ

ども、その後、本格的な運行に向けて、この試験期間にいろいろ試行錯誤しながらやってい

く事業なんだと、そういう理解でよろしいのでしょうか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

そのとおりでございます。 

○栁原委員 

そこで、この事業の中で昨年とことしの 1 月に意見交換会、住民との意見交換会を行って

いると思うんですけれども、その意見交換会の中でどういう意見が出されたのかというこ

とと、その事業の今の進捗状況といいますか、その点について、ちょっと簡単に、わかりま

したらちょっと教えていただきたいんですけれども。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

意見交換会につきましては、西部地区、東部地区、それから中央地区など各地区において実

施をさせていただきました。総体的には、ルートの見直しについて御提案をしたところ、お

おむねの了承が得られたというふうに考えてございます。 

なお、今西部地区につきましては、一時的に 100 円バスということで運行しておりますけ

れども、利便性が高まれば、東部並みの負担をしてもやむを得ないのではないかというふう

な御意見も多くいただいております。 

なお、今バスが通っていないところにも通してほしいという意見も頂戴をしておりますけ

れども、公共交通の範囲内で今のところは検討させていただきたいと考えてございます。 

○栁原委員 

私も意見交換会には参加させていただいたんですけれども、その中でも、今回の見直しの中

で、市民プールですとか図書館も通るということと、本数もふえると、運行時間も短縮され



るということで、大変市民の方からもその点は大変評価がされていたと思います。そういう

評価があったということを踏まえてなんですけれども、その中で、住民の方から、交通弱者

といいますか、そういう方からの意見もあったんですけれども、例えば免許証を高齢になっ

て返納したいんだけれども、バスが近くを走っていないので、返納できなくて自分で運転せ

ざるを得ないという方とか、それから、足腰が弱くなってバス停が遠いので、バス停まで行

くことができない。そういう方の住民の意見とか、それから、買い物に行くのにスーパーが

遠くて買い物難民状態にあるというような意見もございました。 

そこで、そういう買い物難民とか、そういう交通弱者に対する対策は今のところは何か検討

されているでしょうか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

先ほども申し上げましたけれども、公共交通の範囲内で今検討をさせていだたいていると

ころでございます。なお、買い物弱者についても、それから、交通弱者についても非常に大

きな今後問題であろうというふうには受けとめてございますが、市内でも各事業者で見守

りを兼ねた配達のサービスなどもしているところがあるというふうに伺っておりますので、

そのような形の PR などもあわせてしてまいることができたらと思っております。 

○栁原委員 

今のバスが通っていないところに対する対策なんですけれども、私が調べたところ、塩竈市

で同じ国交省の補助金を使って乗合タクシーの試験運行をやっているということなんです

よ。これがどういう事業かというと、登録していただいて、1 回 200 円でタクシーに来て

もらって市内に行くという事業だそうです。こういう同じ国交省の補助金を使って、こうい

う事業も行われているということなんですけれども、こういった乗合タクシーなんかの検

討というのは、そういう意見は検討はされたことはありますでしょうか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

以前確かにそういうふうな検討をしたことがございます。そのとき、市議会の皆様から、乗

合ではちょっと嫌だというふうな意見もございまして、自分 1 人で行きたいというふうな

ことがございまして断念した経緯もございます。なお、補助金につきましては、今のところ、

25 年度いっぱいということですので、それまでに試行を終えて新たなスタートしてまいり

たいと考えてございます。 

○栁原委員 

じゃあ、参考までに、乗合タクシーが嫌だという方もいるということなんですけれども、タ

クシー券を補助したらどうかと、例えば 70 歳以上の方にタクシー券を補助したらどうか

という意見も聞いておりますし、それから、同じ例えば 300 円なり、350 円なり、バス

料金がかかるとしたら、そこで足りない分はちょっとタクシー券で補助をするとか、そうい

うようなことも検討してみたらどうかなということですね。それから、乗合タクシーの件な

んですけれども、これは国交省の補助金が切れても、何か県の広域バス運行維持対策補助金

というものも何か乗合タクシーに使えるということも聞いているんですけれども、そうい



うこともあるんですが、そういうタクシー券なんていうものも検討はされたことがありま

すでしょうか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

タクシー券につきましては、福祉系のほうで今移動が難しい方については交付をさせてい

ただいておりますけれども、公共交通としては多賀城のように利便性の高い、仙台に隣接し

ている市ではなかなか実行が難しいのかなというふうに現在では考えてございます。 

○栁原委員 

わかりました。 

地域公共交通ネットワーク構築事業で目指すべき多賀城の公共交通のあり方として、私、塩

竈の公共交通会議というものの議事録を読んだことがあるんですが、塩竈は市内から 15 分

で市内の中心部にどこからでも行けるという 15 分交通体系というものを目指しているそ

うです。ですから、そのために路線バスが走っていないところにしおナビバスとか 100 円

バスとかを走らせているということで、その一環でも乗合タクシーもやっているというふ

うに書いてございました。ですから、そういうような交通体系をつくっていく中で、例えば

西部から市役所まで 15 分とは言わないですけれども、30 分で来られるとか、そういう市

内、それぐらいの大きな目標を持ってこういう交通体系の見直しをしていただきたいなと

思うんですが、いかがでしょうか。 

○吉田市長公室長補佐（行政経営担当） 

今の目標、15 分以内というのは今伺いましたけれども、一定の目安であろうと考えており

ます。ただその場合、考えなければならないのは、バス停をふやす、ルートをふやすという

ことと、その 15 分というものがなかなか両立をしないというのが難しいところでござい

まして、最少の費用で最大の効果のほうを模索しつつ、今回の見直し案ではルートを一部ち

ょっと短くしまして、短い時間で多賀城駅につけるような形で提案をさせていただいてお

りますので御理解をいただきたいと思います。 

○深谷委員長 

あと何名いらっしゃいますか、1 款から 3 款まで。ありがとうございます。 

お諮りいたします。第 1 款から第 3 款までの質疑の途中ですが、本日の委員会はこの程度

にとどめ、延会したいと思います。これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○深谷委員長 

御異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに決しました。 

来る 3 月 4 日は午前 10 時から特別委員会を開きたいと思います。 

御苦労さまでした。 

午後 4 時 57 分 延会 

 

予算特別委員会 



委員長 深谷 晃祐 


